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地球にやさしいエネルギーを
いつまでも、しっかりと

私たちは、お客さまに毎日の生活を安心して送っていただける
よう、エネルギーや環境に関する豊富な技術や経験をもとに、
世の中の動きを先取りしながら、地球にやさしいエネルギーを
いつまでも、しっかりとお届けしていきます。

「なるほど」と
実感していただくために

私たちは、お客さまの信頼を第一に、さまざまな声や思いをきっ
ちりと受け止め、お客さまに楽しさや感動をもって「なるほど」と
実感していただけるようなサービスでお応えしていきます。

語り合う中から、
答えを見出し、行動を

私たちは、人間の持つ可能性を信じ、個性を尊重し合い、自由・
活発に語り合う中から、明日につながる答えを見出し、行動して
いきます。

九州とともに。
そしてアジア、世界へ

私たちは、九州の皆さまとともに、子どもたちの未来や豊かな
地域社会を考え、行動していきます。そして、その先に、アジア
や世界をみます。

「ずっと先まで、明るくしたい。」というメッセージは、

私たちがこれからの時代の変化の中でも

変わることなく電力やエネルギーを安定してお届けする、

そしてお客さまの快適で環境にやさしい毎日に貢献していく、という気持ちを表しています。

「快適で、そして環境にやさしい」という言葉には、

「快適な毎日を楽しみながら、その毎日がよりよい地球環境につながっている、

地球環境によいことが、人間の豊かさや快適さにつながっている、

そういう持続可能な社会に貢献していきたい」という思いを込めています。

快適で環境にやさしい毎日の実現に貢献し、子どもたちの未来につなげていくこと、

これが「九電グループの思い」です。

私たちは、お客さまに毎日の生活を安心して送っていただけ
るよう、エネルギーや環境に関する豊富な技術や経験をも
とに、世の中の動きを先取りしながら、地球にやさしいエネ
ルギーをいつまでも、しっかりとお届けしていきます。

地球にやさしい
エネルギーを
いつまでも、
しっかりと

しい

私たちは、九州の皆さまとともに、子どもたちの未来や豊か
な地域社会を考え、行動していきます。そして、その先に、ア
ジアや世界をみます。

九州と
ともに。
そしてアジア、
世界へ

私たちは、人間の持つ可能性を信じ、個性を尊重し合い、自
由・活発に語り合う中から、明日につながる答えを見出し、行
動していきます。

語り合う
中から、
答えを見出し、
行動を

私たちは、お客さまの信頼を第一に、さまざまな声や思いを
きっちりと受け止め、お客さまに楽しさや感動をもって「なる
ほど」と実感していただけるようなサービスでお応えしてい
きます。

「なるほど」と
実感して
いただく
ために

と

し、

「快適で、そして環境にやさしい」

そんな毎日を子どもたちの未来につなげていきたい。

それが、私たち九電グループの思いです。
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九電グループアニュアルレポート2019の発行にあたって
　本レポートは2016年版より、株主・投資家の皆さまに、当社が長期にわたり創出する企業価値をご理解いた
だくことを目的に、財務情報と非財務情報を統合的に報告しています。
　今後も本レポートに対する皆さまからのご意見を参考にしながら、より分かりやすいレポートとなるよう改善
を図ってまいります。

■ 報告期間
基本的には財務報告期間である「2018年度(2018年４月
～2019年３月)」を対象としていますが、現状に即した情報を
ご提供するため、一部のデータにつきましては、2019年度
の情報を含んでいます。

■ 報告範囲
九州電力株式会社及びグループ会社

■ 参考にしたガイドライン
国際統合報告フレームワーク

■ 発行時期
2019年7月 前回：2018年7月

次回：2020年７月予定

本レポート中で述べられている九電グループの戦略や見通しなど、将来
の事項に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされた九電グ
ループの仮定及び判断に基づく将来の予想に関する記述であり、実際の
結果を保証するものではありません。様々な不確実性により実際の業

績、経営結果はこれらの記述とは異なる可能性があります。株主・投資家
の皆さまにおかれましては、本レポートに含まれます将来の見通しのみ
を根拠として投資判断をすることに対しては十分ご注意いただきたくお
願い申しあげます。

当社グループは、2015年「国連持続可能な開発サミット」
において採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」に向
けた取り組みに貢献していきます。

SDGs

幅
広
い
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

株
主
・
投
資
家
・
専
門
家

アニュアル
レポート
（Web）

環境データ集
（Web）

株主・投資家の
皆さまに特に
お伝えしたい
情報を集約して
公開

より分かりやすくお伝え

詳細な内容

より詳細な
環境情報を
公開

財務情報

CSRの取り組みに関する
情報（非財務情報）

Social

Governance

社会

企業統治

Environment 環境

持続可能
（サスティナブル）な
社会の実現に向けた
取り組みをご報告

サスティナビリティ
報告書

ダイジェスト
（Web・冊子）

サスティナビリティ
報告書
（Web） ■ Webサイトのご紹介

<IRサイト>株主・投資家の皆さまに向けた情報
http://www.kyuden.co.jp/ir_index.html より詳細な情報は、
当サイトにてご覧いただけます。 

■ 本レポートの位置づけ
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「ずっと先まで、明るくしたい。」

快適で環境にやさしい毎日の実現に貢献し、子どもたちの未来につなげていくこと、これが「九電グループの思い」です。

引き続き、環境にやさしいエネルギーをお届けしていくことに加え、九州各県の地場企業として、地域の皆さまと一緒に汗をかき、

知恵を絞りながら、新たな課題の解決に積極的にチャレンジすることで、更なる企業価値向上に努めていきます。

大きな
時代の変化

I N P U T 事業　　活動 O U T P U T O U T C O M E

電力や
エネルギー分野
における競争の
高まり

地球環境問題の
深刻化

資源エネルギー
問題の深刻化

ライフスタイルや
価値観の多様化

電力（国内電気事業）

販売電力量
722億kWh

九電グループ　　経営ビジョン2030

九州から未来を　創る九電グループ
～豊かさと快適さで、　　　お客さまの一番に～

社会・関係資本

エネルギーに関する消費者の理解

（コミュニケーション活動 約8万人）
（2018年度）

製造資本

再稼働した原子力発電所 4基
（保有プラント計4基）
（2019年7月末時点）

自然資本

化石燃料消費量（石油換算）

約591万kℓ（対前年▲38.5%）
（2018年度）

財務資本

総資産（連結）

約4兆7,940億円
（2019年3月末時点）

人的資本

（2019年3月末時点）

従業員数（連結）

（グループ会社 92社）
21,103人

エネルギー関連事業/
海外事業

（その他エネルギーサービス事業）

光ブロードバンド事業/
データセンター事業ほか
（ICTサービス事業）

都市開発・まちづくり/
インフラサービスほか
（その他の事業）

お客さまのニーズに沿った
エネルギーサービス

電気・ガス セット販売
 約9.2万件

（2019年3月末時点）

参入エリアにおける
大手ガスシェアの 約11％

電力の安定供給

（2018年度）
年間停電時間 103分／戸

地球にやさしい
エネルギー

（2018年度）
※原子力、再生可能エネルギー(FIT電気を除く)、
　水力(３万kW以上)の合計値

電力量構成に占める
非化石比率  43％※

地域の発展

（2015年度）

域内総生産（名目)
約45兆円（全国比8.2％）

働きやすい環境

平均勤続年数

24.0年（全産業平均12.4年）
（2018年度）

経営目標
2030年

連結経常利益　　　1,500億円（国内電気事業５割、その他５割）
総販売電力量　　　1,200億kWh
九州のCO2削減　　必要量の70％の削減に貢献
トップレベルの　　電気料金の永続的な追求

シナ　ジー

戦　略Ⅰ

　エネ　　ルギー
関連　　事業

ライフ
サポート

ビジネス
サポート

インフラ
サービス

都市開発・
まちづくり

一次産業
関連

あらゆる
分野への
挑戦

…

ICT
サービス

観光関連

国内
電気事業 海外事業

戦　略Ⅱ

戦　略Ⅲ経営基盤　の強化
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ル
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サー　ビス事業の
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Our Profile



 
変電

 変電所数  597カ所
  容量 7,509.2 万kVA
 

送電

  送電線路こう長 10,803km
  

支持物
 鉄塔 約25,000基

 その他 
約40,000基   （コンクリート柱など）

 

配電

  配電線路こう長 142,223km
  

支持物
 コンクリート柱  約2,423,000本

 その他 
約42,000本   （鉄柱など）

ウラン関係
石炭
LNG（液化天然ガス）

◆ 設備量構成（kW）※1（2019年3月末）

◆ 燃料調達状況（地域分布）（2018年度）

◆ 燃料調達状況（2018年度）

ロシア
15％

カナダ
13％

オーストラリア
13％

ニジェール
8％

ロシア
7％

インドネシア
7％

インドネシア
11％

ナイジェリア
6％

※1 他社受電を含む
※2 太陽光、風力

エネルギーの長期安定確保、地球温暖化対策、及び
経済的な電力供給の観点から、安全・安心の確保を
前提とした原子力の推進、再生可能エネルギーの
積極的な開発・導入、及び火力発電の高効率化など
により、各種電源をバランス良く組み合わせた発電を
行っています。

燃料調達先の多様化、資源開発・生産プロジェクトへ
の参画、及び燃料トレーディング（燃料の数量調整・
価格管理）の導入などを行い、燃料調達力を強化して
います。また、燃料輸送においては、自社LNG（液化
天然ガス）輸送船や当社専用の契約船などの運行を
通じ、コスト低減を図っています。

燃料調達 発電

※ 燃料調達国を示すものであり、燃料の生産地点を示すものではありません。

◆ 送電系統図（2019年3月末） ◆ 電源構成（kWh）（2018年度）

 
◆  電気事業者合計に占める当社の販売電力量
（2018年度）

◆ 変電・送電・配電設備（2019年3月末）

（注１）FIT（再生可能エネルギーの固定価格買取制度）電気

（注 ）　　相浦火力発電所は2019年4月30日付で廃止しました。

 
当社がこの電気を調達する費用の一部は、当社のお客さま以外の方も含め、電気をご利用の 
すべての皆さまから集めた賦課金により賄われています。このため、この電気のCO2排出量に 
ついては、火力発電なども含めた全国平均の電気のCO2排出量を持った電気として扱われます。 
※太陽光、風力、水力（３万kW未満）、地熱及びバイオマスにより発電された電気が対象となります。

（注２）卸電力取引所から調達した電気 
この電気には、水力、火力、原子力、FIT電気、再生可能エネルギー等が含まれます。

（注３）その他 
他社から調達している電気で発電所が特定できないものなどが含まれます。

※経済産業省の制定する「電力の小売り営業に関する指針」に基づき、算定・公表しています。
※当社が発電した電力量及び他社から調達した電力量を基に算定しています。（離島分を含みません）

（参考）電力調査統計（資源エネルギー庁）

発電所から変電所まで送電線で電気を送り、変電所
から配電線で、ご家庭や工場などに、電気を安定的に
お届けしています。
九州の産業や生活を支える電力を安定的に低コスト
でお届けするため、電力システムの安定運用や送電・
配電設備の着実な保全を行っています。

ご家庭のお客さまのニーズに合った料金プラン・サ
ービスや、法人のお客さまへのエネルギーに関する
ワンストップサービスの提案など、お客さまの様々な
思いにお応えする多様なエネルギーサービスを展開
しています。

送電・配電 エネルギーサービス

石油等 0.2％

太陽光 11％（再掲）

FIT電気（注1） 12％

再生可能エネルギー 5％
（FIT電気を除く）

水力（3万kW以上） 4％ 卸電力取引所（注2） 0.4％
その他（注3） 1％

合計
2,982万kW

原子力
16％

一般水力
6％

地熱 1％

新エネルギー 
28％

再生可能
エネルギー 
35％

※2

石油等
11％

石炭 12％

LNG・
その他ガス
18％

水力（揚水）
8％

全国比

8.5％

当社は再生可能エネルギー電源（水力、地熱）を100％とするメニューを一部のお客さまに対して
販売しており、それ以外の電源を特定していないメニューの電源構成は上記のとおりです。

オーストラリア
64％

パプアニューギニア
4％

アメリカ
3％

オーストラリア
70％

カザフスタン
79％

石炭
25％

火力
43％

LNG・
その他ガス
18％

原子力
34％

ひむか
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※（　）内は全国
 （出所） 国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」、総務省「人口推計」、内閣府「県民経済計算」、九州経済産業局「九州主要経済指標」、
日本政府観光局「訪日外客統計」、九州運輸局「九州の外国人入国者数」
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13.313.3

6,394

5,509
自己資本（億円）
自己資本比率（%）

（2018.3～2019.3 累計）

（2019.3末） （2019.3）

（2019.3）

2019.3

ʢ˞　ʣશࠃ　˞খҎԼɺޒࣺ࢛ೖ
ʢग़ॴʣࠃཧӃʮશࠃಓ۠ࢢݝொଜผ໘ੵௐʯɺ૯লʮਓޱਪܭʯɺֳʮݝຽࢉܭࡁܦʯɺ九भہۀ࢈ࡁܦʮ九भओཁࢦࡁܦඪʯɺ
　　　ຊہޫ؍ʮ๚֎٬౷ܭʯɺ九भӡ༌ہʮ九भͷ֎ࠃਓೖऀࠃʯ
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30

2019.3

15

15

2015.3 2016.3 2017.3 2019.32018.3

（億円）

（億円）

525

▲736

942909
736

成長投資

財務目標

13.3%

（2022.3末）20%程度 財務目標
（2018.3～2022.3 平均）
1,100億円以上

525億円

約2,000億円

2018.3

4,200億円

900

1,100

財務目標

（2018.3～2022.3 累計）

（円）
2015.3

0

2016.3

5

2017.3

15

20

2018.3

10

10

期末

中間

配当金
（普通株式）

30円

自己資本比率　　　 経常利益
①面積（2018年10月1日現在）

（377,974km2）

③域内総生産（名目）（2015年度）   

（547兆円）

⑤自動車生産台数（2018年度）

（975万台）

②人口（2018年10月1日現在）

（12,644万人）

④ IC生産金額（2018年度）

（25,691億円）

⑥粗鋼生産量（2018年度）

（10,289万トン）

⑦外国人入国者数（2018年）

全国比

11.2％

全国比

10.2％
全国比

8.2％
全国比

27.7％

全国比

14.8％
全国比

14.7％
全国比

16.4％

42,231km2

約45兆円

144万台

1,286万人 7,108億円

1,514万トン 512万人
（3,119万人）

2015.3 2016.3 2017.3 2018.3

9.0 10.1

4,315
4,799

12.0
13.413.4

6,291

2019.3

13.313.3

6,394

5,509
自己資本（億円）
自己資本比率（%）

（2018.3～2019.3 累計）

（2019.3末） （2019.3）

（2019.3）

2019.3
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（％）

2019.3

5151

853853

904904

火力総合熱効率
（発電端）

84.0% 43%

41.9% 73.1% 904万kW

売上高に占める
電気事業の割合
（連結消去前）

非化石電源比率

0.37

販売電力量あたりの
CO2排出量

地熱発電の
設備容量

　当社グループは、当社、子会社57社及び関連会社35社で構
成されています。

売上高

（2019.3） 84.0%

その他の事業

電気事業

1.3%情報通信事業
4.8%
エネルギー
関連事業
9.9%

22,013億円

　2018年度は、熱効率の低い石油火力発電所の運転を極力
抑制し、熱効率の高い火力発電所の高稼働に努めたことによ
り41.9％(発電端)と高水準を維持しました。

（%）
2015.3 2016.3 2017.3 2019.32018.3

送電端発電端

39.539.5 39.639.6

40.9 41.0

40.4

41.8

40.4

41.8

40.3

41.9

（高位発熱量基準） （九州本土（離島は除く））

　当社はS+3E※の観点から、最適なエネルギーミックスを追
求し、再生可能エネルギー・原子力の活用による非化石電源比
率の向上や火力発電の高効率化を図ることで、九州の低炭素
化に貢献しています。
※安全性（Safety）を前提に、安定供給（Energy Security）、経済効率性（Econom-
ic Efficiency）、環境適合（Environment）の同時達成を目指すという日本のエネル
ギー政策の基本となる４つの視点

2019.3

原子力発電所
設備利用率

太陽光・
風力の設備量

　2018年度の設備利用率は、玄海原子力発電所３、４号機の
再稼働に伴い73.1％まで回復しました。

（%）
2014.3 2015.3 2016.3 2017.3 2018.3

0.0
2.3

0.0
5.0 9.1

36.7

全国平均

5基ベース
（玄海1号除く）6基ベース

九州

19.3

73.1

0.0

20.7

31.9

2.5

0.347kg-CO2/kWh
〔暫定値〕

　2018年度のCO2排出量は、川内原子力発電所1、2号機の
年間を通じた安定運転(定期検査を除く)に加え、玄海原子力発
電所3、4号機が発電を再開したことや、再生可能エネルギーで
発電された電力購入量の増加などにより、2017年度に比べ減
少しました。

0.598

0.528

0.483
0.4634,860

4,180
3,750

3,510

2015.3 2016.3 2017.3 2018.3

0.347

2,480

CO2排出量（万トン- CO₂）

販売電力量あたりの
CO2排出量（kg-CO₂/kWh）

2019.3

　九州本土に導入した太陽光及び風力発電の設備量は、約
904万kWとなりました(2019年3月末時点)。九州における太
陽光及び風力発電のFIT設備量は、全国の約17％を占めていま
す(2018年12月末時点)。

2015.3 2016.3 2017.3 2018.3

 

46 47 49 50

471471
616616

697697
785785

風力
太陽光

 

2016.3 2017.3 2018.3 2019.3
3 4 4 4
6 5 5 5

10
14 16

34

（度数率）（万kW）

　全社横断的に安全活動を推進するため、全社安全推進委員
会などの社内体制を整備し、各部門共通の取り組みとして全社
安全推進基本方針を策定、実施しています。

　当社グループは、日本最大規模の八丁原発電所をはじめ、全
国における約47%の地熱発電設備を保有しています。

2015.3 2016.3 2017.3 2018.3 2019.3

当社
全国全産業平均

0.23 0.27
0.37

0.30
0.14

1.61 1.66

1.83

1.631.66

電気事業者合計に占める当社グループの割合

21.8万kW

※資源エネルギー庁「電力調査統計」をもとに当社で算出

労働災害度数率※

（発生頻度）

※延べ100万労働時間あたりの有休災害件数

※原子力、再生可能エネルギー(FIT電気を除く)、水力(３万kW以上)の合計値
 

再生可能エネルギー（FITを除く）
水力

原子力 4343

約47％※

（2019.3）
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84.0% 43%
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売上高に占める
電気事業の割合
（連結消去前）

非化石電源比率

0.37

販売電力量あたりの
CO2排出量

地熱発電の
設備容量

　当社グループは、当社、子会社57社及び関連会社35社で構
成されています。

売上高

（2019.3） 84.0%

その他の事業

電気事業

1.3%情報通信事業
4.8%
エネルギー
関連事業
9.9%

22,013億円

　2018年度は、熱効率の低い石油火力発電所の運転を極力
抑制し、熱効率の高い火力発電所の高稼働に努めたことによ
り41.9％(発電端)と高水準を維持しました。

（%）
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送電端発電端

39.539.5 39.639.6

40.9 41.0

40.4

41.8

40.4

41.8

40.3

41.9

（高位発熱量基準） （九州本土（離島は除く））

　当社はS+3E※の観点から、最適なエネルギーミックスを追
求し、再生可能エネルギー・原子力の活用による非化石電源比
率の向上や火力発電の高効率化を図ることで、九州の低炭素
化に貢献しています。
※安全性（Safety）を前提に、安定供給（Energy Security）、経済効率性（Econom-
ic Efficiency）、環境適合（Environment）の同時達成を目指すという日本のエネル
ギー政策の基本となる４つの視点

2019.3

原子力発電所
設備利用率

太陽光・
風力の設備量

　2018年度の設備利用率は、玄海原子力発電所３、４号機の
再稼働に伴い73.1％まで回復しました。

（%）
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0.0
5.0 9.1
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全国平均

5基ベース
（玄海1号除く）6基ベース

九州

19.3

73.1

0.0

20.7

31.9

2.5

0.347kg-CO2/kWh
〔暫定値〕

　2018年度のCO2排出量は、川内原子力発電所1、2号機の
年間を通じた安定運転(定期検査を除く)に加え、玄海原子力発
電所3、4号機が発電を再開したことや、再生可能エネルギーで
発電された電力購入量の増加などにより、2017年度に比べ減
少しました。
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0.483
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2019.3

　九州本土に導入した太陽光及び風力発電の設備量は、約
904万kWとなりました(2019年3月末時点)。九州における太
陽光及び風力発電のFIT設備量は、全国の約17％を占めていま
す(2018年12月末時点)。
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3 4 4 4
6 5 5 5

10
14 16

34

（度数率）（万kW）

　全社横断的に安全活動を推進するため、全社安全推進委員
会などの社内体制を整備し、各部門共通の取り組みとして全社
安全推進基本方針を策定、実施しています。

　当社グループは、日本最大規模の八丁原発電所をはじめ、全
国における約47%の地熱発電設備を保有しています。

2015.3 2016.3 2017.3 2018.3 2019.3

当社
全国全産業平均

0.23 0.27
0.37

0.30
0.14

1.61 1.66

1.83

1.631.66

電気事業者合計に占める当社グループの割合

21.8万kW

※資源エネルギー庁「電力調査統計」をもとに当社で算出

労働災害度数率※

（発生頻度）

※延べ100万労働時間あたりの有休災害件数

※原子力、再生可能エネルギー(FIT電気を除く)、水力(３万kW以上)の合計値
 

再生可能エネルギー（FITを除く）
水力

原子力 4343

約47％※

（2019.3）

財
務
・
ඇ
財
務
ϋ
Π
ϥ
Π
τ

13九電グループ　アニュアルレポート 2019

Our Profile



TO
P I

NT
ER

VIE
W

දऔక ࣾࣥߦһ

社ΠϯタϏュー

14 九電グループ　アニュアルレポート 2019



　201�ɺʮൃྗࢠݪ電ॴͷ̐ Քಇମ੍ͷ࣮ج
ͷݯ૪ͷਐలͷରԠʯʮ৽ͨͳऩӹڝʯΛ͡Ίɺʮݱ
ҭʯͳͲͷॏཁͳઓུΛਪਐ͢Δͱͱʹɺグルー
プҰମͱͳͬͯɺ׆ۀࣄಈશൠʹΘͨΓɺపఈͨ͠ޮ
ԽʹऔΓΜͩ݁Ռɺ̐ظ࿈ଓͷࣈࠇͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　·ͣɺʮྗࢠݪʯʹ ͍ͭͯɺࡢ̓ ݄ʹɺݰւ̐ ػ߸
͕௨ৗӡసʹ෮͠ؼɺࣾͷྗࢠݪ̐ Քಇମ੍ج
ͱͳΓ·ͨ͠ɻ͜ Ε·ͰʹɺࠃͰ̕جͷൃྗࢠݪ
電ઃඋ͕࠶Քಇ͠·͕ͨ͠ɺͦ ͷ͏ͪ̐ ࣾͱ͍ج
͏͜ͱʹͳΓ·͢ɻޙࠓɺࣗ ओతɾܧଓతͳ҆શ ɾੑ
৴པੑͷ্ʹऔΓΉͱͱʹɺੵ తͳใެۃ
։ஸೡͳίϛュニέーγϣϯ׆ಈΛ͍ߦͳ͕Βɺݪ
ͷ҆શɾ̓ྗࢠ ఆӡసΛܧଓ͠ɺ電ྗͷ҆ఆڅڙɺऩ
Ί͍͖ͯ·͢ɻʹݮͷվળɺ$02ഉग़ྔͷࢧ
ʹ૪ͷਐలͷରԠʯڝɺʮʹ࣍　 ͍ͭͯͰ͢ɻશ໘
ࣗ༝Խ͔Β̏ ͕ܦա͠ɺ݅ͷ৳ͼ؇
͔ʹͳ͖ͬͯͨͷͷɺڝ૪࣮֬ʹਐల͍ͯ͠
·͢ɻ201�ɺࢲΛؚΊͨܦӦʹΑΔトοプ

ηールεɺ͓ ٬͞·ͱͷΛ͔͠׆ ʮͨإͷ͑ݟ
ΔӦۀʯʹ Ճ͑ͯɺ電ؾͱΨεͷηοトൢച<ਃ݅ࠐ
9ສ ʢ݅2019݄̏ʣ>ɺࡢ�݄ʹൃද͠ɺ
ධΛಘͨத༧プϥϯ<ಉ1�ສ݅>ͳͲ͓٬
͞·ͷニーζʹ͓Ԡ͑͢ΔྉۚプϥϯͷεϐーσΟ
ͳఏڙͳͲʹΑΓɺ͠ ͔ͬΓͱӦ׆ۀಈΛ͖ͯͬߦ·
ͨ͠ɻ2019ʹߋ݄͔̐Βɺج̐ྗࢠݪՔಇମ੍ͷ
ӦޮԽͷޮՌͳͲ౿·͑ɺྉۚԼ͛ܦݱ࣮
ʹΑΔҰͷڝ૪ྗڧԽΛਤΔ͜ͱͱ͠ ·ͨ͠ɻ
　ʮ৽ͨͳऩӹݯͷҭʯʹ ͍ͭͯɺ৽͍͠ऩӹͷ
ப͓٬͞·ɾࣾ ձͷ՝ղܾʹͭͳ͕Δ৽ͨͳՁ
ΛੜΈग़ͨ͢ΊͷプϩδΣΫトͱ͠ ʮͯ,:6%&/ 
J�130+&$5ʯΛຊ֨Խ͍ͯ͠·͢ɻ九電グループҰମ
Ͱ৽ͨͳۀࣄɾαーϏεΛੜΈग़͢Πϊϕーγϣϯʹ
औΓΜͰ͓ΓɺҐஔใΛݟͨ͠༺׆कΓαーϏε
ϕトφϜͰͷਫྗൃ電ӡ༻վળۀࣄͳͲɺۀࣄԽʹ
Ҋ݅ੜ·Ε͍ͯ·͢ɻ·ͨɺΠϯϑϥαーϏεͨͬࢸ
ͷۭߓӡӦۀࣄɺதظతʹ҆ఆతͳϦλーϯ͕ظ
Ͱ͖ΔϏδωεͰ͋ΓɺҬͷൃలੑ׆Խʹݙߩ
Ͱ͖ΔۀࣄͰ͢ɻ九電グループ九भΛج൫ͱ͠ ͨΤ
ωルΪーαーϏεͷఏڙΛຊۀͱ͢Δۀاグループ
Ͱ͋ΓɺҬͷൃలɾੑ׆ԽɺຊۀؚΊグループશ
ମͷऩӹػձͷ֦େʹͭͳ͕ΔͨΊੵۃతʹࢀը͠
͍ͯ·͢ɻ͕ࣾଞۀاͱڞಉͰӡӦݖΛऔಘͨ͠
Ԭۭߓ2019̐ ݄ʹຽؒӡӦΛ։࢝͠·ͨ͠ɻಉ͡
2020̐ߓຊۭ۽͘ ݄ʹ։࢝༧ఆͰ͢ɻ
　͜ͷΑ͏ʹɺࣾ ब̍ͱͯ͠ɺ九電グループ
ͷதظͷʹ͚ͯɺ͠ ͔ͬΓͱجۀࣄ൫ΛݻΊ
Δ͜ͱ͕Ͱ͖ͨͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

社बから１年が経過しましたが、
ৼりฦってどのように૯ׅしますか

ిάϧʔϓのதظのに向けて、
しっかりͱجۀࣄ൫ΛݻΊる ͱ͜がで͖た１年ͩったͱࢥいます。

Q1

"1
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100ৗརӹඪʮ1ܦԯԁҎ ʢ্201�ʙ2021
ฏۉʣʯʹ ͍ͭͯɺݰւ̏ɺ̐ ݪگͷՔಇঢ়ػ߸
͋ΓɺڹεέδュールͷӨࠪݕظ電ॴͷఆൃྗࢠ
201�ʙ2019ͷ͔̏ ฏۉͰ�00ԯԁఔʹ
ཹ·ΔࠐݟΈͰ͢ɻ

·ͨɺࣗ ຊൺඪʮ20ˋఔʢ2021ࢿݾ
ʣʯʹ ͍ͭͯɺ͜ ͷΑ͏ͳܦৗརӹͷঢ়͔گΒɺ
201�Ͱ1���ˋͱճ෮్্ʹ͋Γ·͢ɻ

2020Ҏ߱ɺ̍ɺ̎ Δಛఆॏ͚͓ʹػ߸
େނࣄରॲࢪઃʹ͍ͭͯɺͦ ΕͧΕ2020݄̏ɺ
݄̑ ͷઃஔࣄ͚ͨʹݶظͷਐḿঢ়گΛۃݟΊΔ

ඞཁ͕͋Δͷͷɺൃྗࢠݪ電ॴͷ࠷େݶͷ׆༻
ʢʑྟքѹൃ電ػ߸৽ӶੴՐྗদӜൃ電ॴ̎࠷
ํࣜɺ100ສL8ʣͷӡస։࢝ʹ͏೩ྉඅͷݮগɺ
電ྗγεςϜվֵʹ͍ੜ͍ͯ͡ΔҰ࣌తඅ༻ͷݮ
গͳͲΛࠐݟΜͰ͍·͢ɻߋʹɺւ֎ۀࣄɺ࠶ੜՄ
ΤωルΪーۀࣄɺ̞̘ α̩ーϏεͳͲʹऔΓΜͰ͍͘
͜ͱͰɺߋͳΔऩӹͷ֦େΛਤ͍͖ͬͯ·͢ɻ

2�1�年にެදしたࡒඪରؒظのதؒ年Λܴえましたが、
ඪのਐ状況はいかがですかࡒ

ࣗ、ࡏݱ ຊൺはճ෮్上にࢿݾ り͋、Ҿ͖ଓ͖ऩӹ֦େ、
අ༻ݮの྆໘のࡦࢪにάϧʔϓҰମͱなって取り組んでい ま͖す。

Q2

"2
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ۙɺਓݮޱগগྸߴࢠԽͷਐߦɺࢢ෦ͷҰ
తͳҬ֨ࠩͷ֦ࡁܦதΛ͡Ίͱ͢Δࣾձతɾूۃ
େͳͲɺ༷ ʑͳࣾձత՝͕ਂࠁԽͭͭ͋͠Γ·͢ɻ
͜ΕΒͷ՝ʹਅ伨ʹ͖߹͍ɺҬͱͱʹൃలɾ
͍ͯ͘͜͠ ͱ͕ͦ͜九電グループͷ໋Ͱ͋Δͱվ
ΊͯҐஔ͚ͮͨͱ͜Ζ͕ࠓճͷϏδϣϯͷେ͖ͳポΠ
ϯトͰ͢ɻ

20�0ͷ͋Γ͍ͨ࢟ͱ͠ ʮͯ九भ͔ΒະདྷΛΔ
九電グループʙ๛͔͞ͱշద͞Ͱɺ͓ ٬͞·ͷҰ൪ʹ
ʙʯΛ͛ܝ·ͨ͠ɻ͜ ͷ͋Γ͍ͨ࢟ʹɺʮ๛͔Ͱշద
ͳੜ׆ʹͭͳ͕ΔΤωルΪーαーϏε৽ͨͳՁ
ͷఏڙΛ௨ͯ͡ɺ͓ ٬͞·ͷҰ൪ʹͳΔʯͱ͍͏͍ࢥɺ

ʮ九भΛج൫ʹ༷ʑͳࣾձత՝ͷղܾʹ͠ݙߩɺ
Ҭɾࣾ ձͱͱʹ໌Δ͍ະདྷΛ͍ͬͯ͘ɻͦ ͯ͠九भ
͔Βੈքʹ͍ͯ͛͘ʯͱ͍͏͍ࢥΛࠐΊ͍ͯ·͢ɻ

ݱΛ࣮࢟Γ͍ͨ͋ͨ͛ܝճࠓӦඪʹؔͯ͠ɺܦ
͢ΔͨΊʹɺߋͳΔࣗࢿݾຊൺͷ֦ॆɺࢿ
ৗརܦઘ֬อ͕ඞཁͰ͋Δ͜ͱ͔Βɺʮݯ͚ͨʹ
ӹʯΛܦӦඪͱ͠ ͯઃఆ͠·ͨ͠ɻ۩ମతʹɺݱঢ়
ͷ̎ ഒʹ͋ͨΔ1�00ԯԁͱ͠ ɺͦ ͷ̑ ׂΛʮࠃ電
Γ̑ʯͰɺۀࣄؾ ׂΛͦΕҎ֎ͷۀࣄͰՔ͙ඪͱ͠
͍ͯ·͢ɻ͜ ͷܦৗརӹඪΛୡ͢ΔͨΊʹɺࠃ
֎ͰͷখചɾԷചΛ߹Θͤͨ૯ൢച電ྗྔͷ૿Ճͱ
྿ͳ電ؾྉۚʹΑΔڝ૪ྗڧԽ͕ۃΊͯॏཁͰ͋
ΔͨΊɺʮ૯ൢച電ྗྔ1200ԯL8Iʯٴͼʮトοプレ
ϕルͷ電ؾྉۚͷӬଓతͳٻʯΛܦӦඪʹઃఆ͠
·ͨ͠ɻ·ͨɺࢲҎલΑΓٿԹஆԽΛ͡Ίͱ͢Δ

ʹ͍ͭͯඇৗʹ৺͓ͯ͠Γɺૉࣾձ࣮ڥ
Λࣔͨ͢Ίɺʮ九भͷ̘̤ࢤҙ͍ڧର͢Δʹݱ ඞݮ̎
ཁྔͷ�0ˋͷݙߩʹݮʯΛܦӦඪͱ͠ ͠·͛ܝͯ
ͨɻ͜ Εɺ̨̜̚ ࢿͷੈքతͳؔ৺ͷߴ·Γʹ
ಉௐ͢Δͷͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻ

͜の、৽たなʮిάϧʔϓ経営Ϗδϣϯ2�3�ʯΛࡦఆ͞Εましたが、
2�3�年の り͋たい࢟や経営ඪの考えํΛおฉかͤͩ͘ ͞い

ఆした経営Ϗδϣϯでは、ʮभのൃలな͘ࡦճࠓ して、
ిάϧʔϓのൃలなしʯͱいう考えํのͱ、
Ҭͱͱにൃలɾしてい͘ ͱ͜͜ ͦがࢲたͪの໋ͱҐ置ͮけ、
2�3�年の り͋たい࢟ͱ̐ ͭの経営ඪΛ設ఆしました。

Q3

"3

社

Π
ϯ
タ
Ϗ
ュ
ー

17九電グループ　アニュアルレポート 2019

Our Strategy



ʹ͍ͭͯɺ̓ ఆͷҡ࣋Λجຊͱͯ͠ɺ
Ҋ͠ɺܾצʹͳͲΛ૯߹తۀ ఆ͢Δ͜ͱͱ͍ͯ͠
·͢ɻ

2019݄̏ظͷʹ͍ͭͯɺ֘ͷۀ
ͳͲΛ૯߹తʹצҊͷ্ɺ�0ԁʢத ɾؒظͱʹ
1�ԁʣͱ͍͖ͤͯͨͩ͞·ͨ͠ɻ

2020݄̏ظʹ͍ͭͯɺࠓͷۀݟ௨͠
தظతͳऩࢧɾࡒঢ়گͳͲΛ૯߹తʹצҊͷ
্ɺલ͔ظΒ10ԁ૿͠ɺ�0ԁʢத ɾؒظͱʹ20
ԁʣͷ༧ఆͱ͠ ͍ͯ·͢ɻ

தگඪͷୡঢ়ࡒͷʹ͍ͭͯɺޙࠓ
ظతͳऩࢧɾࡒঢ়گͳͲΛ౿·͑ͯݕ౼͍͖ͯ͠
·͕͢ɺ20ˋఔͱ͢Δࣗࢿݾຊൺඪͷୡ͕
Մͱ֬৴͕ࡍͨͯ࣋ʹɺࡂલͷਫ४ʢ�0ԁఔ
ʣʹ ग़དྷΔ͚ͩૣ͍ͨ͘͠ͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

·ͨɺࣾܦӦϏδϣϯͷதͰɺ20�0ͷܦৗ
རӹඪ1�00ԯԁͷΛࠃ電ۀࣄؾҎ֎ͰՔ
͙͜ͱͱ͠ ͓ͯΓɺকདྷతʹɺ̓ ఆΛجຊͱ͠ ͭ
ͭɺͦ ΕΒͷۀࣄͷΛ౿·͑ͨརӹؐݩΛྀ͢ߟ
Δ͜ͱͰɺגओؐݩͷߋͳΔॆ࣮Λਤ͍͖ͬͯ·͢ɻ

ͳ͓ɺࣾΛऔΓܦ͘רӦڥґવͱͯ͠͠ݫ
͘ɺෆ࣮֬ͳঢ়ܧ͕گଓ͢Δͱೝ͓ࣝͯ͠Γɺࣗ ݾ
ॏཁ՝ͷҰͭ࠷Խґવͱͯ͠ڧɾ࣋ຊͷҡࢿ
Ͱ͢ɻͦ ͷͨΊɺ201�݄̔ʹൃ̖ͨ͠ߦछ༏ઌג
ࣜʹ͍ͭͯɺ2019݄̒ఆג࣌ओ૯ձͰͷಛผ
ܾٞΛಘͯɺׂ ઌͷมٴߋͼͷมߋͳͲɺ
༰ͷݟ͠Λ͜͏ߦͱͰɺճ෮్্ʹ͋Δࣗࢿݾ
ຊͷ҆ఆੑΛ֬อ͢Δͱͱʹɺ༏ઌ͕ؒ
���ˋ͔Β2�1ˋʹ͠ݮɺؒ1�ԯԁͷ༏ઌۚ
ͷෛ୲ܰݮΛ࣮͢ݱΔ͜ͱ͕Ͱ͖·ͨ͠ɻ

期末

中間

（円）
2014.3

0

2015.3

0

2013.3

0

2016.3

5

2017.3

15

2012.3

30

20

2018.3

10

20

10

2020.3
（予定）

20

40

20

2019.3

15

30

15

˔ۚͷਪҠʢී௨ࣜגʣ

2�1�年3݄ظはظ�࿈ଓの૿ͱなりましたが、
にͭいてどのようにお考えですかݩओؐגのޙࠓ

、ຊͱしてجΛ࣋҆ఆのҡޙࠓ
Ոのօࢿओɾג ま͞のརӹ֦େΛਤってまいります。

Q�

"�
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に、2�1�年の๊ෛΛおฉかͤͩ͘ޙ࠷ ͞い

ॴの̐ిൃྗࢠݪ のػ߸Քಇମ੍やদӜൃిॴ̎ج
ӡస։࢝などにより、ʮकりʯからʮ߈Ίʯの経営に移るνϟϯεͱଊえ、
ిάϧʔϓશମの࣋ଓతなΛࢦすͱͱに、
更なるۀاՁ向上にΊてい ま͖す。

Q�

"�

Ӧ՝ͱ͠ܦͷޙࠓ ʮͯྗࢠݪͷ҆શɾ̓ ఆӡసͷ
ʹվળʯࢧ૪ͷਐలͷରԠʯɺʮऩڝଓʯɺʮܧ औΓΜ
Ͱ͍͖·͢ɻ

·ͣɺʮྗࢠݪͷ҆શɾ̓ ఆӡసͷܧଓʯʹ ͍ͭͯɺ
ւ̏ݰ ɺ̐߸ػɺ̍ ɺ̎߸ػͷ҆શɾ̓ ఆӡసɺฒͼʹ
ւ̍ݰ ɺ̎ ͷྗࢠݪɺʮ͚ͯʹાஔࢭͷண࣮ͳഇػ߸
҆શͷऔΓΈʹऴΘΓͳ͍ʯͱ͍͏͍ڧ৴೦ͷ
ͱɺࣗ ओతɾܧଓతͳ҆શ ɾੑ৴པੑ্ʹऔΓΜͰ
͍͖·͢ɻಛʹɺདྷɺઃஔݶظΛܴ͑Δͷಛఆॏ
େނࣄରॲࢪઃʹ͍ͭͯɺఔ͕͍͠ݫঢ়گͰ͋
Δͱೝ͍ࣝͯ͠·͕͢ɺܭࣄʹطըೝՄΛಘ͍ͯ·
͢ͷͰɺΔઃஔࣄʹ͍ͭͯɺظॖʹ͚ͬͯ͠
͔Γͱݕ౼Λ͍ߦɺશྗΛͯ͛ڍऔΓΜͰ͍͖·͢ɻ

࣍ ʮʹڝ૪ͷਐలͷରԠʯʹ ͍ͭͯɺ2019̐ ݄
͔ΒͷྉۚԼ͓͛٬͞·ͷニーζʹԠͨ͡৽ͨͳ
ྉۚプϥϯαーϏεΛثʹɺڝ૪Λਖ਼ʑಊʑউͪ
ൈ͍͍͖͍ͯͨͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ·ͨɺ2019ͷൢ
ച電ྗྔɺ201�ͷ電ྗখചશ໘ࣗ༝ԽҎ߱Ͱॳ
ΊͯͱͳΔରલ૿ՃΛࠐݟΜͰ͍·͢ɻ
ʮऩࢧվળʯʹ ͍ͭͯɺ2019ɺൃྗࢠݪ電ॴ
ΔদӜൃ電ॴ̎࢝͢ӡసΛ։ۀͼ12݄ʹӦٴج̐ ػ߸

ͱ͍ͬͨڝ૪ྗͷ͋Δ電ݯͷ҆ఆӡసͷܧଓۀࣄ
·ಈશൠʹΘͨΔపఈͨ͠ޮԽʹऔΓΜͰ͍͖׆
͢ɻ·ͨɺւ֎ۀࣄ࠶ੜՄΤωルΪーۀࣄͳͲʹ
Ҿ͖ଓ͖औΓΉͱͱʹɺ九電グループͷڧΈΛ׆
͔ͤΔۀࣄɾαーϏεͷઓͱ͠ ͯɺ̞̘ α̩ーϏε
ࢢ։ ɾൃ·ͪͮ Γ͘ɺΠϯϑϥαーϏεͳͲͷ

ྗΛೖΕΔ͜ͱͰɺߋͳΔऩӹ֦େΛਤ͍͖͍ͬͯͨ
ͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

͜͏͠ ͨ՝ʹ九電グループҰମͱͳͬͯऔΓΉ
͜ͱʹΑΓɺ࣋ଓతͳͱߋͳΔۀاՁͷ্ʹ
Ί͍͖ͯ·͢ɻ

Δ͛ܝӦϏδϣϯͰܦͳΓ·͕͢ɺ2019ʹޙ࠷
ʮ20�0ͷ͋Γ͍ͨ࢟ʯͷ࣮͚ͨʹݱॳͱ͠
ͯɺグループҰମͱͳͬͯ৽ͨͳҰาΛ౿Έग़͍ͯ͠
͖·͢ɻ

社

Π
ϯ
タ
Ϗ
ュ
ー

19九電グループ　アニュアルレポート 2019

Our Strategy



九電グループɺʮͣͬͱઌ·Ͱɺ໌ Δ͘͠ ͍ͨɻʯΛ
ϒϥϯυϝοηーδͱ͢Δʮ九電グループͷ͍ࢥʯͷ
ͱɺ྿Ͱྑ࣭ͳΤωルΪーΛ͓٬͞·҆ఆ͓ͯ͠
ಧ͚͢Δ͜ͱΛ௨ͯ͡ɺ九भͱͱʹΛଓ͚͖ͯ·
ͨ͠ɻ

ɺ201��݄ͷ電ྗখചશ໘ڥӦܦͷࠓࡢ
ࣗ༝Խɺ201��݄ͷΨεখചશ໘ࣗ༝Խ͕։࢝͞
Εͨ͜ͱʹՃ͑ɺ2020�݄ʹૹ電෦ͷࣾԽ

ʢ๏తʣ͕ ༧ఆ͞Ε͍ͯΔͳͲɺେ͖ͳసظʹ
͋Γ·͢ɻ

ੈքʹΛ͚Δͱɺࡁܦɾࣾ ձɾڥͳͲͷ

ʹͷࣾձత՝ͷղܾΛ௨ͯ͡ɺશͯͷਓʑنٿ
ͱͬͯɺΑΓྑ͍ੈքɾະདྷΛΓɺੈ࣍ͭͳ͛ͯ
͍͜͏ͱ͍͏̚ ̨̜ ̨ ̙̜ ͳ͂ͲɺαεςφϏϦςΟͷ
ؔ৺͕ߴ·͓ͬͯΓɺ͜ ΕΒΛ࣮͢ݱΔͨΊɺۀاͷ
େ͖͘ͳ͍ͬͯ·͢ɻظ

·ͨɺࠃʹ͓͍ͯɺਓݮޱগগྸߴࢠԽͷਐ
தʹΑΓɺࣾूۃ෦ͷҰࢢՃ͑ɺʹߦ ձతɾࡁܦత
ͳҬ͕֦֨ࠩେ͢ΔͳͲɺ༷ ʑͳ՝͕ਂࠁԽͭ͠
ͭ͋Γ·͢ɻ

ҰํͰɺ̞̾ ̩̖̞ ͳͲͷٕज़ͷਐలɺۀͷޮ
Խ͚ͩͰͳ͘ɺ͜ Ε·Ͱʹͳ͍ϏδωεϞσルՁ

特集�｜ܦӦϏδョンͱதܦظӦܭը

ిάϧーϓܦӦϏδョン ����

永続的

～2030年

2023年度～

2019年度

永続的に追求する存在意義・使命・志

長期的に目指す姿・戦略

理念・ビジョンの実現に
向けた取り組み

グループ理念
（九電グループの思い）

グループ
経営ビジョン

中期経営計画

経営ビジョンと中期経営計画の位置づけ
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ͷʢσδλルトϥϯεϑΥーϝーγϣϯʣʹ ͭͳ͕
ΔͷͰ͋Γɺ͓ ٬͞·ɾࣾ ձ৽ͨͳՁΛ͓ಧ͚
Ͱ͖Δͷͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

͜͏͠ ͨதɺ九भ͕อ༗͢ΔポςϯγϟルΛ͔͠׆
ͨҬɾࣾ ձͷ࣋ଓతൃలʹ͚ͯɺ九電グループ͕
Ͳ͏͍͕ͬͨݙߩͰ͖Δ͔Λࣔ͠ɺҬͱͱʹൃలɾ
͍ͯ͠ ͱ͍͘͏ͪͨࢲͷ࢟Λൃ৴͢ΔͨΊɺʮ九
電グループܦӦϏδϣϯ20�0ʯΛࡦఆ͠·ͨ͠ɻ

ɺҎલ͔Βɺʮ九भͷൃలͳͪͨ͘͠ࢲ ͯɺ九電グ
ループͷൃలͳ͠ʯͱ͍͏͜ͱΛ߹ݴ༿ͱ͠ ͓ͯΓɺ
Ҭͷօ͞·ͱҰॹʹܙΛ͠΅ΓɺΛ͔͘͜ͱͰɺ九

भͷੑ׆Խʹ͢ݙߩΔ͜ͱ໋͕ͦͩ͜ͱ͍ͯ͑ߟ·
͢ɻͦ ͯ͠ɺͦ ͷ্Ͱɺアδアੈքͷಈ͖Λ͔ͬ͠Γ
ͱݟਾ͑ɺͪͨࢲͷܦӦݯࢿΛ͔͠׆ɺ׆ۀࣄಈΛ௨
ɻ͢·͍ͯ͑ߟͱ͍͖͍ͨͯ͠ݙߩ͡

ఆ͠ࡦճࠓ ʮͨ九電グループܦӦϏδϣϯ20�0ʯͷ
ͱɺグループҰମͱͳ༷ͬͯʑͳऔΓΈΛਐΊΔ
͜ͱʹΑΓɺҬɾࣾ ձͱͱʹ࣋ଓతͳΛ͢ࢦ
ͱͱʹɺεςーΫϗルμーͷօ͞·ͷՁఏڙΛ
Ռ͍͖ͨͯ͠·͢ɻ
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九電グループ
経営ビジョン
2030

ESGヘの取り組み

2030年のありたい姿

シナジー

戦略Ⅰ

エネルギー
関連事業

ライフ
サポート

ビジネス
サポート

インフラ
サービス

都市開発・
まちづくり

一次産業
関連

あらゆる
分野への
挑戦

…

ICT
サービス

観光関連

国内
電気事業 海外事業

戦略Ⅱ

戦略Ⅲ経営基盤の強化

エ
ネ
ル

ギー
サービス事業の

進
化

接
続

可
能なコミュニテ

ィの
共
創

九電グループは、経営環境が大きく変化していく中において、中長期の企業価値向上を目指し、ESGの取り組みを積極的に
推進していきます。

国連で採択されたSDGs※についても、ESGの視点によるサステナビリティへの取り組みの推進や九電グループの持続的な
成長につながるものとして、その達成に貢献していきます。

※ESGの取り組みについては、 P38～もご覧ください。

※2015年に国連サミットで採択された国際社会全体の「持続可能な開発目標」であり、2030年を期限とする17の目標で構成

ありたい姿実現に向けた3つの戦略

（注1）日本の中期目標は、2030年に2013年比で▲26％⇒この目標を九州に置き換える
と、2013年の九州のCO2排出量は1億4,600万tであるため、九州のCO2削減必要量はその
26％にあたる約3,800万t

（注2）再生可能エネルギー発電促進賦課金、燃料費調整額、消費税を除く

１，５００
目標

億円

経営目標

九州のCO2削減必要量の70％の削減に貢献

1,500億円 1,200億kWh

トップレベルの電気料金の永続的な追求

連結経常利益 総販売電力量
（国内電気事業5割、その他事業5割）

2018年 20３０年

国内
電気事業 エネルギー

関連事業

730億円

2016年～18年平均
20３０年 ５割５割

持続可能な
コミュニティの
共創

海外事業

グループ一体となってありたい姿実現に向けた戦略を推
進し、2030年の連結経常利益1,500億円（国内電気事業
5割、その他事業5割）を目指します。

国内及び海外での小売・卸売を合わせた総販売電力量
1,200億kWhを目指します。

再エネ・原子力の活用による非化石電源比率の向上や電
化の推進などにより、九州のCO2削減必要量（注1）の70％
（2,600万t)の削減に貢献します。

ありたい姿実現に向けた戦略の推進を通じて、トップレベル
の電気料金（注2）を永続的に追求していくことで、地域活性化
に貢献し、九州とともに九電グループも成長していきます。

［株主還元について］利益還元としての配当については、まずは震災前水準
（50円程度/株）を目指していきます。その上で、将来的には、安定配当を基本
としつつ、その他事業の成長を踏まえた利益還元を考慮することで、株主還
元のさらなる充実を図っていきます。

900億
現状

kWh

1億4,600万t

1億800万t

2013年 2030年

CO 削減
必要量の

70%

目標

Ｏ
　
の
州
九

２

量
出
排

Ｃ
3,800万t

70%
(2,600万t)

2

目標

１，２００
目標

億kWh

永続的に
追求

九電

…

経営を支える基盤の強化を図り、九電グ
ループ一体となって挑戦し、成長し続け
ます。

持続可能なコミュニティの共創

九州各県の地場企業として、新たな事業・
サービスによる市場の創出を通じて、地
域・社会とともに発展していきます。

エネルギーサービス事業の進化

低炭素で持続可能な社会の実現に挑戦
し、より豊かで、より快適な生活をお届け
します。

戦略Ⅰ

戦略Ⅱ

経営基盤の強化
戦略Ⅲ

戦略Ⅰ

戦略Ⅱ

戦略Ⅲ（企業統治）

（社会）

（環境）

九電グループの成長を支える経営基盤を強化します。

新たな事業・サービスによる市場の創出を通じて、
地域・社会が抱える様々な課題の解決に貢献します。

再エネ・原子力の活用による非化石電源比率の向上や電化の推進などにより、
低炭素で持続可能な社会の実現に貢献します。Environment

Social

Governance

22 九電グループ　アニュアルレポート 2019



九電グループ
経営ビジョン
2030

ESGヘの取り組み

2030年のありたい姿

シナジー

戦略Ⅰ

エネルギー
関連事業

ライフ
サポート

ビジネス
サポート

インフラ
サービス

都市開発・
まちづくり

一次産業
関連

あらゆる
分野への
挑戦

…

ICT
サービス

観光関連

国内
電気事業 海外事業

戦略Ⅱ

戦略Ⅲ経営基盤の強化

エ
ネ
ル

ギー
サービス事業の

進
化

接
続

可
能なコミュニテ

ィの
共
創

九電グループは、経営環境が大きく変化していく中において、中長期の企業価値向上を目指し、ESGの取り組みを積極的に
推進していきます。

国連で採択されたSDGs※についても、ESGの視点によるサステナビリティへの取り組みの推進や九電グループの持続的な
成長につながるものとして、その達成に貢献していきます。

※ESGの取り組みについては、 P38～もご覧ください。

※2015年に国連サミットで採択された国際社会全体の「持続可能な開発目標」であり、2030年を期限とする17の目標で構成

ありたい姿実現に向けた3つの戦略

（注1）日本の中期目標は、2030年に2013年比で▲26％⇒この目標を九州に置き換える
と、2013年の九州のCO2排出量は1億4,600万tであるため、九州のCO2削減必要量はその
26％にあたる約3,800万t

（注2）再生可能エネルギー発電促進賦課金、燃料費調整額、消費税を除く

１，５００
目標

億円

経営目標

九州のCO2削減必要量の70％の削減に貢献

1,500億円 1,200億kWh

トップレベルの電気料金の永続的な追求

連結経常利益 総販売電力量
（国内電気事業5割、その他事業5割）

2018年 20３０年

国内
電気事業 エネルギー

関連事業

730億円

2016年～18年平均
20３０年 ５割５割

持続可能な
コミュニティの
共創

海外事業

グループ一体となってありたい姿実現に向けた戦略を推
進し、2030年の連結経常利益1,500億円（国内電気事業
5割、その他事業5割）を目指します。

国内及び海外での小売・卸売を合わせた総販売電力量
1,200億kWhを目指します。

再エネ・原子力の活用による非化石電源比率の向上や電
化の推進などにより、九州のCO2削減必要量（注1）の70％
（2,600万t)の削減に貢献します。

ありたい姿実現に向けた戦略の推進を通じて、トップレベル
の電気料金（注2）を永続的に追求していくことで、地域活性化
に貢献し、九州とともに九電グループも成長していきます。

［株主還元について］利益還元としての配当については、まずは震災前水準
（50円程度/株）を目指していきます。その上で、将来的には、安定配当を基本
としつつ、その他事業の成長を踏まえた利益還元を考慮することで、株主還
元のさらなる充実を図っていきます。

900億
現状

kWh

1億4,600万t

1億800万t

2013年 2030年

CO 削減
必要量の

70%

目標

Ｏ
　
の
州
九

２

量
出
排

Ｃ
3,800万t

70%
(2,600万t)

2

目標

１，２００
目標

億kWh

永続的に
追求

九電

…

経営を支える基盤の強化を図り、九電グ
ループ一体となって挑戦し、成長し続け
ます。

持続可能なコミュニティの共創

九州各県の地場企業として、新たな事業・
サービスによる市場の創出を通じて、地
域・社会とともに発展していきます。

エネルギーサービス事業の進化

低炭素で持続可能な社会の実現に挑戦
し、より豊かで、より快適な生活をお届け
します。

戦略Ⅰ

戦略Ⅱ

経営基盤の強化
戦略Ⅲ

戦略Ⅰ

戦略Ⅱ

戦略Ⅲ（企業統治）

（社会）

（環境）

九電グループの成長を支える経営基盤を強化します。

新たな事業・サービスによる市場の創出を通じて、
地域・社会が抱える様々な課題の解決に貢献します。

再エネ・原子力の活用による非化石電源比率の向上や電化の推進などにより、
低炭素で持続可能な社会の実現に貢献します。Environment

Social

Governance
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多様
な働き方

ドロ
ーンサービス

スマート漁業

燃料事業（海外）

電動スクーター
地域熱供給

燃料事業

風力発電
観光

火力発電（石炭）

インフラサービス（空港）

都市開発・まちづくり

送配電事業（海外）
発電事業（海外）

洋上風力発電

原子力発電

バイオマス発電

ビジネスサポート
（シェア－ドサービス、
リサイクルサービス）

EVバス

スマート電柱

ガス事業

火力発電（　NG）

２０３０年の九州と九電グループ
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BatteryBattery

EV

観光

ワンストップサービス
（エネルギーサービス、ICTサービスなど）

スマートホーム

九電グループは、「ずっと先まで、明るくしたい。」というブランドメッセージのもと、豊かで快適な生活に
つながるエネルギーサービスをお届けするとともに、新たな技術の活用や他社とのアライアンスなどを
通じて、社会的課題の解決に貢献し、地域・社会と共に九州から未来を創っていきます。

水力発電

マイクログリッド

植物工場ドローン（巡視）

送配電事業

企業誘致

地熱発電

スマート林業

蓄電池

スマート農業

データセンターEV充電ステーション
次世代エネルギー

太陽光発電

不動産事業
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2019年度 中期経営計画の具体的な取り組み事項

中期経営
計画の概要

2019年度

2019年度中期経営計画では、環境に優しいエネルギーの安定供給やお客さまのニーズに応じたエネルギーサービスの提供を
通して「エネルギーサービス事業の進化」を図るとともに、様々な地域・社会の課題解決に貢献していくことで「持続可能なコミュ
ニティの共創」に取り組んでいきます。
また、こうした取り組みに九電グループをあげて挑戦していくため、「経営基盤の強化」を図っていきます。

低炭素で持続可能な社会の実現に挑戦し、より豊かで、より快適な生活をお届けします。

戦略Ⅰ　エネルギーサービス事業の進化

●環境に優しいエネルギーの安定供給

●蓄電技術や電力制御などのエネルギーに関する技術開発
●お客さまのニーズに応じたエネルギーサービスの提供
●九州域外での電源開発、燃料事業の強化

●海外事業の拡大

●送配電事業の取り組み

具体的な取り組み事項

戦略Ⅲ　経営基盤の強化

経営を支える基盤の強化を図り、九電グループ一体となって挑戦し、成長し続けます。

●安全と健康の最優先
●ダイバーシティの推進
●働きがいのある職場づくり
●ICTによる業務改革
●法的分離に向けた業務運営体制の構築
●情報セキュリティ確保の取り組み
●ステークホルダーの期待に応えるCSRの取り組み
●コンプライアンス経営の推進
●お客さまの声の反映・情報発信
●経営効率化への取り組み

具体的な取り組み事項

戦略Ⅱ　持続可能なコミュニティの共創
九州各県の地場企業として、新たな事業・サービスによる市場の創出を通じて、地域・
社会とともに発展していきます。

●地域・社会の課題解決
●ICTサービス、都市開発・まちづくり、インフラサービス
●新たな市場の創出

具体的な取り組み事項

500万kW（持分出力250万kW）2030年再生可能エネルギー
開発量

2030年海外発電持分出力 500万kW

200万kW（持分出力100万kW）2030年
九州域外電源開発量
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2019年度 中期経営計画の具体的な取り組み事項

中期経営
計画の概要

2019年度

2019年度中期経営計画では、環境に優しいエネルギーの安定供給やお客さまのニーズに応じたエネルギーサービスの提供を
通して「エネルギーサービス事業の進化」を図るとともに、様々な地域・社会の課題解決に貢献していくことで「持続可能なコミュ
ニティの共創」に取り組んでいきます。
また、こうした取り組みに九電グループをあげて挑戦していくため、「経営基盤の強化」を図っていきます。

低炭素で持続可能な社会の実現に挑戦し、より豊かで、より快適な生活をお届けします。

戦略Ⅰ　エネルギーサービス事業の進化

●環境に優しいエネルギーの安定供給

●蓄電技術や電力制御などのエネルギーに関する技術開発
●お客さまのニーズに応じたエネルギーサービスの提供
●九州域外での電源開発、燃料事業の強化

●海外事業の拡大

●送配電事業の取り組み

具体的な取り組み事項

戦略Ⅲ　経営基盤の強化

経営を支える基盤の強化を図り、九電グループ一体となって挑戦し、成長し続けます。

●安全と健康の最優先
●ダイバーシティの推進
●働きがいのある職場づくり
●ICTによる業務改革
●法的分離に向けた業務運営体制の構築
●情報セキュリティ確保の取り組み
●ステークホルダーの期待に応えるCSRの取り組み
●コンプライアンス経営の推進
●お客さまの声の反映・情報発信
●経営効率化への取り組み

具体的な取り組み事項

戦略Ⅱ　持続可能なコミュニティの共創
九州各県の地場企業として、新たな事業・サービスによる市場の創出を通じて、地域・
社会とともに発展していきます。

●地域・社会の課題解決
●ICTサービス、都市開発・まちづくり、インフラサービス
●新たな市場の創出

具体的な取り組み事項

500万kW（持分出力250万kW）2030年再生可能エネルギー
開発量

2030年海外発電持分出力 500万kW

200万kW（持分出力100万kW）2030年
九州域外電源開発量
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戦略Ⅰ　エネルギーサービス事業の進化
低炭素で持続可能な社会の実現に挑戦し、より豊かで、より快適な生活をお届けします。

環境に優しいエネルギーの安定供給

蓄電技術や電力制御などのエネルギーに関する技術開発

競争力と安定性を備えた電源開発

S+3Eの観点から、最適なエネルギーミックスを追求し、再生可能エネルギー・原子力の活用による非
化石電源比率の向上や火力発電の高効率化を図ることで、九州の低炭素化に貢献していきます。

分散型電源の普及や電力取引形態の多様化を見据え、蓄電技術の活用や電力制御の最適化を推進
するとともに、次世代を担う新たなエネルギーに関する技術開発に取り組みます。

三井物産㈱と共同で、家庭用太陽光発電設備を所有するお客さまに対し、蓄電池を用いて電力の自家消費を促進すること
により電気料金を低減させるサービスの実証実験を行っています。

2019年12月の営業運転開始に向け、松浦発電所2号機（石炭火力）の試運転に取り組んでいます。
最高水準の技術を導入し、環境負荷の低減を図るとともに、再生可能エネルギーの出力変動にも、柔軟に対応していきます。

環境に優しいエネルギーを低廉かつ安定的にお届けし続けます。1

蓄電池を活用したエネルギーマネジメントサービス

2019年4月、CO2排出量の削減とエネルギーの安定確
保の観点から、木質バイオマス資源と褐炭資源などの
原料が豊富な豪州ビクトリア州と協力関係を結び、これ
ら原料を混合した新しい燃料製造の技術開発に取り組
んでいます。

バイオマス混合新燃料の開発

原子力の安全性・信頼性の向上

新規制基準を踏まえて、原子力の安全確保に万全を期すための対策
を実施しています。
更に、規制の枠組みに留まることなく、最新の技術的知見やデータの
収集に努めながら、継続的に原子力発電所の安全性・信頼性の向上
に取り組んでいきます。
今後も地域の皆さまに安心・信頼していただけるよう、原子力発電所
の安全・安定運転の継続に努めていきます。500万kW（持分出力250万kW）2030年再生可能エネルギー

開発量

再生可能エネルギー
開発量 213万kW（2019年5月末）

太陽光 9.4万kW 風力 11.5万kW 地熱 54.8万kW バイオマス 9.0万kW水力 128.2万kW
（揚水発電を除く）

▼移動式大容量ポンプ車

▼実証実験のイメージ

▼バイオマス混合新燃料の開発目標

▼松浦発電所2号機増設工事全景

2号機エリア全景写真（2019年4月9日撮影）

1号機

2号機

※超々臨界圧（USC：Ultra Super Critical）：発電に使用する蒸気を高温高圧化することにより、
　熱効率を向上させた最新鋭技術の発電方式

定格出力

発電方式

100万kW

約46％

超々臨界圧※

微粉炭火力
発電端熱効率

（低位発熱量基準）

安定供給

環境適合

経済

安全

森林管理されている木質系バイオマスを原料とした
CO2排出量を抑制する燃料

木質バイオマスと埋蔵量が多い褐炭を活用した
長期安定調達が可能な燃料

コスト競争力のある燃料

石炭（瀝青炭・亜瀝青炭）と同等な安全性をもつ燃料
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戦略Ⅰ　エネルギーサービス事業の進化
低炭素で持続可能な社会の実現に挑戦し、より豊かで、より快適な生活をお届けします。

環境に優しいエネルギーの安定供給

蓄電技術や電力制御などのエネルギーに関する技術開発

競争力と安定性を備えた電源開発

S+3Eの観点から、最適なエネルギーミックスを追求し、再生可能エネルギー・原子力の活用による非
化石電源比率の向上や火力発電の高効率化を図ることで、九州の低炭素化に貢献していきます。

分散型電源の普及や電力取引形態の多様化を見据え、蓄電技術の活用や電力制御の最適化を推進
するとともに、次世代を担う新たなエネルギーに関する技術開発に取り組みます。

三井物産㈱と共同で、家庭用太陽光発電設備を所有するお客さまに対し、蓄電池を用いて電力の自家消費を促進すること
により電気料金を低減させるサービスの実証実験を行っています。

2019年12月の営業運転開始に向け、松浦発電所2号機（石炭火力）の試運転に取り組んでいます。
最高水準の技術を導入し、環境負荷の低減を図るとともに、再生可能エネルギーの出力変動にも、柔軟に対応していきます。

環境に優しいエネルギーを低廉かつ安定的にお届けし続けます。1

蓄電池を活用したエネルギーマネジメントサービス

2019年4月、CO2排出量の削減とエネルギーの安定確
保の観点から、木質バイオマス資源と褐炭資源などの
原料が豊富な豪州ビクトリア州と協力関係を結び、これ
ら原料を混合した新しい燃料製造の技術開発に取り組
んでいます。

バイオマス混合新燃料の開発

原子力の安全性・信頼性の向上

新規制基準を踏まえて、原子力の安全確保に万全を期すための対策
を実施しています。
更に、規制の枠組みに留まることなく、最新の技術的知見やデータの
収集に努めながら、継続的に原子力発電所の安全性・信頼性の向上
に取り組んでいきます。
今後も地域の皆さまに安心・信頼していただけるよう、原子力発電所
の安全・安定運転の継続に努めていきます。500万kW（持分出力250万kW）2030年再生可能エネルギー

開発量

再生可能エネルギー
開発量 213万kW（2019年5月末）

太陽光 9.4万kW 風力 11.5万kW 地熱 54.8万kW バイオマス 9.0万kW水力 128.2万kW
（揚水発電を除く）

▼移動式大容量ポンプ車

▼実証実験のイメージ

▼バイオマス混合新燃料の開発目標

▼松浦発電所2号機増設工事全景

2号機エリア全景写真（2019年4月9日撮影）

1号機

2号機

※超々臨界圧（USC：Ultra Super Critical）：発電に使用する蒸気を高温高圧化することにより、
　熱効率を向上させた最新鋭技術の発電方式

定格出力

発電方式

100万kW

約46％

超々臨界圧※

微粉炭火力
発電端熱効率

（低位発熱量基準）

安定供給

環境適合

経済

安全

森林管理されている木質系バイオマスを原料とした
CO2排出量を抑制する燃料

木質バイオマスと埋蔵量が多い褐炭を活用した
長期安定調達が可能な燃料

コスト競争力のある燃料

石炭（瀝青炭・亜瀝青炭）と同等な安全性をもつ燃料
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戦略Ⅰ　エネルギーサービス事業の進化

お客さまのニーズに応じたエネルギーサービスの提供

オール電化の更なる推進

多様化するライフスタイルや生活パターンに合わせてお選びいただけるような料金プラン、ガスや暮

らしのワンストップサービスなどを提供し、「顔の見える営業」を展開していきます。

九州域外での電源開発、燃料事業の強化
九州域外での電源開発や燃料事業の強化により、競争力の強化を図ります。

海外事業の拡大
2030年海外発電持分出力500万kWを目指し、アジアや米国に加え、他地域へも海外発電事業を拡大
していきます。

「快適で、環境に優しく、経済的で、安心」な生活が実現できる
オール電化の普及に向け、様々な機会をとらえた営業活動を展
開していきます。

福岡・北九州エリアにおけるガス小売事業

エネルギー情勢やお客さまニーズの多様化など、
環境変化を先取りし、エネルギーサービスを進化させます。2

福岡・北九州エリアにおいて、電気とのセット契約によるお得な
「きゅうでんガス」を提供しています。
（2019年3月末累計申込件数：約9万件）

燃料の生産から輸送・受入・販売までの燃料バリューチェーンを事業領域として、九電グループが保有するノウハウや他社と
のアライアンスを活用し、新たな収益事業の開発に取り組んでいきます。

他企業とのアライアンスによる電源開発の推進

燃料事業の強化

千葉県袖ケ浦市における東京ガス㈱とのLNG火力発電所開発の検討等を行っています。

送配電事業の取り組み
保全・運用業務の効率化・高度化などにより安定供給とコスト低減を両立するとともに、電化の推進
などにより九州エリアの電力需要創出に取り組みます。

保全業務の効率化・高度化
今後の送配電設備の高経年化に的確に対応
していくため、ドローン等を活用した設備情
報の効率的な取得や、画像解析技術及び人
工知能等の新技術を活用した劣化判定手法
の研究及び開発を進めています。

200万kW（持分出力100万kW）2030年
九州域外電源開発量

2030年海外発電持分出力 500万kW 海外発電持分出力 219万kW（2019年7月末）

▲当社社員による定期検査支援の様子
　（メキシコ トゥクスパン）

▲世界最大規模の地熱発電所
　（インドネシア サルーラ）

▲設備情報の効率的な取得 ▲AI及びビッグデータを活用した電線の異常判定

カメラで撮影した画像を基に、
AI・ビッグデータを活用して
電線の異常の有無を自動的に抽出。

高精度カメラ・センサ等を搭載
したヘリによる鉄塔・電線点検

ドローンによる
鉄塔点検の自動化

定点カメラを活用した
設備のリアルタイム監視

（異常判定）（正常判定）

AI・ビッグデータ

▼オール電化住宅戸数
オール電化の世帯普及率：約20％

10.3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19.3
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▼きゅうでんガス申込件数

（出典：資源エネルギー庁HP・スイッチング申込件数）

約9万件
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▼米国市場への事業参画
　（アメリカ クリーンエナジーガス火力発電所）

● 海外発電資産（IPP等）
　 12か国・地域219万kW

※コンサルティングは近年の主な取り組み実績を表示

● 海外コンサルティング
　 22か国・78案件（累計）

内蒙古IPP（風力）
総出力：5万kW
持分出力：1.5万kW
［中国］

サルーラIPP（地熱）
総出力：33万kW
持分出力：8.3万kW
［インドネシア］

セノコ・エナジー社（ガス）
総出力：238万kW
持分出力：35.7万kW
［シンガポール］

トゥクスパン2号・5号IPP（ガス）
総出力：49.5万kW×2
持分出力：24.8万kW×2
［メキシコ］

バーズボロー（ガス）
総出力：48.8万kW
持分出力：5.4万kW　［アメリカ］

クリーンエナジー（ガス）
総出力：62.0万kW
持分出力：12.6万kW　［アメリカ］

新桃電力IPP（ガス）
総出力：60万kW
持分出力：19.9万kW　
［台湾］

イリハンIPP（ガス）
総出力：120万kW
持分出力：9.6万kW　
［フィリピン］

フーミー3号IPP（ガス）
総出力：74.4万kW
持分出力：19.9万kW　
［ベトナム］

サウスフィールドエナジー（ガス）
総出力：118.2万kW
持分出力：21.4万kW　【建設中】［アメリカ］

EGCO関連発電資産
総出力：570万kW※
（※EGCO持分ベース）
持分出力：35万kW
［タイ国内外］
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戦略Ⅰ　エネルギーサービス事業の進化

お客さまのニーズに応じたエネルギーサービスの提供

オール電化の更なる推進

多様化するライフスタイルや生活パターンに合わせてお選びいただけるような料金プラン、ガスや暮

らしのワンストップサービスなどを提供し、「顔の見える営業」を展開していきます。

九州域外での電源開発、燃料事業の強化
九州域外での電源開発や燃料事業の強化により、競争力の強化を図ります。

海外事業の拡大
2030年海外発電持分出力500万kWを目指し、アジアや米国に加え、他地域へも海外発電事業を拡大
していきます。

「快適で、環境に優しく、経済的で、安心」な生活が実現できる
オール電化の普及に向け、様々な機会をとらえた営業活動を展
開していきます。

福岡・北九州エリアにおけるガス小売事業

エネルギー情勢やお客さまニーズの多様化など、
環境変化を先取りし、エネルギーサービスを進化させます。2

福岡・北九州エリアにおいて、電気とのセット契約によるお得な
「きゅうでんガス」を提供しています。
（2019年3月末累計申込件数：約9万件）

燃料の生産から輸送・受入・販売までの燃料バリューチェーンを事業領域として、九電グループが保有するノウハウや他社と
のアライアンスを活用し、新たな収益事業の開発に取り組んでいきます。

他企業とのアライアンスによる電源開発の推進

燃料事業の強化

千葉県袖ケ浦市における東京ガス㈱とのLNG火力発電所開発の検討等を行っています。

送配電事業の取り組み
保全・運用業務の効率化・高度化などにより安定供給とコスト低減を両立するとともに、電化の推進
などにより九州エリアの電力需要創出に取り組みます。

保全業務の効率化・高度化
今後の送配電設備の高経年化に的確に対応
していくため、ドローン等を活用した設備情
報の効率的な取得や、画像解析技術及び人
工知能等の新技術を活用した劣化判定手法
の研究及び開発を進めています。

200万kW（持分出力100万kW）2030年
九州域外電源開発量

2030年海外発電持分出力 500万kW 海外発電持分出力 219万kW（2019年7月末）

▲当社社員による定期検査支援の様子
　（メキシコ トゥクスパン）

▲世界最大規模の地熱発電所
　（インドネシア サルーラ）

▲設備情報の効率的な取得 ▲AI及びビッグデータを活用した電線の異常判定

カメラで撮影した画像を基に、
AI・ビッグデータを活用して
電線の異常の有無を自動的に抽出。

高精度カメラ・センサ等を搭載
したヘリによる鉄塔・電線点検

ドローンによる
鉄塔点検の自動化

定点カメラを活用した
設備のリアルタイム監視

（異常判定）（正常判定）

AI・ビッグデータ

▼オール電化住宅戸数
オール電化の世帯普及率：約20％

10.3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19.3
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▼米国市場への事業参画
　（アメリカ クリーンエナジーガス火力発電所）

● 海外発電資産（IPP等）
　 12か国・地域219万kW

※コンサルティングは近年の主な取り組み実績を表示

● 海外コンサルティング
　 22か国・78案件（累計）

内蒙古IPP（風力）
総出力：5万kW
持分出力：1.5万kW
［中国］

サルーラIPP（地熱）
総出力：33万kW
持分出力：8.3万kW
［インドネシア］

セノコ・エナジー社（ガス）
総出力：238万kW
持分出力：35.7万kW
［シンガポール］

トゥクスパン2号・5号IPP（ガス）
総出力：49.5万kW×2
持分出力：24.8万kW×2
［メキシコ］

バーズボロー（ガス）
総出力：48.8万kW
持分出力：5.4万kW　［アメリカ］

クリーンエナジー（ガス）
総出力：62.0万kW
持分出力：12.6万kW　［アメリカ］

新桃電力IPP（ガス）
総出力：60万kW
持分出力：19.9万kW　
［台湾］

イリハンIPP（ガス）
総出力：120万kW
持分出力：9.6万kW　
［フィリピン］

フーミー3号IPP（ガス）
総出力：74.4万kW
持分出力：19.9万kW　
［ベトナム］

サウスフィールドエナジー（ガス）
総出力：118.2万kW
持分出力：21.4万kW　【建設中】［アメリカ］

EGCO関連発電資産
総出力：570万kW※
（※EGCO持分ベース）
持分出力：35万kW
［タイ国内外］

ಛ
ू
�

ɹ経
営
Ϗ
δ
ἀ
ϯ
ͱ
த
ظ
経
営
計
ը

31九電グループ　アニュアルレポート 2019

Our Strategy



戦略Ⅱ　持続可能なコミュニティの共創
九州各県の地場企業として、新たな事業・サービスによる市場の創出を通じて、地域・社会とともに発展していきます。

地域・社会の課題解決

九電グループ一体となった地域・社会の課題解決

SDGsの実現に向け、産学官の連携や九電グループ一体での提案により、地域・社会の課題解決に取り
組みます。

九電グループの取り扱い商品の中でも地域・社会の関心が高い商品・サービスを「ウィズキュー」として販売し、地域・社会の
課題解決とグループ全体の収益拡大を図っていきます。

様々なICTサービスを展開し、お客さまに最適なソリューションを提供します。

九州地域における交流人口拡大を図ることで、地域の発展・活性化に貢献して
いくため、民間委託が進んでいる空港運営事業へ参画しています。

空港運営事業

都市開発事業

九州地域の発展・活性化に貢献していくため、空港運営事業などのインフラサービスに参画します。

※ICTを活用して、効果的に価値創造と提供ができるようにビジネスを戦略的・構造的に変革すること

主なICTサービス

●福岡空港（2019年4月民間運営開始）

●熊本空港（2020年4月民間運営開始予定）

インフラサービス

都市開発・まちづくりや不動産事業に、エネルギー供給やICTに関するノウハウも活かしながら取り組
みます。

都市開発・まちづくり

九州の更なる成長、活性化に向けて、デジタルトランスフォーメーション※や他企業とのアライアン
スを積極的に推進し、グループ一体で新たな市場の創出に挑戦します。

新たな市場の創出

当社が他企業と共同で、
運営権を取得した空港

福岡市青果市場跡地活用事業や天神エリアエネルギー
事業など、都市開発分野へ積極的に参入していきます。

電力インフラツーリズム

電力インフラを活用したインフラツーリズムを推進し、交流
人口拡大による九州の活性化及びPRに貢献していきます。

ドローンサービス

ドローンを活用し、空撮や点検・測量の分野においてワンス
トップサービス（ドローン撮影→映像編集・解析等→結果報
告）を提供します。
実証試験においてニーズが見込めたことから、2019年7月
から「九電ドローンサービス」事業を開始しました。

不動産事業

九電グループの総合力を活かし、他社とも連携すること
で、事業領域やエリアの拡大及び不動産事業を通じた電
化の更なる普及を目指します。ICTサービス

●光ブロードバンド事業「BBIQ」、モバイルサービス事業「QTモバイル」

●お客さまの情報資産を安心・安全にお預かりするデータセンター事業

●スマートホームにも欠かせない、未来の暮らしをつくるIoTサービス事業「QuUn」

●スマートフォンやタブレットに計測情報を自動配信する農業向けITセンサー「MIHARAS」　　　　　  など

キューン

ミハラス

▼ウィズキューの取り扱う4つのカテゴリー「防災対策」・「猛暑対策」・「LED化」・「情報セキュリティ」

▼㈱QTnetのサービス
　　「QTモバイル」　　　　　　「BBIQ」 ▼日本生まれのAIスピーカー「QuUn」 ▼ニシム電子工業㈱のITセンサー「MIHARAS」

▼熊本空港の将来イメージ

創造的復興のシンボル
国内線・国際線一体型の新旅客ターミナルビル

（2023年供用開始予定）

▼ドローンサービスの赤外線カメラによる遮熱効果の確認イメージ

▼ツアーの様子（宮崎県上椎葉ダム）
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戦略Ⅱ　持続可能なコミュニティの共創
九州各県の地場企業として、新たな事業・サービスによる市場の創出を通じて、地域・社会とともに発展していきます。

地域・社会の課題解決

九電グループ一体となった地域・社会の課題解決

SDGsの実現に向け、産学官の連携や九電グループ一体での提案により、地域・社会の課題解決に取り
組みます。

九電グループの取り扱い商品の中でも地域・社会の関心が高い商品・サービスを「ウィズキュー」として販売し、地域・社会の
課題解決とグループ全体の収益拡大を図っていきます。

様々なICTサービスを展開し、お客さまに最適なソリューションを提供します。

九州地域における交流人口拡大を図ることで、地域の発展・活性化に貢献して
いくため、民間委託が進んでいる空港運営事業へ参画しています。

空港運営事業

都市開発事業

九州地域の発展・活性化に貢献していくため、空港運営事業などのインフラサービスに参画します。

※ICTを活用して、効果的に価値創造と提供ができるようにビジネスを戦略的・構造的に変革すること

主なICTサービス

●福岡空港（2019年4月民間運営開始）

●熊本空港（2020年4月民間運営開始予定）

インフラサービス

都市開発・まちづくりや不動産事業に、エネルギー供給やICTに関するノウハウも活かしながら取り組
みます。

都市開発・まちづくり

九州の更なる成長、活性化に向けて、デジタルトランスフォーメーション※や他企業とのアライアン
スを積極的に推進し、グループ一体で新たな市場の創出に挑戦します。

新たな市場の創出

当社が他企業と共同で、
運営権を取得した空港

福岡市青果市場跡地活用事業や天神エリアエネルギー
事業など、都市開発分野へ積極的に参入していきます。

電力インフラツーリズム

電力インフラを活用したインフラツーリズムを推進し、交流
人口拡大による九州の活性化及びPRに貢献していきます。

ドローンサービス

ドローンを活用し、空撮や点検・測量の分野においてワンス
トップサービス（ドローン撮影→映像編集・解析等→結果報
告）を提供します。
実証試験においてニーズが見込めたことから、2019年7月
から「九電ドローンサービス」事業を開始しました。

不動産事業

九電グループの総合力を活かし、他社とも連携すること
で、事業領域やエリアの拡大及び不動産事業を通じた電
化の更なる普及を目指します。ICTサービス

●光ブロードバンド事業「BBIQ」、モバイルサービス事業「QTモバイル」

●お客さまの情報資産を安心・安全にお預かりするデータセンター事業

●スマートホームにも欠かせない、未来の暮らしをつくるIoTサービス事業「QuUn」

●スマートフォンやタブレットに計測情報を自動配信する農業向けITセンサー「MIHARAS」　　　　　  など

キューン

ミハラス

▼ウィズキューの取り扱う4つのカテゴリー「防災対策」・「猛暑対策」・「LED化」・「情報セキュリティ」

▼㈱QTnetのサービス
　　「QTモバイル」　　　　　　「BBIQ」 ▼日本生まれのAIスピーカー「QuUn」 ▼ニシム電子工業㈱のITセンサー「MIHARAS」

▼熊本空港の将来イメージ

創造的復興のシンボル
国内線・国際線一体型の新旅客ターミナルビル

（2023年供用開始予定）

▼ドローンサービスの赤外線カメラによる遮熱効果の確認イメージ

▼ツアーの様子（宮崎県上椎葉ダム）

ಛ
ू
�

ɹ経
営
Ϗ
δ
ἀ
ϯ
ͱ
த
ظ
経
営
計
ը

33九電グループ　アニュアルレポート 2019

Our Strategy



戦略Ⅲ　経営基盤の強化ノベベ シシショョョンンンンのののの推推推推推進進進進進イイイイノノノノベベベベーーーシシシショョョョンンンンののの推推推推進進進進イノベーションの推進
経営を支える基盤の強化を図り、九電グループ一体となって挑戦し、成長し続けます。

安全と健康の最優先

新たな事業・サービスを生み出すためのプロジェクト「KYUDEN i-PROJECT」

ダイバーシティの推進

徹底した安全の取り組み

全ての事業活動の基本として安全と健康を最優先し、すべての従業員が心身ともに健康で活き活きと働
ける会社をつくります。

「九電グループ安全行動憲章」等を定め、経営の基盤である安全に関わる取り組みをグループ一丸となって推進しています。

健康経営の推進
従業員の健康保持・増進を目的に「健康経営」を推進しており、そ
の取り組みが評価され、「健康経営優良法人（大規模法人部門）※」
の認定を2年連続で受けました。

従業員が活力を持って仕事に取り組める環境
づくりや、抜本的な業務効率化による労働生産
性の向上、チャレンジできる組織風土への変革
を目的として、働き方改革に全社を挙げて取り
組んでいます。

九電グループのイノベーションを推進する取り組みとして、グループ横断のアイディア創出やオープンイノベーションの推進、
有望案件の事業化・サービス化に向けた検討を行っています。

ベトナムでは、ダムの決壊や運用に起因すると考えら
れる大きな災害が社会問題となっており、運用等に改
善の余地があります。
このため、当社のダム及び発電運用技術を現地に導
入し、安全性等の向上を図ることを目的として、2019
年4月に現地法人「Kyuden Innovatech Vietnam」を設
立し、サービスの提供を開始しました。 性別・年齢・国籍・障がいの有無、育児や介護などのライフイベントに関わらず、多様な人材の活躍を支援

しています。

安全・健康・ダイバーシティを重視した組織風土をつくります。1

働きがいのある職場を永続的に追求します。2
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働き方改革の推進
働き方改革の推進により、従業員が持てる力を最大限発揮し、働きがいを感じることができる組織風土
や職場をつくっていきます。

戦略Ⅰ エネルギーサービス事業の進化 と を加速し、

2つの戦略のシナジーを最大化していくための取り組みを推進していきます。

戦略Ⅱ 持続可能なコミュニティの共創

スタートアップ企業との事業創出

ベトナムにおけるダム及び
水力発電運用改善事業

取り組み事例 Ⅰ

次世代蓄電池システム等の開発を行っているエクセルギー・パワー・シス
テムズ㈱（以下、「エクセルギー社」）と連携し、アイルランド島での電力供
給調整事業の展開に向けて取り組むなど、スタートアップ企業との更な
る共創を目指します。

他企業との戦略的パートナーシップの構築
2018年6月、有望なベンチャー企業等との共創による新たな事業やサービスの創出を加速させることを目的に、㈱環境エネル
ギー投資と戦略的パートナーシップを構築しました。
2018年10月、AI・IoT等の技術を先取りした新たなサービスや新規事業の検討・開発を目的とし、㈱オプティムと継続的に連携・
協力していく戦略的提携を締結しました。

「再配達問題」の解決を目指し、サービス化に向けた事
業性の検証を行っています。荷物の授受に係る宅配事
業者と受取主の双方のストレスを低減し、より豊かな
ライフスタイルの実現を目指します。

スマートフォン制御型
宅配ボックス事業

取り組み事例 Ⅱ

▼実証実験で用いられた蓄電池システム（エクセルギー社提供）

▼宅配ボックスのイメージ

（現 状） （サービス提供後）

▼サービスの概要

目標

実績

57名

18名

2009-2013 ［第一期］2014-18 ［第二期］2019-23

36名

54名

※健康経営優良法人認定制度
　経済産業省と日本健康会議が共同で、
　特に優良な健康経営を実践している法人を顕彰する制度

●女性の活躍に向けた取り組みの推進
　女性活躍推進に関する第二期行動計画を策定するなど、女性の育成や仕事と育児の
　両立支援に取り組んでいます。

●高年齢者の雇用環境の充実
　60歳以上の従業員を「豊富な経験や高度な知識・スキルを有する貴重な人材」として位置
　づけ、意欲をもってより一層活躍できる仕組みとして「キャリア社員制度」を導入する
　など、再雇用制度の充実を図っています。

●障がい者の雇用促進
　障がいのある方も地域・社会の中で活躍することができる社会づくりにグループ一体と
　なって貢献するため、障がい者の雇用促進に努めています。

●女性管理職の新規登用目標
　（女性活躍推進に関する行動計画から抜粋）

▼九電働き方改革フェスタ▼働き方改革に関する経営層ワークショップ
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戦略Ⅲ　経営基盤の強化ノベベ シシショョョンンンンのののの推推推推推進進進進進イイイイノノノノベベベベーーーシシシショョョョンンンンののの推推推推進進進進イノベーションの推進
経営を支える基盤の強化を図り、九電グループ一体となって挑戦し、成長し続けます。

安全と健康の最優先

新たな事業・サービスを生み出すためのプロジェクト「KYUDEN i-PROJECT」

ダイバーシティの推進

徹底した安全の取り組み

全ての事業活動の基本として安全と健康を最優先し、すべての従業員が心身ともに健康で活き活きと働
ける会社をつくります。

「九電グループ安全行動憲章」等を定め、経営の基盤である安全に関わる取り組みをグループ一丸となって推進しています。

健康経営の推進
従業員の健康保持・増進を目的に「健康経営」を推進しており、そ
の取り組みが評価され、「健康経営優良法人（大規模法人部門）※」
の認定を2年連続で受けました。

従業員が活力を持って仕事に取り組める環境
づくりや、抜本的な業務効率化による労働生産
性の向上、チャレンジできる組織風土への変革
を目的として、働き方改革に全社を挙げて取り
組んでいます。

九電グループのイノベーションを推進する取り組みとして、グループ横断のアイディア創出やオープンイノベーションの推進、
有望案件の事業化・サービス化に向けた検討を行っています。

ベトナムでは、ダムの決壊や運用に起因すると考えら
れる大きな災害が社会問題となっており、運用等に改
善の余地があります。
このため、当社のダム及び発電運用技術を現地に導
入し、安全性等の向上を図ることを目的として、2019
年4月に現地法人「Kyuden Innovatech Vietnam」を設
立し、サービスの提供を開始しました。 性別・年齢・国籍・障がいの有無、育児や介護などのライフイベントに関わらず、多様な人材の活躍を支援

しています。

安全・健康・ダイバーシティを重視した組織風土をつくります。1

働きがいのある職場を永続的に追求します。2

P55

働き方改革の推進
働き方改革の推進により、従業員が持てる力を最大限発揮し、働きがいを感じることができる組織風土
や職場をつくっていきます。

戦略Ⅰ エネルギーサービス事業の進化 と を加速し、

2つの戦略のシナジーを最大化していくための取り組みを推進していきます。

戦略Ⅱ 持続可能なコミュニティの共創

スタートアップ企業との事業創出

ベトナムにおけるダム及び
水力発電運用改善事業

取り組み事例 Ⅰ

次世代蓄電池システム等の開発を行っているエクセルギー・パワー・シス
テムズ㈱（以下、「エクセルギー社」）と連携し、アイルランド島での電力供
給調整事業の展開に向けて取り組むなど、スタートアップ企業との更な
る共創を目指します。

他企業との戦略的パートナーシップの構築
2018年6月、有望なベンチャー企業等との共創による新たな事業やサービスの創出を加速させることを目的に、㈱環境エネル
ギー投資と戦略的パートナーシップを構築しました。
2018年10月、AI・IoT等の技術を先取りした新たなサービスや新規事業の検討・開発を目的とし、㈱オプティムと継続的に連携・
協力していく戦略的提携を締結しました。

「再配達問題」の解決を目指し、サービス化に向けた事
業性の検証を行っています。荷物の授受に係る宅配事
業者と受取主の双方のストレスを低減し、より豊かな
ライフスタイルの実現を目指します。

スマートフォン制御型
宅配ボックス事業

取り組み事例 Ⅱ

▼実証実験で用いられた蓄電池システム（エクセルギー社提供）

▼宅配ボックスのイメージ

（現 状） （サービス提供後）

▼サービスの概要

目標

実績

57名

18名

2009-2013 ［第一期］2014-18 ［第二期］2019-23

36名

54名

※健康経営優良法人認定制度
　経済産業省と日本健康会議が共同で、
　特に優良な健康経営を実践している法人を顕彰する制度

●女性の活躍に向けた取り組みの推進
　女性活躍推進に関する第二期行動計画を策定するなど、女性の育成や仕事と育児の
　両立支援に取り組んでいます。

●高年齢者の雇用環境の充実
　60歳以上の従業員を「豊富な経験や高度な知識・スキルを有する貴重な人材」として位置
　づけ、意欲をもってより一層活躍できる仕組みとして「キャリア社員制度」を導入する
　など、再雇用制度の充実を図っています。

●障がい者の雇用促進
　障がいのある方も地域・社会の中で活躍することができる社会づくりにグループ一体と
　なって貢献するため、障がい者の雇用促進に努めています。

●女性管理職の新規登用目標
　（女性活躍推進に関する行動計画から抜粋）

▼九電働き方改革フェスタ▼働き方改革に関する経営層ワークショップ
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戦略Ⅲ　経営基盤の強化

情報セキュリティ確保の取り組み
サイバー攻撃の脅威に適切に対処し、事業活動を継続するため、情報セキュリティの確保に向けた取り組
みを推進します。
　
サイバーセキュリティ対策室を中核として、九電グループ全体の情報セキュリティレベルの維持・向上を図っています。
情報セキュリティ事故対応体制を確立するとともに平常時から継続的に訓練を実施し、情報セキュリティ事故への対応力を強
化しています。

ステークホルダーの期待に応えるCSRの取り組み
企業グループとしての責務を果たし、地域・社会と強固な信頼関係を構築し、グループ一体となって事業
を推進します。

コンプライアンスの推進
従業員のコンプライアンス意識向上などの取り組みにより、コンプライアンスを推進します。

資機材調達コスト低減の取り組み

調達コスト低減の更なる深掘りに向け、社外専門家を含
む委員で構成する「調達改革推進委員会」からの意見・
助言など外部知見も活用しながら、調達機能の強化に取
り組むとともに、発注方法の工夫などの原価低減活動に
取り組んでいます。

社長を委員長とし、社外有識者を含む委員で構成する「コンプライアンス
委員会」において、コンプライアンス推進の取り組みの評価・改善提言を
行っています。
社内及び社外に「コンプライアンス相談窓口」（内部通報窓口）を設置し、
法令や企業倫理に反する行為の防止及び早期発見に努めています。

ICTによる業務改革

法的分離に向けた業務運営体制の構築

経済性を考慮しつつ、ICTをタイムリーに利活用していくことで、経営効率化及びお客さまサービス向
上につながる業務改革を推進します。

最新のICTを活用した業務変革を推進し、創造的で付加価値の高い業務にシフトします。

パソコンを使った事務作業をソフト
ウェアロボットが代行することによる業
務の自動化を推進

スマートグラスによる遠隔指示や危険
区域の表示等での作業補助

ドローンの更なる活用による設備保全
業務の効率化・高度化

ステークホルダーからの信頼向上に継続的に取り組みます。3

2020年4月の法的分離※に適切に対応するため、一般送配電事業等を100%子会社である九州電力送
配電株式会社に承継予定です。

法的分離後も、引き続きエネルギー事業者としての責務を全うするとともに、九電グループ全体の価値の持続的な向上を
目指します。

※2015年6月に、電力システム改革の第3弾として電気事業法が改正され、2020年4月から実施
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お客さまの声の反映・情報発信
お客さまの声を、事業運営や地域課題解決につなげていきます。また、お客さまに九電グループの取り
組みをご理解、共感いただけるよう、多面的に情報を発信します。

経営効率化への取り組み
財務体質改善に向け、経営効率化に取り組みます。

▼ソフトウェアロボットによる生産性向上のイメージ ▼設備保全の効率化・高度化のイメージ

▼法的分離のイメージ

▼調達機能強化の構造

▼コンプライアンス委員会

九州電力株式会社

・コーポレート機能
・発電事業
・小売電気事業　　　等

・一般送配電事業
・離島における発電事業　　等

九州電力株式会社

九州電力送配電株式会社

・一般送配電事業
・離島における発電事業　　等

・コーポレート機能
・発電事業
・小売電気事業　　　等

現　行 2020年4月1日

〔送配電カンパニー〕

100％子会社

当社のコンプライアンスの推進体制

現場映像

危険個所表示

上椎葉発電所
（ダム洪水吐等外観点検）

剥離・欠損

剥離・欠損

遠隔作業指示
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戦略Ⅲ　経営基盤の強化

情報セキュリティ確保の取り組み
サイバー攻撃の脅威に適切に対処し、事業活動を継続するため、情報セキュリティの確保に向けた取り組
みを推進します。
　
サイバーセキュリティ対策室を中核として、九電グループ全体の情報セキュリティレベルの維持・向上を図っています。
情報セキュリティ事故対応体制を確立するとともに平常時から継続的に訓練を実施し、情報セキュリティ事故への対応力を強
化しています。

ステークホルダーの期待に応えるCSRの取り組み
企業グループとしての責務を果たし、地域・社会と強固な信頼関係を構築し、グループ一体となって事業
を推進します。

コンプライアンスの推進
従業員のコンプライアンス意識向上などの取り組みにより、コンプライアンスを推進します。

資機材調達コスト低減の取り組み

調達コスト低減の更なる深掘りに向け、社外専門家を含
む委員で構成する「調達改革推進委員会」からの意見・
助言など外部知見も活用しながら、調達機能の強化に取
り組むとともに、発注方法の工夫などの原価低減活動に
取り組んでいます。

社長を委員長とし、社外有識者を含む委員で構成する「コンプライアンス
委員会」において、コンプライアンス推進の取り組みの評価・改善提言を
行っています。
社内及び社外に「コンプライアンス相談窓口」（内部通報窓口）を設置し、
法令や企業倫理に反する行為の防止及び早期発見に努めています。

ICTによる業務改革

法的分離に向けた業務運営体制の構築

経済性を考慮しつつ、ICTをタイムリーに利活用していくことで、経営効率化及びお客さまサービス向
上につながる業務改革を推進します。

最新のICTを活用した業務変革を推進し、創造的で付加価値の高い業務にシフトします。

パソコンを使った事務作業をソフト
ウェアロボットが代行することによる業
務の自動化を推進

スマートグラスによる遠隔指示や危険
区域の表示等での作業補助

ドローンの更なる活用による設備保全
業務の効率化・高度化

ステークホルダーからの信頼向上に継続的に取り組みます。3

2020年4月の法的分離※に適切に対応するため、一般送配電事業等を100%子会社である九州電力送
配電株式会社に承継予定です。

法的分離後も、引き続きエネルギー事業者としての責務を全うするとともに、九電グループ全体の価値の持続的な向上を
目指します。

※2015年6月に、電力システム改革の第3弾として電気事業法が改正され、2020年4月から実施

P56

お客さまの声の反映・情報発信
お客さまの声を、事業運営や地域課題解決につなげていきます。また、お客さまに九電グループの取り
組みをご理解、共感いただけるよう、多面的に情報を発信します。

経営効率化への取り組み
財務体質改善に向け、経営効率化に取り組みます。

▼ソフトウェアロボットによる生産性向上のイメージ ▼設備保全の効率化・高度化のイメージ

▼法的分離のイメージ

▼調達機能強化の構造

▼コンプライアンス委員会

九州電力株式会社

・コーポレート機能
・発電事業
・小売電気事業　　　等

・一般送配電事業
・離島における発電事業　　等

九州電力株式会社

九州電力送配電株式会社

・一般送配電事業
・離島における発電事業　　等

・コーポレート機能
・発電事業
・小売電気事業　　　等

現　行 2020年4月1日

〔送配電カンパニー〕

100％子会社

当社のコンプライアンスの推進体制

現場映像

危険個所表示

上椎葉発電所
（ダム洪水吐等外観点検）

剥離・欠損

剥離・欠損

遠隔作業指示
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Governance P48

Environment P50

Social P54
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特集２｜コーポレートガバナンス・セッション

ଆͰϦーߦɺब̍ͷล͕ࣾࣥࢲ　　
μーγοプΛଘʹൃشͰ͖ΔΑ͏όοΫアοプ͢Δ
ͱͱʹɺऔకձٞͱͯ͠ɺऔకձʹ͓͚Δ
ಜػͷߋͳΔڧԽʹΊ͖ͯ·ͨ͠ɻͳ͔Ͱɺ
ࠪҕһΛؚΉࣾ֎औకʹٞͷ༰ʹ͍ͭͯे
ʹཧղ্͍͍ͨͩͨͰ͍͚ٞͯͨͩ͠ΔΑ͏ɺͦ
ͷతഎܠɺͳͲΛஸೡʹઆ໌͢Δ͜ͱΛେ
ʹ͍ͯ͠·͢ɻ

Εͨऔకձશ19ճ͞࠵201�ʹ։ࢲ　　
ͷ͏ͪɺ1�ճʹग़੮͠·ͨ͠ɻࢲؚΊɺࣾ ֎औక
͔Β࣭ҙ͕ͨͬ͋ݟ߹ɺٞ ΛΊΔӝੜ
ձ͕ࣗΒஸೡʹ͝આ໌͞ΕͨΓɺؔ ʹΔऔక͢
Λଅ͍͍ͯͨͩͨ͠Γ͢ΔͳͲɺࣾݴൃ ֎औకൃ
ͳൃ׆ͷதͰऔకձ͕ӡӦ͞Εɺؾқ͍งғ͠ݴ
͕ٞߦΘΕ͍ͯΔͱ͍ࢥ·͢ɻ

1�ճͷऔకձʹग़੮͠·͕ͨ͠ɺऔకࢲ　　
ձͷ࣮ޮੑɺҎલʹ૿ͯ͘͠ߴͳ͖ͬͯͨҹ

Λ͍ͯͬ࣋·͢ɻ৫ͷن͕େ͖͍ͨΊɺऔకձ
ʹٞ͞ΕΔҊ݅ଟذʹΘͨΓ·͕͢ɺ֓ Ͷɺۀ
Ӧձܦ͏ߦΛٞڠఆʹؔ͢Δܾࢥͷॏཁͳҙ্ߦࣥ
ٞͰेʹٞ͞ΕͨޙɺऔకձͰܾٞใࠂ
ΘΕ͍ͯ·͢ɻ·ͨɺॏཁͳҊ݅ʹ͍ͭͯɺඞߦ͕
ཁʹԠͯ͡ɺऔకձʹઌཱͭࠪҕһձʹ͓͍
ͯۀओՕॴ͔Βઆ໌͕ߦΘΕ͍ͯΔ͜ͱΛ֬
ೝ͍ͯ͠·͢ɻ͜ ΕʹΑΓɺऔకेͳཧղͷ
ͱదͳஅΛ͜͏ߦͱ͕Ͱ͖ɺऔకձ༗ޮʹػ
͍ͯ͠Δͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

　　͓ೋਓʹͦͷΑ͏ʹ͚͍ͩͨͯͬݴΔͱɺऔక
ձͷٞΛΊΔͱͯ͠ɺ͋ Γ͕͍ͨݶΓͰ͢ɻ

ʮΨόφϯεͷڧԽʯͱͱʹɺऔకձ͔Βऔక
ͷݶݖҕʹΑΔʮҙܾࢥఆͷਝԽʯࠪ
ҕһձઃஔձࣾͷҠߦͷϝϦοトͩͱ͍ͯ͑ߟ·͢
ͷͰɺҕൣғΛஈ֊తʹ֦େ͍͖͍ͯͨ͠ͱ͍ࢥ
·͢ɻ

監査等委員会設置会社への移行から１年が経過しましたが、
取締役会での議論の状況などはいかがでしょうか。

瓜生

瓜生

菊川　　　　　　

渡辺
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　　औకͷ૯ݮΓ·͕ͨ͠ɺࣾ ֎औకͷ
ਓʹؔͯ͠ɺ͜ Ε·ͰͲ͓ΓࠪҕһͰ͋Δऔ
క̏ ໊ͱࠪҕһͰͳ͍औక̎ ໊Λ߹Θͤͨ̑
໊Ͱ͋ΔͨΊɺऔకձʹ͓͚Δࣾ֎औకͷׂ߹
ߴ·ͬͨ͜ͱʹͳΓ·͢ɻࣾͪͨࢲ֎औకʹɺ
ձࣾͷ࣋ଓతͳΛଅ͠தظతͳۀاՁͷ
্ΛਤΔ؍͔Βɺಠཱཱͨ͠ͰʹҙݟΛड़
ɺۀࣥߦΛಜ͢Δׂ͕͋Γ·͢ɻҾ͖ଓ͖ɺ
͔ͬ͠ΓͱͦͷׂΛՌ͍͖͍ͨͯͨ͠ͱ͍ࢥ·͢ɻ

　　·ͨɺ͓ ೋਓʹɺऔకձʢݪଇ݄̍ ճ։࠵ʣ
ͷΈͳΒͣɺܦӦձ ʢٞݪଇि̍ ճʣʹ ग़੮͍ͯͨ͠
͖ͩɺࣾ ֎औకͱͯ͠ͷ෯͍ݟΛఏ͍ͩͨڙ
͍͓ͯΓɺਂ ɻ͢·͍ͯ͠ँײ͘

Ӧձٞͷग़੮͕ɺऔకձʹٞ͞ΕΔܦ　　
ٞ༰ʹ͍ͭͯͷཧղଅਐʹཱ͍ͬͯ·͢ɻ
·ͨɺҎલ͔ΒࣾͰɺܦӦ͕ۀࣄॴΛ๚ͯ͠
ࣾһͱର͢ΔऔΓΈΛ͍ͯͬߦ·͕͢ɺࡢ
ɺ͜ ΕʹࢀՃ͍͖ͤͯͨͩ͞·ͨ͠ɻݱͷࣾһ
ͷօ͞Μͷ͍ࢥΛௌ͖औΔ͜ͱ͕Ͱ͖ɺࣾ ֎औ

కͱ͠ ͯɺͱͯΑ͍ݧܦʹͳΓ·ͨ͠ɻ

電ॴΛ๚͠ɺࣾൃྗࢠݪࢲ　　 һͷํʑͱ
࿅ηϯ܇ͱͱʹɺ͏ߦͷίϛュニέーγϣϯΛํ
λーࢹͷػձΛಘ·ͨ͠ɻࣾ һͷํʑ͕ਅʹૢ
ɺࣗͯݟʹࡍΛ࣮ࢠΔ༷͍ͯͬߦ࿅Λ܇࡞ ओతɾܧଓ
తͳ҆શੑ্ͷऔΓΈͷେ͞ΛվΊͯೝࣝ
͠ɺൃྗࢠݪ電ۀࣄͷཧղΛਂΊΔ͜ͱ͕Ͱ͖·
ͨ͠ɻ

取締役会の更なる実効性向上に向けて、
どのように取り組んでいますか。

瓜生

瓜生

菊川　　　　　　

渡辺

渡辺

Q2
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　　͔֬ʹɺࠓࡢͰɺࡁܦɾࣾ ձɾڥͳͲͷ
نٿͷࣾձత՝ͷղܾΛ௨ͯ͡ɺશͯͷਓʑ
ʹͱͬͯɺΑΓྑ͍ੈքɾະདྷΛΓɺੈ࣍ͭͳ͛
͍ͯ͜͏ͱ͍͏αεςφϏϦςΟͷؔ৺͕ߴ·ͬͯ
͍·͢ɻಛʹɺ̨̜̚ ̨ ̙̜͂ ͱ͍͏ݴ༿Αࣖ͘ʹ͠
·͢͠ɺۀاͷظେ͖͘ͳ͍ͬͯΔΑ͏ʹ͍ࢥ
·͢ɻ

　　̨̚ ̨̜ ̙̜͂ ʹؔͯ͠ɺؔػࢿՈͷؔ৺
ΔςーϚͰ͋ΓɺରΛ௨ͯ͡ɺੵ͍ͯͬ·ߴ͕
ɻ·ͨɺ͢·͍ࢥΊΒΕ͍ͯΔͱٻతͳใൃ৴͕ۃ

ʮίーポレートΨόφϯεɾίーυʯͰɺͦ ͷجຊݪ
ଇͷҰͭͱͯ͠ɺʮגओҎ֎ͷεςーΫϗルμーͱͷ
దͳڠಇʯ͕ ᨳΘΕ͍ͯ·͢ɻࣾͷ࣋ଓతͳ
ͱதظతͳۀاՁͷग़ͷͨΊʹɺࣾͷ
ଘଓɾ׆ಈͷج൫Λͳ͢Ҭɾࣾ ձવɺॏཁͳε

菊川　　　　　　 渡辺

ＥＳＧ経営やＳＤＧｓへの関心が高まっていますが、
どうお考えですか。Q3
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ςーΫϗルμーͰ͔͢Βɺ͜ ͏͠ ͔Β̚؍ͨ ̨̜ 
̨̙ ̜͂ Λ౿·͑ͨࣾձత՝ͷղܾʹੵۃతʹऔΓ
Ή͜ͱ͕ॏཁͩͱ͍ࢥ·͢ɻ

ఆ͠ࡦճࠓ　　 ʮͨ九電グループܦӦϏδϣϯ
20�0ʯͰɺ̨̜̚ ͷऔΓΈΛੵۃతʹਪਐ͠ɺ
̨̙ ̜͂ ͷୡʹ͍ͯ͘͜͠ݙߩͱΛ໌͍ࣔͯ͠·
͢ɻ۩ମతʹɺ̚ʢڥʣʹ ͍ͭͯɺ࠶Τωɾྗࢠݪ
ͷ׆༻ʹΑΔඇԽੴ電ݯൺͷ্電Խͷਪਐͳ
ͲʹΑΔૉͰ࣋ଓՄͳࣾձͷ࣮ݱͷݙߩɺ
ʢ̨ࣾձʣʹ ͍ͭͯɺ৽ͨͳۀࣄɾαーϏεʹΑΔࢢ
ग़Λ௨ͨ͡Ҭɾࣾ ձ๊͕͑Δ༷ʑͳ՝ղܾ

ͷݙߩɺ̜ʢۀا౷࣏ʣʹ ͍ͭͯɺ九電グループͷ
Λ͑ࢧΔܦӦج൫ͷڧԽʹऔΓΜͰ͍͖·͢ɻ
ྫ͑ɺʮਓͱࣗવͱɺͭ ͘ΔΈΒ͍ʯΛεϩーΨϯͱ͠ ͨ
ੜଟ༷ੑͷอશ׆ಈͳͲɺεςーΫϗルμーͷظ
ʹԠ͑Δ̘ ̨̧ ͷऔΓΈͬ͠ ͔Γ͖͍ͯͬߦ·͢ɻ

九電グループɺࠓճࡦఆͨ͠ܦӦϏδϣϯͷ
ͱɺҬͷօ͞·ͱҰॹ ʮʹ九भ͔ΒະདྷΛΔʯ͜ ͱ
Ͱɺʮ๛͔͞ͱշద͞Ͱɺ͓ ٬͞·ͷҰ൪ʹʯͳΔ͜ͱ
Λ͖͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ͓ ೋਓʹҾ͖ଓ͖ɺࣾ ͱ
ҧͬͨࣾ֎ͷࢹ͔Βɺسጨͷͳ͍͝ҙݟɺ͝ ఠΛࢦ
͍͖ͨͩ·͢Α͏͓͍ٓ͘͠͠ئ·͢ɻ

瓜生

˞九電グループͷ࣋ଓՄʢαεςφϒルʣͳࣾձͷ࣮͚ͨʹݱऔΓΈʹ͍ͭͯɺʮ九電グループαεςφϏϦςΟใࠂॻ2019ʯΛ͝ཡ͍ͩ͘͞ɻ
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　当社は、「九電グループの思い」のもと、長期的な視点で社会的に有意義な事業活動を行っていくことが、全てのステークホル
ダーにとっての価値を持続的に生み出していくことになると考えています。こうした事業活動を適切に遂行していくため、経営上
の重要な課題として、コーポレート・ガバナンスの体制構築・強化に努めています。
　当社を取り巻く経営環境は急速に変化しており、その変化に対して、より一層柔軟かつ機動的に対応していくためには、ガバナ
ンス強化と意思決定の迅速化の両立が重要と考え、監査等委員会設置会社としています。
　今後もコーポレート・ガバナンスの充実を図り、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指していきます。　

　経営に影響を与えるリスクについては、リスク管理に関する規程に基づき定期的にリスクの抽出、分類、評価を行い、全社大及
び部門業務に係る重要なリスクを明確にしています。
　各部門及び事業所は、明確にされた重要なリスク及び個別案件のリスク等への対応策を事業計画に織り込み、適切に管理し
ています。
　複数の部門等に関わるリスク及び顕在化のおそれがある重大なリスクについては、関連する部門等で情報を共有したうえで、
対応体制を明確にし、適切に対処しています。
　特に、原子力については、社外の知見や意見等も踏まえ、幅広いリスクの把握に努めるとともに、取締役、執行役員等による情
報の共有化を行い、継続的にその低減を図っています。
　また、非常災害などの事象が発生した場合に迅速、的確に対応するため、予めその対応体制や手順等を規程に定めるととも
に、定期的に訓練等を実施しています。

会社業務の適正を確保するための体制の整備に係る基本方針（内部統制の基本方針）を定め、継続的な体制の充実に努めています。

◎ 独立性の高い社外取締役を複数選任することによる監督機能の強化　　◎ 内部監査組織との連携等による監査等委員会の監査の実効性確保
◎ 取締役と執行役員による監督と執行の役割の明確化　　　　　　　　   ◎ コンプライアンスの徹底　　
◎ 中立性を維持した内部監査体制の充実（ 原子力及び送配電事業については、別途専任の内部監査組織を設置）

◎  電気事業を取り巻く制度変更等　　◎ 原子力発電を取り巻く状況　　　　 　◎ 販売電力量等の変動　　　
◎ 燃料価格の変動　　　　　　　　  ◎ 原子力バックエンド等に関するコスト　◎ 地球温暖化対策に関するコスト
→詳細はP62「事業等のリスク」を参照

コーポレートガバナンス

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

具体的な取り組み

リスクマネジメント

さまざまな危機に備えるため、危機管理体制を整備し、リスクが顕在化した場合（危機発生時）の影響の極小化に努めています。

危機管理

主なリスク

Governance

˔ίーϙϨーτ・Ψόφϯスのମܥਤ

選任・解任選任・解任選任・解任
報告

会計監査
相当性の判断

監査 監査等委員会室

監査等委員会

業務執行体制
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

会
計
監
査
人

取締役会
取締役

（監査等委員）
取締役

（監査等委員を除く）

監査

会計に関する
監査

連携

選任・解任
業務執行の決定を委任

実施状況の
モニタリング

監督

付託

報告

内部監査

社長執行役員

カンパニー、統括本部、本部、
支社、グループ会社等

経営会議
報告指示重要案件の付議・報告統轄・指示

・経営監査室・原子力監査室
・送配電カンパニー監査室

内部監査組織

株　主　総　会
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　当社は、「九電グループの思い」のもと、長期的な視点で社会的に有意義な事業活動を行っていくことが、全てのステークホル
ダーにとっての価値を持続的に生み出していくことになると考えています。こうした事業活動を適切に遂行していくため、経営上
の重要な課題として、コーポレート・ガバナンスの体制構築・強化に努めています。
　当社を取り巻く経営環境は急速に変化しており、その変化に対して、より一層柔軟かつ機動的に対応していくためには、ガバナ
ンス強化と意思決定の迅速化の両立が重要と考え、監査等委員会設置会社としています。
　今後もコーポレート・ガバナンスの充実を図り、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指していきます。　

　経営に影響を与えるリスクについては、リスク管理に関する規程に基づき定期的にリスクの抽出、分類、評価を行い、全社大及
び部門業務に係る重要なリスクを明確にしています。
　各部門及び事業所は、明確にされた重要なリスク及び個別案件のリスク等への対応策を事業計画に織り込み、適切に管理し
ています。
　複数の部門等に関わるリスク及び顕在化のおそれがある重大なリスクについては、関連する部門等で情報を共有したうえで、
対応体制を明確にし、適切に対処しています。
　特に、原子力については、社外の知見や意見等も踏まえ、幅広いリスクの把握に努めるとともに、取締役、執行役員等による情
報の共有化を行い、継続的にその低減を図っています。
　また、非常災害などの事象が発生した場合に迅速、的確に対応するため、予めその対応体制や手順等を規程に定めるととも
に、定期的に訓練等を実施しています。

会社業務の適正を確保するための体制の整備に係る基本方針（内部統制の基本方針）を定め、継続的な体制の充実に努めています。

◎ 独立性の高い社外取締役を複数選任することによる監督機能の強化　　◎ 内部監査組織との連携等による監査等委員会の監査の実効性確保
◎ 取締役と執行役員による監督と執行の役割の明確化　　　　　　　　   ◎ コンプライアンスの徹底　　
◎ 中立性を維持した内部監査体制の充実（ 原子力及び送配電事業については、別途専任の内部監査組織を設置）

◎  電気事業を取り巻く制度変更等　　◎ 原子力発電を取り巻く状況　　　　 　◎ 販売電力量等の変動　　　
◎ 燃料価格の変動　　　　　　　　  ◎ 原子力バックエンド等に関するコスト　◎ 地球温暖化対策に関するコスト
→詳細はP62「事業等のリスク」を参照

コーポレートガバナンス

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

具体的な取り組み

リスクマネジメント

さまざまな危機に備えるため、危機管理体制を整備し、リスクが顕在化した場合（危機発生時）の影響の極小化に努めています。

危機管理

主なリスク

Governance

˔֤会ٞମ等の概要

ཧମ੍ػة˔

社　長

報告・相談

危機管理担当部長 危機管理担当部署

社外専門家（シンクタンク）

●●支社
　所管エリア

危機管理
担当

○
○
本
部

危機管理
担当

△
△
本
部

危機管理
担当

□
□
本
部

危機管理
担当

▲▲支社
　所管エリア

危機管理
担当

■■支社
　所管エリア

危機管理
担当

危機管理官
（副社長）

各
支
社
所
管
エ
リ
ア

各主管部門

連携リスク・危機管理
対策会議

(PWFSOBODF
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20132012 （年度）

［　］内は基礎排出量及び排出係数の値

2016 2017

販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※、kg－CO2/kWh）
販売電力量（億kWh）
CO2排出量（調整後、万トン－CO2）

2014 2015

777
057,3

［3,590］［3,590］

758
713

015,3,

［3,320］［3,320］

2018

2,480

［2,280］［2,280］
5,0205,020

012,5

［5,180］［5,180］ ［4,750］［4,750］

081,4

［4,030］［4,030］

838 844 813

4,860［5,130］

[0.462][0.462]

0.4830.483 ［0.463］0.463

0.599

0.617[0.612]

[0.613]
0.598

[0.584] 0.528

[0.509]

792

[0.319]

0.347

[0.438]

　2019年6月、当社は「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD※）」提言に賛同しました。
　当社は事業活動に伴い環境負荷を発生させるエネルギー事業者として、これまでも国際的な報告書ガイドラインも参照しつ
つ、ESG投資を重視するステークホルダーのニーズも踏まえた環境情報の開示に努めてきました。
　今後は、当社も参画するTCFDコンソーシアムにおける議論の内容などを踏まえつつ、気候変動対策に関する情報開示を更に
充実させることで、ステークホルダーの皆さまへの説明責任を果たすとともに、持続可能な社会の発展に貢献していきます。

気候変動戦略

　当社は、気候変動をはじめとする環境分野に取り組む国際NGOの「カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）※」からの
質問書（気候変動）に回答しました。2018年度の当社のスコアレベルは「マネジメントレベル」であり、他電力と比較して環境への
取り組み内容及びその開示レベルにおいて高い評価を得ております。

CDP(カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト)

気候変動に関する情報開示の充実化（TCFD提言への賛同）

Environment

※TCFD は、Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース）の略であり、G20財務大臣・中央銀行総裁会合の要請を受け、金融安定理事会
　　（FSB）によって設立されたタスクフォース。2017年6月、投資家の適切な投資判断のために、気候関連のリスクと機会がもたらす財務的影響について情報開示を促す提言を公表

注：2018年度の実績。四捨五入の関係で合計が一致しないことがあります。

●TCFD提言における情報開示推奨事項

ガバナンス

戦　略

リスク管理

指標と目標

・社内委員会等による監督体制の構築

・短期、中期、長期のリスクと機会の特定
・事業、戦略、財務計画に対し、リスクと機会が及ぼす影響
・前提としたシナリオにおける経営の強靭性の把握

・リスクを識別、評価、管理するプロセスの設定
・組織全体のリスク管理体系への統合

・戦略及びリスク管理において、
  リスクと機会の評価に用いる指標の設定

※英国の機関投資家等が設立した「企業に対して気候変動をはじめとする環境情報の公表を求めるプロジェクト」。主要国の時価総額上位企業に対して「気候変動」、「水」、「森林」に関する
　質問書を毎年送付し、各企業の回答状況を踏まえたスコアを公表（同スコアは、国際的な企業価値評価の基準として位置付けられている）

●当社のスコア ●CDPのスコアリング
事業者 気候変動スコア

当　社
国内電力会社A

B

B
国内電力会社B B

国内電力会社C D
国内電力会社D D
国内電力会社E C

　当社は、CO2をはじめとする温室効果ガスの排出抑制に努めています。
　具体的には、最適なエネルギーミックスの追求を基本に、安全の確保を大前提とした原子力発電の活用、火力発電所の熱効
率維持・向上、再生可能エネルギーの積極的な開発と最大限の受入れ、及び当社自らの省エネ活動の徹底など、電気の供給面
と使用面の両面からの取り組みを通じて地球温暖化対策に取り組みます。

温室効果ガス排出状況

サプライチェーン全体の温室効果ガス排出量

●サプライチェーンCO2排出量（スコープ1、2、3）

約0.01万トン（0.0％）
スコープ2

約783万トン
（30.8％）

スコープ3

約1,756万トン
（69.2％）

スコープ1

資本財（設備の建設・更新に伴うCO2排出量）
約106万トン（13.6％）

スコープ1、2に含まれない燃料及び
エネルギー関連活動
（発電設備の燃料使用を除くライフサイク
ルCO2排出量）
約310万トン（39.5％）

投資（海外IPP事業におけるCO2排出量）
約330万トン（42.1％）

その他（資機材の購入、輸送・配送（上流）、
廃棄物、出張、通勤等に伴うCO2排出量）
約37万トン（4.7％）

スコープ3の内訳

※暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、国が実績値を公表

注1：地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき国が公表した「電気事業者ごとの基礎排出係数及び調整後排出係数の算出及び公表について」により算出（他社購入電力量分を含む）
注2：FITの調整によるCO2排出量の増加分が、CO2排出クレジット取得等による削減分を上回ったため、2013年度から2017年度は、調整後排出係数が基礎排出係数を上回りました。
注3：電力小売の全面自由化に伴い、2016年度以降は小売電気事業者分のみの「販売電力量あたりのCO2排出量」「CO2排出量」「販売電力量」を記載
　　（一般送配電事業者が管理する離島供給分（本土連系の長崎県五島を除く）は含まない）
※CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買収制度（FIT）に伴う調整等

●CO2排出量、販売電力あたりのCO2排出量

　2018年度のCO2排出量は2,480万トン、販売電力量あたりのCO2排出量（CO2排出係数）は0.347kg-CO2/kWh※となり、2017年度実績
に比べて減少しました。これは、川内原子力発電所1、2号機が年間を通じた安定運転（定期検査を除く）したことに加え、玄海原子
力発電所3、4号機が発電を再開したことや再生可能エネルギーで発電された電力の購入量が増加したことなどによるものです。

スコープ1   事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（発電用・車両燃料の使用、N2O（一酸化二窒素）、SF6（ 六フッ化硫黄）の排出等に伴うCO2排出量）
スコープ2   他社から供給された電気・熱・蒸気の使用の伴う間接排出（購入した電気・熱の使用の伴うCO2排出量）
スコープ3   スコープ1とスコープ2以外のCO2排出量

ス
コ
ア
レ
ベ
ル

高

低

当社の気候変動スコア

A  リーダーシップレベル

B  マネジメントレベル

B-  マネジメントレベル

A-  リーダーシップレベル

C  認識レベル

C-  認識レベル

D  情報開示レベル

D-  情報開示レベル

F  無回答企業

環境マネジメントにおける模範と
なる取り組みを行っているか

環境課題に対して活動や方針、
戦略を策定し実行しているか

事業に関わる環境課題について
どの程度理解し、評価しているか

情報開示においてどの程度透明性
が確保されているか

約2,540万
トン

合計
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20132012 （年度）

［　］内は基礎排出量及び排出係数の値

2016 2017

販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※、kg－CO2/kWh）
販売電力量（億kWh）
CO2排出量（調整後、万トン－CO2）

2014 2015

777
057,3

［3,590］［3,590］

758
713

015,3,

［3,320］［3,320］

2018

2,480

［2,280］［2,280］
5,0205,020

012,5

［5,180］［5,180］ ［4,750］［4,750］

081,4

［4,030］［4,030］

838 844 813

4,860［5,130］

[0.462][0.462]

0.4830.483 ［0.463］0.463

0.599

0.617[0.612]

[0.613]
0.598

[0.584] 0.528

[0.509]

792

[0.319]

0.347

[0.438]

　2019年6月、当社は「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD※）」提言に賛同しました。
　当社は事業活動に伴い環境負荷を発生させるエネルギー事業者として、これまでも国際的な報告書ガイドラインも参照しつ
つ、ESG投資を重視するステークホルダーのニーズも踏まえた環境情報の開示に努めてきました。
　今後は、当社も参画するTCFDコンソーシアムにおける議論の内容などを踏まえつつ、気候変動対策に関する情報開示を更に
充実させることで、ステークホルダーの皆さまへの説明責任を果たすとともに、持続可能な社会の発展に貢献していきます。

気候変動戦略

　当社は、気候変動をはじめとする環境分野に取り組む国際NGOの「カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）※」からの
質問書（気候変動）に回答しました。2018年度の当社のスコアレベルは「マネジメントレベル」であり、他電力と比較して環境への
取り組み内容及びその開示レベルにおいて高い評価を得ております。

CDP(カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト)

気候変動に関する情報開示の充実化（TCFD提言への賛同）

Environment

※TCFD は、Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース）の略であり、G20財務大臣・中央銀行総裁会合の要請を受け、金融安定理事会
　　（FSB）によって設立されたタスクフォース。2017年6月、投資家の適切な投資判断のために、気候関連のリスクと機会がもたらす財務的影響について情報開示を促す提言を公表

注：2018年度の実績。四捨五入の関係で合計が一致しないことがあります。

●TCFD提言における情報開示推奨事項

ガバナンス

戦　略

リスク管理

指標と目標

・社内委員会等による監督体制の構築

・短期、中期、長期のリスクと機会の特定
・事業、戦略、財務計画に対し、リスクと機会が及ぼす影響
・前提としたシナリオにおける経営の強靭性の把握

・リスクを識別、評価、管理するプロセスの設定
・組織全体のリスク管理体系への統合

・戦略及びリスク管理において、
  リスクと機会の評価に用いる指標の設定

※英国の機関投資家等が設立した「企業に対して気候変動をはじめとする環境情報の公表を求めるプロジェクト」。主要国の時価総額上位企業に対して「気候変動」、「水」、「森林」に関する
　質問書を毎年送付し、各企業の回答状況を踏まえたスコアを公表（同スコアは、国際的な企業価値評価の基準として位置付けられている）

●当社のスコア ●CDPのスコアリング
事業者 気候変動スコア

当　社
国内電力会社A

B

B
国内電力会社B B

国内電力会社C D
国内電力会社D D
国内電力会社E C

　当社は、CO2をはじめとする温室効果ガスの排出抑制に努めています。
　具体的には、最適なエネルギーミックスの追求を基本に、安全の確保を大前提とした原子力発電の活用、火力発電所の熱効
率維持・向上、再生可能エネルギーの積極的な開発と最大限の受入れ、及び当社自らの省エネ活動の徹底など、電気の供給面
と使用面の両面からの取り組みを通じて地球温暖化対策に取り組みます。

温室効果ガス排出状況

サプライチェーン全体の温室効果ガス排出量

●サプライチェーンCO2排出量（スコープ1、2、3）

約0.01万トン（0.0％）
スコープ2

約783万トン
（30.8％）

スコープ3

約1,756万トン
（69.2％）

スコープ1

資本財（設備の建設・更新に伴うCO2排出量）
約106万トン（13.6％）

スコープ1、2に含まれない燃料及び
エネルギー関連活動
（発電設備の燃料使用を除くライフサイク
ルCO2排出量）
約310万トン（39.5％）

投資（海外IPP事業におけるCO2排出量）
約330万トン（42.1％）

その他（資機材の購入、輸送・配送（上流）、
廃棄物、出張、通勤等に伴うCO2排出量）
約37万トン（4.7％）

スコープ3の内訳

※暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、国が実績値を公表

注1：地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき国が公表した「電気事業者ごとの基礎排出係数及び調整後排出係数の算出及び公表について」により算出（他社購入電力量分を含む）
注2：FITの調整によるCO2排出量の増加分が、CO2排出クレジット取得等による削減分を上回ったため、2013年度から2017年度は、調整後排出係数が基礎排出係数を上回りました。
注3：電力小売の全面自由化に伴い、2016年度以降は小売電気事業者分のみの「販売電力量あたりのCO2排出量」「CO2排出量」「販売電力量」を記載
　　（一般送配電事業者が管理する離島供給分（本土連系の長崎県五島を除く）は含まない）
※CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買収制度（FIT）に伴う調整等

●CO2排出量、販売電力あたりのCO2排出量

　2018年度のCO2排出量は2,480万トン、販売電力量あたりのCO2排出量（CO2排出係数）は0.347kg-CO2/kWh※となり、2017年度実績
に比べて減少しました。これは、川内原子力発電所1、2号機が年間を通じた安定運転（定期検査を除く）したことに加え、玄海原子
力発電所3、4号機が発電を再開したことや再生可能エネルギーで発電された電力の購入量が増加したことなどによるものです。

スコープ1   事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（発電用・車両燃料の使用、N2O（一酸化二窒素）、SF6（ 六フッ化硫黄）の排出等に伴うCO2排出量）
スコープ2   他社から供給された電気・熱・蒸気の使用の伴う間接排出（購入した電気・熱の使用の伴うCO2排出量）
スコープ3   スコープ1とスコープ2以外のCO2排出量
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当社の気候変動スコア

A  リーダーシップレベル

B  マネジメントレベル

B-  マネジメントレベル

A-  リーダーシップレベル

C  認識レベル

C-  認識レベル

D  情報開示レベル

D-  情報開示レベル

F  無回答企業

環境マネジメントにおける模範と
なる取り組みを行っているか

環境課題に対して活動や方針、
戦略を策定し実行しているか

事業に関わる環境課題について
どの程度理解し、評価しているか

情報開示においてどの程度透明性
が確保されているか

約2,540万
トン

合計
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　火力・原子力発電所で使用する発電用水は、水利権の範囲内で河川等から取水するとともに、循環利用などにより、発電用水
として新たに補給する水量の抑制に努めています。また、排水に際しても、国の水質関連法規や自治体条例等に従い、専用の処
理装置で適切な処理を行うなど、汚染リスクの低減に努めています。

2018年度は「マネジメントレベル（B-）」の評価を得ています。

　世界自然保護基金（WWF）の水リスクフィルターによると、当社グループが淡水又は海水を利用する発電所を設置している
九州地域内において、水不足が危惧される地域はありませんが、引続き、発電用水及び排水の適正管理に努めていきます。

水の管理再生可能エネルギーの積極的な開発

水リスクの評価

Environment

高　　←　　リスク　　→　　低
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凡　例

（2018年3月末現在）

世界自然保護基金（WWF）ホームページ「水リスクフィルター」を基に当社で作成

●火力発電所・原子力発電所の発電用水使用量・排水処理量の推移
（万トン）

（年度）

発電用水
排水
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572

　地熱、水力、バイオマス、風力、太陽光などの再生可能エネルギーは、国産エネルギーの有効活用や地球温暖化対策に優れ
た電源であることから、地域社会の協力を得ながらグループ一体となって積極的な開発を推進しています。

再生可能エネルギーの最大限の受入れ

※需要と供給のバランスを一致させるための対応策に関する条件や順番を定めたもの。国の認可法人「電力広域的運営推進機関」にて整備。

太陽光出力
揚水発電

水力、原子力、地熱

火力等

④
①
②

①
③

⑤

①揚水運転による再生可能エネルギーの
　余剰電力の吸収、火力発電等の出力制御
②関門連系線を活用した九州外地域への送電
③バイオマスの出力制御
④太陽光・風力の出力制御
⑤水力、原子力、地熱の出力制御
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〈優先給電ルール〉

九電グループの再生可能エネルギーによるCO2排出抑制量

※2017年度CO₂排出係数を用いて試算

（2019年3月末）

バイオマス・廃棄物発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約4万トン89,600kW約

風力発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約3万トン
太陽光発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約3万トン

バイオマス発電・廃棄物発電

（2019年3月末） 67,600kW風力発電

（2019年3月末） 89,600kW太陽光発電 約

約

地熱発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約51万トン
水力発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約236万トン

（2019年3月末） 218,000kW地熱発電

（2019年3月末） 1,280,000kW水力発電 約

約

　太陽光や風力発電など、天候や時間によって発電量が大きく変動する再生可能エネルギーを、火力発電や揚水発電と最適に
組み合わせることで、最大限の受入れに努めています。
〔供給力が需要を上回る場合の対応〕
　春・秋などの電力需要が比較的少ない時期には、太陽光発電の出力が大きい昼間に、供給力が需要を上回る状況が発生する
ことがあります。
　そのような場合、太陽光発電等を最大限活用するために、火力発電所の出力を下げるなどの対応を実施。それでもなお、供給
力が電力需要を上回る場合、やむを得ず、優先給電ルールに基づき※太陽光、風力発電の出力制御を実施することがあります。
　当ルールが、出力が不安定な太陽光・風力発電に対する安全弁として機能することで、電力系統への接続量の増加に寄与しています。
　また、国際エネルギー機関（IEA）が発行する「World Energy Outlook」では、変動型再エネ（太陽光発電、風力発電）への電力シ
ステムの順応性（運用状況）を4つのフェーズで整理しており（下図参照）、九州エリアは再エネ開発や受入れが進んでいるEUやド
イツと同じ水準であるとされています。

事業者 水スコア

当　社
国内電力会社A

B-

B
国内電力会社B F（無回答）

国内電力会社C F（無回答）
国内電力会社D F（無回答）
国内電力会社E F（無回答）

●2018年度CDP質問書 [水] における当社スコア

●2017年度、各国（地域）の全発電電力量に占める
　変動型再生可能エネルギーの割合（年間）及び
　関連する対応フェーズ（World Energy Outlook 2018を基に加工）
フェーズ4.
変動型再エネの柔軟な受入れに
向けた信頼性の高い先進技術が
導入されている段階

フェーズ3.
変動型再エネの柔軟な受入れに
向けた電力システムへの
投資・運用が進んでいる段階

フェーズ2.
変動型再エネの受入れに向けて
既存の電力システムを
適用している段階

フェーズ1.
変動型再エネが
既存電力システムに影響を
与えていない段階
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　火力・原子力発電所で使用する発電用水は、水利権の範囲内で河川等から取水するとともに、循環利用などにより、発電用水
として新たに補給する水量の抑制に努めています。また、排水に際しても、国の水質関連法規や自治体条例等に従い、専用の処
理装置で適切な処理を行うなど、汚染リスクの低減に努めています。

2018年度は「マネジメントレベル（B-）」の評価を得ています。

　世界自然保護基金（WWF）の水リスクフィルターによると、当社グループが淡水又は海水を利用する発電所を設置している
九州地域内において、水不足が危惧される地域はありませんが、引続き、発電用水及び排水の適正管理に努めていきます。

水の管理再生可能エネルギーの積極的な開発

水リスクの評価
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世界自然保護基金（WWF）ホームページ「水リスクフィルター」を基に当社で作成

●火力発電所・原子力発電所の発電用水使用量・排水処理量の推移
（万トン）
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　地熱、水力、バイオマス、風力、太陽光などの再生可能エネルギーは、国産エネルギーの有効活用や地球温暖化対策に優れ
た電源であることから、地域社会の協力を得ながらグループ一体となって積極的な開発を推進しています。

再生可能エネルギーの最大限の受入れ

※需要と供給のバランスを一致させるための対応策に関する条件や順番を定めたもの。国の認可法人「電力広域的運営推進機関」にて整備。
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①揚水運転による再生可能エネルギーの
　余剰電力の吸収、火力発電等の出力制御
②関門連系線を活用した九州外地域への送電
③バイオマスの出力制御
④太陽光・風力の出力制御
⑤水力、原子力、地熱の出力制御
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〈優先給電ルール〉

九電グループの再生可能エネルギーによるCO2排出抑制量

※2017年度CO₂排出係数を用いて試算

（2019年3月末）

バイオマス・廃棄物発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約4万トン89,600kW約

風力発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約3万トン
太陽光発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約3万トン

バイオマス発電・廃棄物発電

（2019年3月末） 67,600kW風力発電

（2019年3月末） 89,600kW太陽光発電 約

約

地熱発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約51万トン
水力発電による 
2018年度のCO₂排出抑制量※ 約236万トン

（2019年3月末） 218,000kW地熱発電

（2019年3月末） 1,280,000kW水力発電 約

約

　太陽光や風力発電など、天候や時間によって発電量が大きく変動する再生可能エネルギーを、火力発電や揚水発電と最適に
組み合わせることで、最大限の受入れに努めています。
〔供給力が需要を上回る場合の対応〕
　春・秋などの電力需要が比較的少ない時期には、太陽光発電の出力が大きい昼間に、供給力が需要を上回る状況が発生する
ことがあります。
　そのような場合、太陽光発電等を最大限活用するために、火力発電所の出力を下げるなどの対応を実施。それでもなお、供給
力が電力需要を上回る場合、やむを得ず、優先給電ルールに基づき※太陽光、風力発電の出力制御を実施することがあります。
　当ルールが、出力が不安定な太陽光・風力発電に対する安全弁として機能することで、電力系統への接続量の増加に寄与しています。
　また、国際エネルギー機関（IEA）が発行する「World Energy Outlook」では、変動型再エネ（太陽光発電、風力発電）への電力シ
ステムの順応性（運用状況）を4つのフェーズで整理しており（下図参照）、九州エリアは再エネ開発や受入れが進んでいるEUやド
イツと同じ水準であるとされています。

事業者 水スコア

当　社
国内電力会社A

B-

B
国内電力会社B F（無回答）

国内電力会社C F（無回答）
国内電力会社D F（無回答）
国内電力会社E F（無回答）

●2018年度CDP質問書 [水] における当社スコア

●2017年度、各国（地域）の全発電電力量に占める
　変動型再生可能エネルギーの割合（年間）及び
　関連する対応フェーズ（World Energy Outlook 2018を基に加工）
フェーズ4.
変動型再エネの柔軟な受入れに
向けた信頼性の高い先進技術が
導入されている段階

フェーズ3.
変動型再エネの柔軟な受入れに
向けた電力システムへの
投資・運用が進んでいる段階

フェーズ2.
変動型再エネの受入れに向けて
既存の電力システムを
適用している段階

フェーズ1.
変動型再エネが
既存電力システムに影響を
与えていない段階
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　人権を尊重し、快適で豊かな社会の創造に貢献するため、グループ一体となって人権尊重意識の啓発に取り組んでいます。
　従業員が人権・同和問題を正しく理解し、行動することが、人権を尊重した明るい職場づくりにつながるという認識のもと、「人
権・同和教育実施方針」を制定し、教育・啓発活動を実施しています。

人権尊重

人権尊重意識の向上への取り組み

Social

●2018年度教育・啓発活動実績

研修種別 実　績

当社
社内研修 11,201名

社外研修 1,025名

グループ会社 44社　6,561名

　「安全と健康は、全てに優先する」を基本的考えとして、「災害ゼロの達成」と「心身両面における健康増進」を目標に、各職
場で安全衛生諸施策に取り組んでいます。
　また、労働災害防止の観点から全社横断的に安全活動を推進するため、全社安全推進委員会などの社内体制を整備し、
各部門共通の取り組みとして全社安全推進基本方針を策定・実施しています。

労働安全衛生

　社員の業務上災害や委託・請負先の災害が毎年発生しており、現場における安全作業の徹底を図るため、リスクアセスメ
ントなど災害の未然防止対策の推進、災害発生後に根本原因を深掘りした再発防止対策の検討及び実施、並びにその実施
状況の確認等フォローを行っています。
　また、コンプライアンスの観点から労働安全衛生法令に関する教育や、危険感受性を高めるために危険体感研修等の安
全教育も実施しています。

「災害ゼロの達成」に向けた取り組み
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　委託・請負会社の作業員一人ひとりの安全を確保するため、安全活動の支援を行っています。
　委託・請負会社との安全懇談会などにおける情報の共有や、安全パトロール等による現場の安全管理状況の確認などを
通じて、設備や作業手順等の安全性向上に取り組んでいます。

委託・請負会社と一体となった安全活動の推進

●業務上災害※件数（事故種類別） ●労働災害強度率※（被災程度）の推移
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※休業4日以上、ただし料金委託・嘱託の通勤災害は除く

●委託・請負先災害件数※

　従業員のワーク・ライフ・バランスの充実に向け、フレックスタ
イム勤務等柔軟な働き方の活用推進、働き方改革による労働生
産性向上への取り組み、全社一斉ノー残業デーや年次有給休暇
取得促進など、総実労働時間の縮減の取り組みを行っています。
　また、従業員の心身の健康維持や、労働基準法等の法令遵
守の観点から、従業員が使用するパソコンの稼働時間により、
労働時間の管理を徹底しています。

ワークライフバランスの充実

0

2000

2500
（時間） （日）

0

15

20

1000

1500 10

5

（年度）

年次有給休暇取得日数
総実労働時間

2014 2015

1950.31950.3 1966.51966.5

16.0 15.8

2017

1983.01983.0

16.1

2016

1974.81974.8

16.4

1946.61946.6

16.7

2018

●一人あたりの総実労働時間と年次有給休暇取得日数

54 九電グループ　アニュアルレポート 2019



　人権を尊重し、快適で豊かな社会の創造に貢献するため、グループ一体となって人権尊重意識の啓発に取り組んでいます。
　従業員が人権・同和問題を正しく理解し、行動することが、人権を尊重した明るい職場づくりにつながるという認識のもと、「人
権・同和教育実施方針」を制定し、教育・啓発活動を実施しています。

人権尊重

人権尊重意識の向上への取り組み

Social

●2018年度教育・啓発活動実績

研修種別 実　績

当社
社内研修 11,201名

社外研修 1,025名

グループ会社 44社　6,561名

　「安全と健康は、全てに優先する」を基本的考えとして、「災害ゼロの達成」と「心身両面における健康増進」を目標に、各職
場で安全衛生諸施策に取り組んでいます。
　また、労働災害防止の観点から全社横断的に安全活動を推進するため、全社安全推進委員会などの社内体制を整備し、
各部門共通の取り組みとして全社安全推進基本方針を策定・実施しています。

労働安全衛生

　社員の業務上災害や委託・請負先の災害が毎年発生しており、現場における安全作業の徹底を図るため、リスクアセスメ
ントなど災害の未然防止対策の推進、災害発生後に根本原因を深掘りした再発防止対策の検討及び実施、並びにその実施
状況の確認等フォローを行っています。
　また、コンプライアンスの観点から労働安全衛生法令に関する教育や、危険感受性を高めるために危険体感研修等の安
全教育も実施しています。
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　委託・請負会社の作業員一人ひとりの安全を確保するため、安全活動の支援を行っています。
　委託・請負会社との安全懇談会などにおける情報の共有や、安全パトロール等による現場の安全管理状況の確認などを
通じて、設備や作業手順等の安全性向上に取り組んでいます。

委託・請負会社と一体となった安全活動の推進

●業務上災害※件数（事故種類別） ●労働災害強度率※（被災程度）の推移

2018 （年度）

（件）
40

10

20

30

0
2014 2015 2016

22 22
27 28

2017

22

※休業4日以上、ただし料金委託・嘱託の通勤災害は除く
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　従業員のワーク・ライフ・バランスの充実に向け、フレックスタ
イム勤務等柔軟な働き方の活用推進、働き方改革による労働生
産性向上への取り組み、全社一斉ノー残業デーや年次有給休暇
取得促進など、総実労働時間の縮減の取り組みを行っています。
　また、従業員の心身の健康維持や、労働基準法等の法令遵
守の観点から、従業員が使用するパソコンの稼働時間により、
労働時間の管理を徹底しています。
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　昨今、国連における「持続可能な開発目標（SDGs）」の採択やESG投資の広がりなど、地球規模での社会的課題に対する関心
が急速に高まっています。そのような中、企業に対しても、課題解決の主体としての役割が強く期待されています。
　これらの経営環境認識を踏まえ、九電グループでは、ステークホルダーからの期待が特に高い課題を14項目の「CSR重要課
題」として特定しました。今後、九電グループは、「CSR重要課題」の解決に積極的に取り組んでいきます。

　社会的課題について、CSRに関するグローバル基準で重視される項目をベースとして、SDGsやESGに関する外部評価、政府
や九州の行政を主体として策定された成長戦略における課題認識などを織り込み、洗い出しを行いました。

　ステップ2で選定した「CSR重要課題（原案）」をもとに、社外有識者との意見交換を行い、専門的見地からのご意見をいただき
ました。いただいたご意見を反映させ、14項目の「CSR重要課題（案）」を選定しました。

九電グループのCSR重要課題の解決に向けた取り組みの詳細については“九電グループサステナビリティ報告書2019”を参照ください

社会的課題の洗い出し（CSR課題項目の選定）

TOPIC

九電グループのCSR重要課題の特定

関連するSDGs CSR重要課題持続可能な社会に向けての道筋テーマ

CO2排出量の抑制

再生可能エネルギーの開発・受入れ

電力の安定供給

原子力発電所の安全・安定運転

お客さまのニーズ・課題を踏まえたエネルギーサービス

地場産業の振興と雇用創出

九州地域の交流人口の拡大

生物多様性の保全

お年寄りや子どもにもやさしい社会への貢献

安全で強靭なまちづくり

イノベーションの創出

人材育成

働きやすい職場づくり

コーポレート・ガバナンスの実効性の確保

エネルギーサービスを通じた、
持続可能な社会の実現

地域特性を活かした、
九州の持続的な発展

チャレンジし続ける
人材・組織づくり

　お客さまの生活や経済活動に欠かすこ
とのできないエネルギーを、これからも安
定してお届けしていきます。
　そして、エネルギー情勢やお客さまニー
ズの多様化などの環境変化を先取りし、エ
ネルギーサービスを進化させていきます。

 我々のお届けするエネルギーを使ってい
ただくには、九州が元気で経済が活発で
あることが大前提です。
 九州が抱える課題に対して真摯に向き合
い、地域特性も踏まえた解決に挑戦してい
きます。

 九電グループの歴史を作ってきた原動力
はチャレンジ精神でした。
 経営環境が急激に大きく変化する中、こ
の変化をチャンスととらえて、これからも
チャレンジし続けます。

●九電グループのCSR重要課題

STEP1

社会的課題の抽出素材

グローバル基準

ＥＳＧ外部評価
・ ＤＪＳＩ
・ ＦＴＳＥ
・ ＭＳＣＩ

０００６２ＯＳＩ ・
・ ＧＲＩスタンダード
・ ＳＡＳＢ

ＳＤＧｓ

政府・九州の
成長戦略

ＣＳＲ先進企業
ベンチマーク

ＣＳＲ課題項目（33項目）

妥当性の検証（有識者との意見交換）STEP3

いただいた主なご意見

ご氏名所属・お役職

岡野 秀之 氏

竹ケ原 啓介 氏

（公財）九州経済調査協会 事業開発部長 兼 BIZCOLI 館長

（株）日本政策投資銀行 執行役員 産業調査本部 副本部長 
兼 経営企画部 サステナビリティ 経営室長

ご氏名所属・お役職

細田 悦弘 氏

三菱商事（株） サステナビリティ・CSR部長 藤村 武宏 氏

（株）ビスネット 代表／イオン九州（株） 社外取締役 久留 百合子 氏

高見 真智子 氏（株）サイズラーニング 代表取締役／NPO法人 GEWEL 理事

中央大学大学院 戦略経営研究科 フェロー／
（一社）日本能率協会 主任講師 

　ステップ3で選定した「CSR重要課題（案）」について、社長を委員長として経営層で構成する「CSR推進会議」にて審議のうえ妥
当性を確認し、14項目の「CSR重要課題」を特定しました。特定した「重要課題」については、社会動向や当社グループの経営環
境の変化などを踏まえ、必要に応じて見直しを図っていきます。

CSR重要課題の特定（会議体での審議・承認）STEP4

● 「CSR重要課題」特定プロセス
 ・グローバル基準や九電グループに直接届いた期待などから幅
　広く社会的課題を洗い出しており、網羅性が担保されている
 ・「ステークホルダーからの期待度」の評価に当たり、客観的な材
　料を用いて判断しており、妥当である

● 課題解決に向けた取り組み
 ・「重要課題」については、「経営ビジョン」など自社の経営戦略と
　しっかり紐づけ、九電グループ一体となって課題解決に積極的
　に取り組んでいくことが大事である
 ・地域課題の解決に向けては、各地の地域特性を捉えた取り組み
　とすることが重要である

● 「CSR重要課題（原案）」選定項目
 ・「地場産業振興」や「九州地域の交流人口拡大」といった項目か
　らは、九州経済を元気にすることで、九電グループも共に成長
　していきたいというメッセージが感じられる
 ・「九電グループらしい」項目設定ができている

● 社会への発信
 ・「重要課題」は九電グループの「コミットメント（約束）」。社会か
　らの評価の向上に向けては「有言実行」が大切であり、積極的
　に発信していくべきである
 ・「重要課題」解決に向けて取り組んでいくことが、どのように社
　会への価値提供に繋がっていくかを見せることで、社会に対し
　て分かりやすくお伝えできる

　ステップ1で選定したCSR課題項目について、「ステークホルダーから
の期待度」と「九電グループの重要度」の2軸で相対的な評価を行い、
「CSR重要課題（原案）」を選定しました。選定に当たっては、「九電グ
ループの重要度」が相対的に低くとも、「ステークホルダーからの期待
度」が高い課題項目は「重要課題（原案）」に取り入れるなど、よりステー
クホルダーからの期待を重視したものとなるよう意識しました。

CSR課題項目の優先付けSTEP2
●「CSR重要課題（原案）」選定イメージ
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　昨今、国連における「持続可能な開発目標（SDGs）」の採択やESG投資の広がりなど、地球規模での社会的課題に対する関心
が急速に高まっています。そのような中、企業に対しても、課題解決の主体としての役割が強く期待されています。
　これらの経営環境認識を踏まえ、九電グループでは、ステークホルダーからの期待が特に高い課題を14項目の「CSR重要課
題」として特定しました。今後、九電グループは、「CSR重要課題」の解決に積極的に取り組んでいきます。

　社会的課題について、CSRに関するグローバル基準で重視される項目をベースとして、SDGsやESGに関する外部評価、政府
や九州の行政を主体として策定された成長戦略における課題認識などを織り込み、洗い出しを行いました。

　ステップ2で選定した「CSR重要課題（原案）」をもとに、社外有識者との意見交換を行い、専門的見地からのご意見をいただき
ました。いただいたご意見を反映させ、14項目の「CSR重要課題（案）」を選定しました。

九電グループのCSR重要課題の解決に向けた取り組みの詳細については“九電グループサステナビリティ報告書2019”を参照ください

社会的課題の洗い出し（CSR課題項目の選定）

TOPIC

九電グループのCSR重要課題の特定

関連するSDGs CSR重要課題持続可能な社会に向けての道筋テーマ

CO2排出量の抑制

再生可能エネルギーの開発・受入れ

電力の安定供給

原子力発電所の安全・安定運転

お客さまのニーズ・課題を踏まえたエネルギーサービス

地場産業の振興と雇用創出

九州地域の交流人口の拡大

生物多様性の保全

お年寄りや子どもにもやさしい社会への貢献

安全で強靭なまちづくり

イノベーションの創出

人材育成

働きやすい職場づくり

コーポレート・ガバナンスの実効性の確保

エネルギーサービスを通じた、
持続可能な社会の実現

地域特性を活かした、
九州の持続的な発展

チャレンジし続ける
人材・組織づくり

　お客さまの生活や経済活動に欠かすこ
とのできないエネルギーを、これからも安
定してお届けしていきます。
　そして、エネルギー情勢やお客さまニー
ズの多様化などの環境変化を先取りし、エ
ネルギーサービスを進化させていきます。

 我々のお届けするエネルギーを使ってい
ただくには、九州が元気で経済が活発で
あることが大前提です。
 九州が抱える課題に対して真摯に向き合
い、地域特性も踏まえた解決に挑戦してい
きます。

 九電グループの歴史を作ってきた原動力
はチャレンジ精神でした。
 経営環境が急激に大きく変化する中、こ
の変化をチャンスととらえて、これからも
チャレンジし続けます。

●九電グループのCSR重要課題

STEP1

社会的課題の抽出素材

グローバル基準

ＥＳＧ外部評価
・ ＤＪＳＩ
・ ＦＴＳＥ
・ ＭＳＣＩ

０００６２ＯＳＩ ・
・ ＧＲＩスタンダード
・ ＳＡＳＢ

ＳＤＧｓ

政府・九州の
成長戦略

ＣＳＲ先進企業
ベンチマーク

ＣＳＲ課題項目（33項目）

妥当性の検証（有識者との意見交換）STEP3

いただいた主なご意見

ご氏名所属・お役職

岡野 秀之 氏

竹ケ原 啓介 氏

（公財）九州経済調査協会 事業開発部長 兼 BIZCOLI 館長

（株）日本政策投資銀行 執行役員 産業調査本部 副本部長 
兼 経営企画部 サステナビリティ 経営室長

ご氏名所属・お役職

細田 悦弘 氏

三菱商事（株） サステナビリティ・CSR部長 藤村 武宏 氏

（株）ビスネット 代表／イオン九州（株） 社外取締役 久留 百合子 氏

高見 真智子 氏（株）サイズラーニング 代表取締役／NPO法人 GEWEL 理事

中央大学大学院 戦略経営研究科 フェロー／
（一社）日本能率協会 主任講師 

　ステップ3で選定した「CSR重要課題（案）」について、社長を委員長として経営層で構成する「CSR推進会議」にて審議のうえ妥
当性を確認し、14項目の「CSR重要課題」を特定しました。特定した「重要課題」については、社会動向や当社グループの経営環
境の変化などを踏まえ、必要に応じて見直しを図っていきます。

CSR重要課題の特定（会議体での審議・承認）STEP4

● 「CSR重要課題」特定プロセス
 ・グローバル基準や九電グループに直接届いた期待などから幅
　広く社会的課題を洗い出しており、網羅性が担保されている
 ・「ステークホルダーからの期待度」の評価に当たり、客観的な材
　料を用いて判断しており、妥当である

● 課題解決に向けた取り組み
 ・「重要課題」については、「経営ビジョン」など自社の経営戦略と
　しっかり紐づけ、九電グループ一体となって課題解決に積極的
　に取り組んでいくことが大事である
 ・地域課題の解決に向けては、各地の地域特性を捉えた取り組み
　とすることが重要である

● 「CSR重要課題（原案）」選定項目
 ・「地場産業振興」や「九州地域の交流人口拡大」といった項目か
　らは、九州経済を元気にすることで、九電グループも共に成長
　していきたいというメッセージが感じられる
 ・「九電グループらしい」項目設定ができている

● 社会への発信
 ・「重要課題」は九電グループの「コミットメント（約束）」。社会か
　らの評価の向上に向けては「有言実行」が大切であり、積極的
　に発信していくべきである
 ・「重要課題」解決に向けて取り組んでいくことが、どのように社
　会への価値提供に繋がっていくかを見せることで、社会に対し
　て分かりやすくお伝えできる

　ステップ1で選定したCSR課題項目について、「ステークホルダーから
の期待度」と「九電グループの重要度」の2軸で相対的な評価を行い、
「CSR重要課題（原案）」を選定しました。選定に当たっては、「九電グ
ループの重要度」が相対的に低くとも、「ステークホルダーからの期待
度」が高い課題項目は「重要課題（原案）」に取り入れるなど、よりステー
クホルダーからの期待を重視したものとなるよう意識しました。

CSR課題項目の優先付けSTEP2
●「CSR重要課題（原案）」選定イメージ
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རଉࢧ �01�� �9�1� ��00� ���1� �1�9� 2�2��2
੫ۚௐલظ७རӹຢ

੫ۚௐલظ७ଛࣦ ˚ �2901 92�99 �2��0 ����� �22�� ��091�
๏ਓ੫ �0�2� 1���9 22�0 ˚ 1���0 19��� 1��122
ձࣾגओʹؼଐ͢Δظ७རӹຢ

ձࣾגओʹؼଐ͢Δظ७ଛࣦ ˚ 11��9� ���99 �92�0 ����� �09�0 2��9��

ԁ ถυル

७རӹظͨΓג1
　ຢ1גͨΓظ७ଛࣦ = ˚ 2�2��� =1���1� =1�9�9� =1����� =���0� �0��2
જࣜגࡏௐ̍ޙ ७རӹຢظͨΓג

જࣜגࡏௐ̍ޙ ७ଛࣦظͨΓג � � 1�9��� 1���0� ����1 0��2
ͨΓג1 ʢֹී௨ࣜגʣ˞1 � � 1��00 20�00 �0�00 0�2�
ͨΓג1 ʢֹ"छ༏ઌࣜגʣ˞1 � � ��00000�00 ��00000�00 ��00000�00 �1�2���9

ɿۀࣄ ඦສԁ ઍถυル

૯࢈ࢿ =������� =����2�� =������1 =��100�� =��9�0�9 ���1�����
ʢ७ֹʣ࢈ࢿఆݻ 29��9�� �0����1 �1��911 �229��9 ����0�2 �012�1��
1ͷࣾ࠴ɾظआೖۚ 2������ 2������ 2��90�� 2�9909� 2���1�� 2�01����
७࢈ࢿ ��0990 �9990� ������ ���9�� ���2�0 �992�0�

ͱ͢Δࢿݪຊ༨ۚΛࢿͷͦͷଞ࣌ओ૯ձʹͯɺ201��݄�1גΕ͍ͯ·͢ɻͳ͓ɺ201��݄2�ͷ͞ࡌܝଐ͢Δֹ͕ۚؼʹརӹ্ͨ͠ܭʹۀࣄͨΓֹɺ֤ג1 1˞
ҎԼͷॆ͕ܾٞ͞Ε·ͨ͠ɻ
1�ࣜג�ԁ00મɺ"छ༏ઌࣜגͨΓۚɿී௨ג1���0�ԁ00મ˞̎

˞2 ྦྷੵະ"छ༏ઌΛؚΊɺ1גʹ͖ͭ�1�����ԁ00મͱ͠·ͨ͠ɻ

ച্ ऩӹʣʢԯԁʣۀʢӦߴ Ӧۀଛӹʗձࣾגओʹؼଐ͢Δظ७ଛӹʢԯԁʣ
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業績
　2019�݄ظͷ࿈݁ऩࢧʹ͍ͭͯ
ɺऩೖ໘Ͱɺ電ۀࣄؾʹ͓͍ͯɺ
ൢച電ྗྔͷݮগͳͲʹΑΓ電౮電ྗ
ྉ͕ݮগ͠·͕ͨ͠ɺ࠶Τωಛા๏ަ
ۚଞࣾൢച電ྗྉ͕૿Ճͨ͜͠ͱ
ͳͲ͔Βɺച্ߴ	Ӧۀऩӹ
લظʹ
ൺ2�9ˋ૿Ճ̎͠ஹ1�1ԯԁͱͳΓ·
ͨ͠ɻ
　Ұํɺࢧग़໘ͰɺグループҰମͱ
ͳͬͯඅ༻ݮʹऔΓΜͰ͍Δͳ͔ɺ
電ۀࣄؾʹ͓͍ͯɺ࠶ੜՄΤωル
Ϊー電͔ݯΒͷଞࣾߪೖ電ྗྉ͕૿Ճ
ͨ͜͠ͱɺൃྗࢠݪ電ॴͷఆظ
ʹڅڙૹ電ઃඋʹ͓͍ͯ҆ఆࠪݕ
ඞཁͳอશࣄΛ࣮ͨ͜͠ࢪͱͳͲ͔
ΒɺमસඅɺॾܦඅͳͲͷඅ༻͕૿Ճ
ͨ͜͠ͱʹΑΓɺӦۀඅ༻��0ˋ૿Ճ
̍͠ ஹ9�0�ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　Ҏ্ʹΑΓɺӦۀརӹલظʹൺ
গ͠���ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻݮˋ1��0
　·ͨɺӦۀ֎ऩӹɺݻఆ࢈ࢿച٫
ӹ૿Ճͨ͠ͷͷɺ࣋๏ʹΑΔ
ظগͨ͜͠ͱͳͲʹΑΓɺલݮརӹ͕ࢿ
ʹൺͯ���2ˋݮগ 1͠0�ԯԁͱͳΓ
·ͨ͠ɻӦۀ֎අ༻ɺւ֎ʹࢿ
ΔධՁଛͷ্ܭͳͲʹ͏࣋๏ʹΑ
Δࢿଛࣦ૿Ճͨ͠ͷͷɺࢧར

ଉ͕ݮগͨ͜͠ͱͳͲʹΑΓɺલظʹൺ
1��ˋݮগ͠���ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ
ൺʹظৗऩӹ͕લܦৗརӹɺܦ　
ͯ2��ˋ૿Ճ͠2ஹ2��ԯԁͱͳͬͨ
ͷͷɺܦৗඅ༻͕લظʹൺ���ˋ૿
Ճ 1͠ஹ9��0ԯԁͱͳͬͨ͜ͱ͔Βɺ
લظʹൺ2���ˋݮগ͠�2�ԯԁͱͳ
Γ·ͨ͠ɻ
　๏ਓ੫ɺલ܁ʹظԆ੫ۚ࢈ࢿΛ
Ճ্ͨ͜͠ܭͱʹΑΔӨڹͰɺ๏ਓ੫
ௐֹ͕૿Ճͨ͜͠ͱͳͲ͔Βɺલ
ͷ�1��ԯԁ͔Β૿Ճظ 1͠9�ԯԁͱͳ
Γ·ͨ͠ɻ
　Ҏ্ʹΑΓɺձࣾגओʹؼଐ͢Δ
ظ७རӹલظʹൺ����ˋݮগ͠
�09ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ·ͨɺ1גͨΓ
ظ७རӹ11���1ԁݮগ͠���0�ԁ
ͱͳΓ·ͨ͠ɻ

セグメント状況
（セグメント間の内部取引消去前）
ᶃ電ۀࣄؾ
　ൢച電ྗྔʹ͍ͭͯɺܖ電ྗͷ
ͳͲʹΑΓ�22ԯڹগஆౙͷӨݮ
L̬IͱͳΓɺલظʹൺ��9ˋͷݮগͱ
ͳΓ·ͨ͠ɻ
　Ұํɺڅڙ໘ʹ͍ͭͯɺ̐ྗࢠݪ
ͷ҆ఆՔಇʹՃ͑ɺՐྗɾ༲ਫͷج

૯߹తͳӡ༻ٴͼࠃͷルールʹͮ͘ج
ʹࢪͷ࣮ޚੜՄΤωルΪーग़ྗ੍࠶
ΑΓɺ҆ఆͯ͠電ྗΛ͓ಧ͚͢Δ͜ͱ͕
Ͱ͖·ͨ͠ɻ
ɺൢച電ߴʹ͍ͭͯɺച্ۀ　
ྗྔͷݮগͳͲʹΑΓ電౮電ྗྉ͕ݮ
গ͠·͕ͨ͠ɺ࠶Τωಛા๏ަۚ
ଞࣾൢച電ྗྉ͕૿Ճͨ͜͠ͱͳͲʹ
ΑΓɺલظʹൺ2�2ˋ૿Ճ̍͠ ஹ����
ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　ҰํɺӦۀඅ༻ɺグループҰମͱ
ͳͬͯඅ༻ݮʹऔΓΜͰ͍Δͳ͔ɺ
ߪΒͷଞ͔ࣾݯੜՄΤωルΪー電࠶
ೖ電ྗྉ͕૿Ճͨ͜͠ͱɺࢠݪ
ྗൃ電ॴͷఆࠪݕظૹ電ઃඋʹ
͓͍ͯ҆ఆڅڙʹඞཁͳอશࣄΛ࣮
අܦͱͳͲ͔Βɺमસඅɺॾͨ͜͠ࢪ
ͳͲͷඅ༻͕૿Ճͨ͜͠ͱͳͲʹΑΓɺ
���ˋ૿Ճ̍͠ஹ���9ԯԁͱͳΓ·͠
ͨɻ
　Ҏ্ʹΑΓɺӦۀརӹ2��2ˋݮগ
͠�1�ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ

ᶄΤωルΪーؔ࿈ۀࣄ
　ച্ߴɺൃ電ॴݐઃɾิमࣄͷ
૿Ճɺ九भҬ֎Ͱͷ電ྗൢചͷ૿Ճ
ͼ̡̣ٴ ̜ൢചʹΔऩೖͷ૿ՃͳͲʹ
ΑΓɺલظʹൺ1���ˋ૿Ճ͠21��ԯ

電灯

（百万kWh）

販売電力量の推移

注1 特定規模需要は、標準電圧6,000V以上、契約電力50kW以上
注2 2017年3月期から表示区分を変更

2019.3

72,219

45,688
26,531

85,883

5,718

50,911
29,254

83,392

5,545

48,675
29,172

87,474

5,748

50,575
31,151

85,352

5,475

49,887
29,990

83,787

5,204

49,074
29,509

84,450

5,291

49,367
29,792

81,279

4,867

47,894
28,518

79,210

4,744

46,366
28,100

78,619

50,084
28,535

2009.3 2010.3 2011.3 2012.3 2013.3 2014.3 2015.3 2016.3 2017.3 2018.3

76,775

48,173
28,603

電力 電力（特定規模需要除く） 電力（特定規模需要）

九भ電ྗࣜגձࣾٴͼ࿈݁ࢠձࣾ

財政状態及び経営成績の分析
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ԁɺӦۀརӹɺ2���ˋ૿Ճ 1͠��ԯԁ
ͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　ͳ͓ɺظʹ͓͍ͯɺӦۀ֎අ༻ʹ
ւ֎ΤωルΪーʹۀࣄΔࢿͷධՁ
ଛΛ্͍ͯ͠ܭ·͢ɻ

ᶅใ௨৴ۀࣄ
　ച্ߴɺใγεςϜ։ൃडୗͷ
গݮˋൺ1�2ʹظগͳͲʹΑΓɺલݮ

1͠0��ԯԁɺӦۀརӹɺ*P5αーϏ
εͷ։࢝ʹ͏ࠂએඅͷඅ༻ͷ
૿ՃͳͲ͋Γɺ����ˋݮগ͠��ԯԁ
ͱͳΓ·ͨ͠ɻ

ᶆͦͷଞͷۀࣄ
　ച্ߴɺෆಈൢ࢈ചʹΔऩೖͷ
૿ՃͳͲʹΑΓɺલظʹൺ1���ˋ૿
Ճ͠29�ԯԁɺӦۀརӹɺ2��9ˋ૿Ճ
͠�0ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ

財政状態
ᶃ࢈ࢿɺෛٴ࠴ͼ७࢈ࢿͷঢ়گ
ͼ༬ۚͳͲͷྲྀಈٴۚݱɺ࢈ࢿ　
ࢿগ͋Γ·͕ͨ͠ɺઃඋݮͷ࢈ࢿ
ͳͲʹΑΓݻఆ૿͕࢈ࢿՃͨ͜͠ͱ͔
Βɺલظʹൺ��9ԯԁ૿Ճ̐͠ஹ
�9�0ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ　
　ෛ࠴ɺະ੫ۚͷݮগ͋Γ·͠

͕ͨɺະͷࡁ༺೩ྉ࠶ॲཧڌग़
ۚඅͳͲͷͦͷଞͷྲྀಈෛ࠴࢈ࢿআ
ظ͕૿Ճͨ͜͠ͱͳͲ͔Βɺલ࠴ڈ
ʹൺ�2�ԯԁ૿Ճ̐͠ஹ12��ԯԁ
ͱͳΓ·ͨ͠ɻ༗རࢠෛߴ࠴ɺલ
2�1গ̏͠ஹ2ݮʹൺ20�ԯԁظ
ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　७࢈ࢿɺۚͷࢧ͋Γ·͠
͕ͨɺձࣾגओʹؼଐ͢Δظ७ར
ӹͷ্ܭͳͲʹΑΓɺલظʹൺ112
ԯԁ૿Ճ͠���2ԯԁͱͳΓɺࣗࢿݾ
ຊൺ1���ˋͱͳΓ·ͨ͠ɻ

ᶄΩϟογュɾϑϩーͷঢ়گ
　Ӧ׆ۀಈʹΑΔΩϟογュɾϑϩーɺ
電ۀࣄؾʹ͓͍ͯ೩ྉࢧग़ͷݮগ
͋Γ·͕ͨ͠ɺ電౮電ྗྉऩೖͷݮগ
ଞࣾߪೖ電ྗྉɺमસඅͷࢧग़ͷ૿
ՃʹՃ͑ɺফඅ੫๏ਓ੫ͷࢧ
ֹͷ૿ՃͳͲʹΑΓɺલظʹൺ�29
ԯԁऩೖ͕ݮগ͠2��0ԯԁͷऩೖͱ
ͳΓ·ͨ͠ɻ
　׆ࢿಈʹΑΔΩϟογュɾϑϩーɺ
ઃඋࢿ༥ࢿʹΑΔࢧग़ͷ૿Ճͳ
ͲʹΑΓɺલظʹൺ�2�ԯԁࢧग़͕
૿Ճ͠����ԯԁͷࢧग़ͱͳΓ·ͨ͠ɻ
ಈʹΑΔΩϟογュɾϑϩーɺ׆ࡒ　
ظआೖΕʹΑΔऩೖͷ૿ՃͳͲʹΑ

Γɺલظʹൺ�9�ԯԁࢧग़͕ݮগ͠ 
�0�ԯԁͷࢧग़ͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　Ҏ্ʹΑΓɺظͷٴۚݱͼۚݱ
ಉͷߴɺલظʹൺ120�
ԯԁݮগ͠2��2ԯԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ

32,231

47,940

6,394

総資産（億円） 有利子負債残高（億円） 自己資本比率（％）自己資本（億円）

連結の有利子負債残高と自己資本比率の推移

2019.3

13.313.3

25.725.7 26.426.4
25.425.4

19.719.7

11.911.9
10.510.5

9.09.0
10.110.121,106

20,047

20,894

41,108

40,541

41,854

24,832

29,107 31,167

33,379

32,248

44,280

45,265

45,498

47,847

47,482

10,624

10,547

10,717

8,703 5,396

4,755

4,315

4,799

33,139

32,438

45,875

47,100

5,509

6,291

2009.3 2010.3 2011.3 2012.3 2013.3 2014.3 2015.3 2016.3 2017.3 2018.3

12.012.0 13.413.4
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電気事業を
取り巻く
制度変更等

エネルギー政策については、エネルギーの需給に関する基本的な方針等を定める
「第5次エネルギー基本計画」が2018年7月に閣議決定されたことを受けて、この計画
を実現するための制度設計等の検討が進められている。
また、電力システム改革については、2020年4月に送配電部門の法的分離が予定さ

れており、更に、電力市場における更なる競争活性化と自由化の下での公益的課題へ
の対応の点から、ベースロード電源市場や容量市場、既に取引が開始されている非化
石価値取引市場の拡大等の詳細検討が進められている。
こうした電気事業を取り巻く制度の変更等に伴い、当社グループの業績は影響を受
ける可能性がある。

原子力発電を
取り巻く状況

販売電力量等の
変動

原子力
バックエンド等
に関するコスト

当社としては、エネルギーセキュリティ面や地球温暖化対策の観点から、原子力発電
は重要であると考えており、福島第一原子力発電所事故の教訓等を踏まえて施行され
た国の新規制基準を遵守することに加え、更なる安全性・信頼性向上への取組みを自
主的かつ継続的に進めている。併せて、地域の皆さまにご安心いただくための活動を
積極的に行っている。
しかしながら、特定重大事故等対処施設設置等の新規制基準への対応や原子力に
関する訴訟の結果等によっては、原子力発電所の長期停止や設備投資の増加などによ
り、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

電気事業における販売電力量は、景気動向、気温の変化のほか、住宅用太陽光発電
の普及や省エネの進展、電力市場における競争状況などによって変動することから、当
社グループの業績は影響を受ける可能性がある。
なお、出力変動の大きい太陽光発電の増加などにより、需給運用は影響を受けることがある。

　当社グループ(当社及び連結子会社)の経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、

以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。

1

3

燃料価格の変動
電気事業における燃料費は、火力発電燃料であるLNG、石炭などを国外から調達し

ているため、CIF価格及び為替レートの変動により影響を受ける。
ただし、燃料価格の変動を電気料金に反映させる燃料費調整制度により、燃料価格

の変動による当社グループの業績への影響は緩和されている。

4

原子力施設の廃止措置や使用済燃料の貯蔵・再処理・処分などの原子力バックエン
ド事業は、超長期の事業であり不確実性を伴うが、国の制度措置等により事業者のリス
クは一定程度低減されている。
しかしながら、原子力バックエンド等の費用は、今後の制度見直しや将来費用の見
積額の変更、使用済燃料の貯蔵の状況などによって変動することから、当杜グループの
業績は影響を受ける可能性がある。

5

地球温暖化対策
に関するコスト

当社グループは、地球温暖化への対応として、安全の確保を前提とした原子力発電の活
用、再生可能エネルギーの積極的な開発・導入、火力総合熱効率の維持・向上など、発電の
一層の低炭素化・高効率化に向けた取組みを進めているが、今後、地球温暖化に関する政
策の動向などによっては、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

6

2

繰延税金資産

連結貸借対照表に計上している繰延税金資産は、将来の課税所得の見積りに基づ

いて、その回収可能性を判断しているため、経営環境の変化等により将来の課税所得

の見積りが悪化する場合は、繰延税金資産を取り崩すことにより、当社グループの業績

は影響を受ける可能性がある。

金利の変動

情報の流出

自然災害等

コンプライアンス

当社グループの有利子負債残高は、2019年3月末時点で3兆2,231億円(総資産の
67%に相当)であり、今後の市場金利の変動により、当社グループの業績は影響を受け
る可能性がある。
ただし、有利子負債残高の96%が社債や長期借入金であり、その大部分を固定金利

で調達していることなどから、金利の変動による当社グループの業績への影響は限定
的と考えられる。

当社グループは、グループ各社が保有する社内情報や個人情報について、厳格な管
理体制を構築し、情報セキュリティを確保するとともに、情報の取扱い等に関する規程
類の整備・充実や従業員等への周知・徹底を図るなど、情報管理を徹底している。
しかしながら、コンピュータウイルスによる感染やサイバー攻撃などにより社内情
報や個人情報が流出した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性が
ある。

当社グループは、お客さまに電力を安定的に供給するため、設備の点検・修繕を計画
的に実施し、トラブルの未然防止に努めている。しかしながら、台風、集中豪雨、地震・津
波等の自然災害、又は事故や不法行為等により、設備の損傷や発電所の長期停止など
が発生した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。
また、当社グループは、危機管理体制を整備し、事業運営に重大な影響を及ぼす様々

な危機に備えているが、危機に対し適切に対応ができなかった場合には、当社グループ
の業績は影響を受ける可能性がある。

当社グループは、ステークホルダーの皆さまに信頼していただけるよう、グループ一
体となってコンプライアンス意識の徹底を図り、法令遵守はもとより、お客さまや地域
の皆さまの視点に立った事業活動に取り組んでいるが、コンプライアンスに反する行
為により社会的信用の低下などが発生した場合には、当社グループの業績は影響を受
ける可能性がある。
当社グループは、引き続きステークホルダーの皆さまとの信頼関係構築に取り組ん

でいく。

8

電気事業以外の
事業

当社グループは、グループ各杜の保有する経営資源を活用し、電気事業以外の事業
(海外事業を含む)についても着実に展開していくことにより、収益基盤の充実を図って
いる。事業運営にあたっては、収益性を重視し、効率性の向上と成長性の追求に努めて
いるが、国内外の事業環境の悪化等により計画どおりの収益が確保できない場合に
は、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

7

9

10

11

12

事業等のリスク
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電気事業を
取り巻く
制度変更等

エネルギー政策については、エネルギーの需給に関する基本的な方針等を定める
「第5次エネルギー基本計画」が2018年7月に閣議決定されたことを受けて、この計画
を実現するための制度設計等の検討が進められている。
また、電力システム改革については、2020年4月に送配電部門の法的分離が予定さ

れており、更に、電力市場における更なる競争活性化と自由化の下での公益的課題へ
の対応の点から、ベースロード電源市場や容量市場、既に取引が開始されている非化
石価値取引市場の拡大等の詳細検討が進められている。
こうした電気事業を取り巻く制度の変更等に伴い、当社グループの業績は影響を受
ける可能性がある。

原子力発電を
取り巻く状況

販売電力量等の
変動

原子力
バックエンド等
に関するコスト

当社としては、エネルギーセキュリティ面や地球温暖化対策の観点から、原子力発電
は重要であると考えており、福島第一原子力発電所事故の教訓等を踏まえて施行され
た国の新規制基準を遵守することに加え、更なる安全性・信頼性向上への取組みを自
主的かつ継続的に進めている。併せて、地域の皆さまにご安心いただくための活動を
積極的に行っている。
しかしながら、特定重大事故等対処施設設置等の新規制基準への対応や原子力に
関する訴訟の結果等によっては、原子力発電所の長期停止や設備投資の増加などによ
り、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

電気事業における販売電力量は、景気動向、気温の変化のほか、住宅用太陽光発電
の普及や省エネの進展、電力市場における競争状況などによって変動することから、当
社グループの業績は影響を受ける可能性がある。
なお、出力変動の大きい太陽光発電の増加などにより、需給運用は影響を受けることがある。

　当社グループ(当社及び連結子会社)の経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、

以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。

1

3

燃料価格の変動
電気事業における燃料費は、火力発電燃料であるLNG、石炭などを国外から調達し

ているため、CIF価格及び為替レートの変動により影響を受ける。
ただし、燃料価格の変動を電気料金に反映させる燃料費調整制度により、燃料価格

の変動による当社グループの業績への影響は緩和されている。

4

原子力施設の廃止措置や使用済燃料の貯蔵・再処理・処分などの原子力バックエン
ド事業は、超長期の事業であり不確実性を伴うが、国の制度措置等により事業者のリス
クは一定程度低減されている。
しかしながら、原子力バックエンド等の費用は、今後の制度見直しや将来費用の見
積額の変更、使用済燃料の貯蔵の状況などによって変動することから、当杜グループの
業績は影響を受ける可能性がある。

5

地球温暖化対策
に関するコスト

当社グループは、地球温暖化への対応として、安全の確保を前提とした原子力発電の活
用、再生可能エネルギーの積極的な開発・導入、火力総合熱効率の維持・向上など、発電の
一層の低炭素化・高効率化に向けた取組みを進めているが、今後、地球温暖化に関する政
策の動向などによっては、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

6

2

繰延税金資産

連結貸借対照表に計上している繰延税金資産は、将来の課税所得の見積りに基づ

いて、その回収可能性を判断しているため、経営環境の変化等により将来の課税所得

の見積りが悪化する場合は、繰延税金資産を取り崩すことにより、当社グループの業績

は影響を受ける可能性がある。

金利の変動

情報の流出

自然災害等

コンプライアンス

当社グループの有利子負債残高は、2019年3月末時点で3兆2,231億円(総資産の
67%に相当)であり、今後の市場金利の変動により、当社グループの業績は影響を受け
る可能性がある。
ただし、有利子負債残高の96%が社債や長期借入金であり、その大部分を固定金利

で調達していることなどから、金利の変動による当社グループの業績への影響は限定
的と考えられる。

当社グループは、グループ各社が保有する社内情報や個人情報について、厳格な管
理体制を構築し、情報セキュリティを確保するとともに、情報の取扱い等に関する規程
類の整備・充実や従業員等への周知・徹底を図るなど、情報管理を徹底している。
しかしながら、コンピュータウイルスによる感染やサイバー攻撃などにより社内情
報や個人情報が流出した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性が
ある。

当社グループは、お客さまに電力を安定的に供給するため、設備の点検・修繕を計画
的に実施し、トラブルの未然防止に努めている。しかしながら、台風、集中豪雨、地震・津
波等の自然災害、又は事故や不法行為等により、設備の損傷や発電所の長期停止など
が発生した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。
また、当社グループは、危機管理体制を整備し、事業運営に重大な影響を及ぼす様々

な危機に備えているが、危機に対し適切に対応ができなかった場合には、当社グループ
の業績は影響を受ける可能性がある。

当社グループは、ステークホルダーの皆さまに信頼していただけるよう、グループ一
体となってコンプライアンス意識の徹底を図り、法令遵守はもとより、お客さまや地域
の皆さまの視点に立った事業活動に取り組んでいるが、コンプライアンスに反する行
為により社会的信用の低下などが発生した場合には、当社グループの業績は影響を受
ける可能性がある。
当社グループは、引き続きステークホルダーの皆さまとの信頼関係構築に取り組ん

でいく。

8

電気事業以外の
事業

当社グループは、グループ各杜の保有する経営資源を活用し、電気事業以外の事業
(海外事業を含む)についても着実に展開していくことにより、収益基盤の充実を図って
いる。事業運営にあたっては、収益性を重視し、効率性の向上と成長性の追求に努めて
いるが、国内外の事業環境の悪化等により計画どおりの収益が確保できない場合に
は、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

7

9

10

11

12

事
業
等
の
リ
ス
ク
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( 単位：百万円 )

資産の部

固定資産

電気事業固定資産

水力発電設備

汽力発電設備

原子力発電設備

内燃力発電設備

新エネルギー等発電設備

送電設備

変電設備

配電設備

業務設備

その他の電気事業固定資産

その他の固定資産

固定資産仮勘定

建設仮勘定及び除却仮勘定

原子力廃止関連仮勘定

使用済燃料再処理関連加工仮勘定

核燃料

装荷核燃料

加工中等核燃料

投資その他の資産

長期投資

退職給付に係る資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金（貸方）

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

たな卸資産

その他

貸倒引当金（貸方）

前連結会計年度
(2018年3月31日)

4,026,352

2,286,481

266,103

202,670

221,677

16,021

15,334

607,864

213,082

625,502

112,405

5,819

381,712

595,820

561,296

19,226

15,297

271,742

64,732

207,009

490,596

153,839

15,760

195,713

126,551

△1,268

683,720

345,701

216,117

70,039

52,715

△853

当連結会計年度
(2019年３月31日)

4,188,492

2,388,366

256,516

184,455

357,642

18,485

13,814

590,832

210,092

628,549

115,402

12,574

368,086

665,622

587,629

45,592

32,400

267,824

47,529

220,294

498,592

155,767

14,099

189,892

140,750

△1,916

605,547

218,236

228,132

91,827

68,120

△769

資産合計 4,710,073 4,794,039

連結貸借対照表
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( 単位：百万円 )

資産の部

固定資産

電気事業固定資産

水力発電設備

汽力発電設備

原子力発電設備

内燃力発電設備

新エネルギー等発電設備

送電設備

変電設備

配電設備

業務設備

その他の電気事業固定資産

その他の固定資産

固定資産仮勘定

建設仮勘定及び除却仮勘定

原子力廃止関連仮勘定

使用済燃料再処理関連加工仮勘定

核燃料

装荷核燃料

加工中等核燃料

投資その他の資産

長期投資

退職給付に係る資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金（貸方）

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

たな卸資産

その他

貸倒引当金（貸方）

前連結会計年度
(2018年3月31日)

4,026,352

2,286,481

266,103

202,670

221,677

16,021

15,334

607,864

213,082

625,502

112,405

5,819

381,712

595,820

561,296

19,226

15,297

271,742

64,732

207,009

490,596

153,839

15,760

195,713

126,551

△1,268

683,720

345,701

216,117

70,039

52,715

△853

当連結会計年度
(2019年３月31日)

4,188,492

2,388,366

256,516

184,455

357,642

18,485

13,814

590,832

210,092

628,549

115,402

12,574

368,086

665,622

587,629

45,592

32,400

267,824

47,529

220,294

498,592

155,767

14,099

189,892

140,750

△1,916

605,547

218,236

228,132

91,827

68,120

△769

資産合計 4,710,073 4,794,039

( 単位：百万円 )

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

負債の部

固定負債

社債

長期借入金

災害復旧費用引当金

退職給付に係る負債

資産除去債務

繰延税金負債

その他

流動負債

1年以内に期限到来の固定負債

短期借入金

支払手形及び買掛金

未払税金

災害復旧費用引当金

その他

特別法上の引当金

渇水準備引当金

負債合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

非支配株主持分

純資産合計

負債純資産合計

3,078,137

1,074,496

1,624,600

５８

95,605

221,372

1,597

60,405

969,282

437,675

117,371

81,987

45,875

572

285,799

8,690

8,690

4,056,110

639,966

237,304

120,825

282,504

△668

△10,825

4,369

△1,412

△1,905

△11,876

24,822

653,963

4,710,073

3,105,099

1,089,897

1,576,280

ー

99,600

264,166

3,682

71,472

1,014,731

452,478

115,063

70,270

20,346

ー

356,572

8,958

8,958

4,128,789

657,162

237,304

120,831

300,551

△1,524

△17,726

4,090

△4,306

△3,582

△13,928

25,814

665,250

4,794,039

連
結
貸
借
対
照
表
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( 単位：百万円 )

前連結会計年度
(2017年４月１日から

　 2018年３月31日まで)

当連結会計年度
(2018年４月１日から

　 2019年３月31日まで)

営業収益

電気事業営業収益

その他事業営業収益

営業費用

電気事業営業費用

その他事業営業費用

営業利益

営業外収益

受取配当金

受取利息

固定資産売却益

持分法による投資利益

営業外費用

支払利息

持分法による投資損失

税金等調整前当期純利益 73,558 52,276

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

1,960,359

1,804,418

155,940

1,857,235

1,713,322

143,913

103,123

15,848

4,072

314

605

7,257

3,597

45,293

33,416

ー

15,170

△29,640

△14,470

88,028

1,371

86,657

2,017,181

1,844,850

172,331

1,930,606

1,771,776

158,829

86,575

10,432

3,761

439

1,368

ー

4,862

44,463

31,397

2,822

9,905

9,868

19,773

32,502

1,532

30,970

その他

当期経常収益合計

当期経常費用合計

経常利益

渇水準備金引当又は取崩し

11,877

1,976,208

1,902,529

73,678

119

119

10,243

2,027,614

1,975,070

52,544

268

268渇水準備金引当

その他

連結損益計算書
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( 単位：百万円 )

前連結会計年度
(2017年４月１日から

　 2018年３月31日まで)

当連結会計年度
(2018年４月１日から

　 2019年３月31日まで)

営業収益

電気事業営業収益

その他事業営業収益

営業費用

電気事業営業費用

その他事業営業費用

営業利益

営業外収益

受取配当金

受取利息

固定資産売却益

持分法による投資利益

営業外費用

支払利息

持分法による投資損失

税金等調整前当期純利益 73,558 52,276

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

1,960,359

1,804,418

155,940

1,857,235

1,713,322

143,913

103,123

15,848

4,072

314

605

7,257

3,597

45,293

33,416

ー

15,170

△29,640

△14,470

88,028

1,371

86,657

2,017,181

1,844,850

172,331

1,930,606

1,771,776

158,829

86,575

10,432

3,761

439

1,368

ー

4,862

44,463

31,397

2,822

9,905

9,868

19,773

32,502

1,532

30,970

その他

当期経常収益合計

当期経常費用合計

経常利益

渇水準備金引当又は取崩し

11,877

1,976,208

1,902,529

73,678

119

119

10,243

2,027,614

1,975,070

52,544

268

268渇水準備金引当

その他

( 単位：百万円 )

前連結会計年度
(2017年４月１日から

　 2018年３月31日まで)

当連結会計年度
(2018年４月１日から

　 2019年３月31日まで)

当期純利益

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整額

持分法適用会社に対する持分相当額

その他の包括利益合計

包括利益

（内訳）

親会社株主に係る包括利益

非支配株主に係る包括利益

88,028

462

△178

1,448

6,598

231

8,562

96,591

95,276

1,314

32,502

△113

△3,155

△3,536

△1,954

△1,146

△9,905

22,597

21,257

1,339

連
結
損
益
計
算
書
・
連
結
包
括
利
益
計
算
書

連結包括利益計算書
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 237,304

3,597

772

772

4,369

△1,389

△23

△23

△1,412

△3,590

1,684

1,684

△1,905

△18,062

6,185

6,185

△11,876

△19,444

8,619

8,619

△10,825

23,611

1,210

1,210

24,822

574,577

9,829

△17,099

86,657

△19

79,386

653,963

120,844 212,945 570,410

△17,099

86,657

△685

△19 △19

36 15

86,657

69,558 69,556

△17,099

△19

120,825 282,504 639,966△668237,304

当期変動額

－ －

－

16

－

剰余金の配当

自己株式の取得

自己株式の処分 △21

2 2

当期変動額合計 －

当期末残高

その他の包括利益累計額

純資産合計

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

持分法適用会社増加に伴う
増加高

株式交換による変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益

当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

自己株式の取得

自己株式の処分

株式交換による変動額

当期変動額合計

当期末残高

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－持分法適用会社増加に伴う
増加高

親会社株主に帰属する
当期純利益

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

非支配
株主持分

－

15

2

લ࿈݁ձܭ
ʢ201�̐ ݄̍ ͔Β201�̏ ݄�1·Ͱʣ

連結株主資本等変動計算書
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 237,304

4,369

△278

△278

4,090

△1,412

△2,893

△2,893

△4,306

△1,905

△1,677

△1,677

△3,582

△11,876

△2,051

△2,051

△13,928

△10,825

△6,900

△6,900

△17,726

24,822

991

991

25,814

653,963

△5,908

2,425

△15,349

30,970

△857

11,286

665,250

120,825 282,504 639,966

△15,349

30,970

△668

△857 △857

1 －

30,970

△15,349

18,046 17,195

2,425 2,425

5

120,831 300,551 657,162△1,524237,304

当期変動額

5 5

△856

剰余金の配当

自己株式の取得

自己株式の処分 －

－

当期変動額合計 －

当期末残高

その他の包括利益累計額

純資産合計

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

持分法適用会社増加に伴う
増加高

株式交換による変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益

当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

自己株式の取得

自己株式の処分

株式交換による変動額

当期変動額合計

当期末残高

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

持分法適用会社増加に伴う
増加高

親会社株主に帰属する
当期純利益

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

非支配
株主持分

5

－

－

࿈݁ձܭ
ʢ201�̐ ݄̍ ͔Β2019̏ ݄�1·Ͱʣ
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189,396
△190,000
150,414
△217,915
△1,200
△17,065
△3,962
△90,334
2,134

△53,955
419,831

ー
365,875

73,558
200,489
4,603
821
9,965
7,999
3,559
119

△4,387
33,416
△605
△7,257
△25,108
△5,693
22,983
38,378
35,775
388,617
7,298

△33,987
△5,932
355,995

△352,763
24,905
△6,518
12,340
284

△321,751

( 単位：百万円 )

前連結会計年度
(2017年４月１日から
　 2018年３月31日まで)

当連結会計年度
(2018年４月１日から
　 2019年３月31日まで)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
原子力発電施設解体費
原子力廃止関連仮勘定償却費
核燃料減損額
固定資産除却損
退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
渇水準備引当金の増減額（△は減少）
受取利息及び受取配当金
支払利息
固定資産売却益
持分法による投資損益（△は益）
売上債権の増減額（△は増加）
たな卸資産の増減額（△は増加）
仕入債務の増減額（△は減少）
未払又は未収消費税等の増減額
その他
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出
工事負担金等受入による収入
投融資による支出
投融資の回収による収入
その他
投資活動によるキャッシュ・フロー

52,276
213,201
10,557
873

24,988
5,843
988
268

△4,201
31,397
△1,368
2,822

△12,546
△20,508
△12,493
△16，171
51,443
327,368
7,351

△32,333
△19,367
283,020

△377，408
40,751
△27,318
9,996

△10,362
△364，341

財務活動によるキャッシュ・フロー
社債の発行による収入
社債の償還による支出
長期借入れによる収入
長期借入金の返済による支出
短期借入金の純増減額（△は減少）
配当金の支払額
その他
財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

209,288
△219,800
200,514

△207，582
△2，311
△15,300
△5,525
△40,716
1,426

△120，611
365,875

9
245,273

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

連結キャッシュ・フロー計算書
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189,396
△190,000
150,414
△217,915
△1,200
△17,065
△3,962
△90,334
2,134

△53,955
419,831

ー
365,875

73,558
200,489
4,603
821
9,965
7,999
3,559
119

△4,387
33,416
△605
△7,257
△25,108
△5,693
22,983
38,378
35,775
388,617
7,298

△33,987
△5,932
355,995

△352,763
24,905
△6,518
12,340
284

△321,751

( 単位：百万円 )

前連結会計年度
(2017年４月１日から
　 2018年３月31日まで)

当連結会計年度
(2018年４月１日から
　 2019年３月31日まで)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
原子力発電施設解体費
原子力廃止関連仮勘定償却費
核燃料減損額
固定資産除却損
退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
渇水準備引当金の増減額（△は減少）
受取利息及び受取配当金
支払利息
固定資産売却益
持分法による投資損益（△は益）
売上債権の増減額（△は増加）
たな卸資産の増減額（△は増加）
仕入債務の増減額（△は減少）
未払又は未収消費税等の増減額
その他
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出
工事負担金等受入による収入
投融資による支出
投融資の回収による収入
その他
投資活動によるキャッシュ・フロー

52,276
213,201
10,557
873

24,988
5,843
988
268

△4,201
31,397
△1,368
2,822

△12,546
△20,508
△12,493
△16，171
51,443
327,368
7,351

△32,333
△19,367
283,020

△377，408
40,751
△27,318
9,996

△10,362
△364，341

財務活動によるキャッシュ・フロー
社債の発行による収入
社債の償還による支出
長期借入れによる収入
長期借入金の返済による支出
短期借入金の純増減額（△は減少）
配当金の支払額
その他
財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

209,288
△219,800
200,514

△207，582
△2，311
△15,300
△5,525
△40,716
1,426

△120，611
365,875

9
245,273

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

原子力発電（2か所／最大出力 4,699,000kW）
発電所名 最大出力（kW） 運転開始年月 形式 所在地

玄海 2,919,000 （559,000×1 1,180,000×2） 1981年 3月 加圧水型軽水炉 佐賀県東松浦郡玄海町
川内 1,780,000（890,000×2） 1984年 7月 加圧水型軽水炉 鹿児島県薩摩川内市

地熱発電（6か所／最大出力 207,800kW）
発電所名 最大出力（kW） 運転開始年月 所在地

滝上 27,500 1996年11月 大分県玖珠郡九重町
大岳 12,500 1967年 8月 大分県玖珠郡九重町
八丁原 110,000 1977年 6月 大分県玖珠郡九重町
八丁原バイナリー 2,000 2006年 4月 大分県玖珠郡九重町
大霧 25,800 1996年 3月 鹿児島県霧島市
山川 30,000 1995年 3月 鹿児島県指宿市

火力発電（8か所／最大出力 9,960,000kW）　
発電所名 最大出力（kW） 運転開始年月 主要燃料 所在地

新小倉 1,800,000 （600,000×3） 1978年 9月 LNG 福岡県北九州市小倉北区
苅田 360,000（360,000×1） 2001年 7月 石炭 福岡県京都郡苅田町
豊前 1,000,000（500,000×2） 1977年12月 重油・原油 福岡県豊前市
松浦 700,000（700,000×1） 1989年 6月 石炭 長崎県松浦市
相浦 875,000（375,000×1 500,000×1） 1973年 4月 重油・原油 長崎県佐世保市
新大分 2,825,000（115,000×6 230,000×4 245,000×3 480,000×1） 1991年 6月 LNG 大分県大分市
苓北 1,400,000（700,000×2） 1995年12月 石炭 熊本県天草郡苓北町
川内 1,000,000（500,000×2） 1974年 7月 重油・原油 鹿児島県薩摩川内市

水力発電（143か所／最大出力 3,579,851kW） 
発電所名 最大出力（kW） 運転開始年月 方式 所在地

天山 600,000 （300,000×2） 1986年12月 ダム水路式（純揚水） 佐賀県唐津市
松原 50,600 1971年 8月 ダム式 大分県日田市
柳又 63,800 1973年 6月 ダム水路式 大分県日田市
大平 500,000（250,000×2） 1975年12月 ダム水路式（純揚水） 熊本県八代市
上椎葉 93,200 1955年 5月 ダム水路式 宮崎県東臼杵郡椎葉村
岩屋戸 52,000 1942年 1月 ダム水路式 宮崎県東臼杵郡椎葉村
塚原 63,050 1938年10月 ダム水路式 宮崎県東臼杵郡諸塚村
諸塚 50,000 1961年 2月 ダム水路式 宮崎県東臼杵郡諸塚村
一ツ瀬 180,000 1963年 6月 ダム水路式 宮崎県西都市
大淀川第一 55,500 1926年 1月 ダム式 宮崎県都城市
大淀川第二 71,300 1932年 3月 ダム水路式 宮崎県宮崎市
小丸川 1,200,000（300,000×4） 2007年 7月 ダム水路式（純揚水） 宮崎県児湯郡木城町

※出力 5 万 kW 以上の発電所を記載

※出力 5 万 kW 以上の発電所を記載

内燃力発電（33か所／最大出力 395,050kW）　注：離島のガスタービンを含む
発電所名 最大出力（kW） 運転開始年月 所在地

新有川 60,000 1982年 6月 長崎県南松浦郡新上五島町
豊玉 50,000 1978年 6月 長崎県対馬市
竜郷 60,000 1980年 6月 鹿児島県大島郡龍郷町

風力発電（2か所／最大出力 3,250kW）
発電所名 最大出力（kW） 運転開始年月 所在地

甑島風力 250 2003年 3月 鹿児島県薩摩川内市
野間岬ウインドパーク 3,000 2003年 3月 鹿児島県南さつま市

※自社分の設備のみ記載　※運転開始年月は運転中の中で最も古い号機の年月を記載
※玄海原子力発電所２号機（559,000kW）については、電気事業法第27条の27に基づく届出を行い、2019年４月９日付けで廃止
※豊前発電所1号機（500,000kW）については、電気事業法第27条の27に基づく届出を行い、2019年6月30日付けで廃止
※相浦発電所１号機（375,000kW）、２号機（500,000kW）については、電気事業法第27条の27に基づく届出を行い、2019年４月30日付けで廃止
※野間岬ウインドパーク（3,000kW）については、電気事業法第27条の27に基づく届出を行い、2019年４月１日付けで廃止

連
結
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
／
発
電
設
備
の
概
要

（2019年3月31日現在）
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連結子会社（45社）

会社名 資本金
（百万円）

議決権の
所有割合
（％）

主な事業内容

九州におけるエネルギー事業
大分エル・エヌ・ジー株式会社 7,500 98.0 液化天然ガスの受入、貯蔵、気化、送出及び販売
九電みらいエナジー株式会社 3,004 100.0 再生可能エネルギー事業、エネルギー供給
北九州エル・エヌ・ジー株式会社 4,000 75.0 液化天然ガスの受入、貯蔵、気化、送出及び販売
パシフィック・ホープ・シッピング・リミテッド 4,071 60.0 LNG船の購入、保有、運航、定期傭船（貸出）
串間ウインドヒル株式会社 2,821 51.0 風力発電による電力の販売
西日本環境エネルギー株式会社 1,054 100.0 エネルギー有効利用コンサルティング及び環境保全に関する調査・研究
九州林産株式会社 490 100.0 発電所等の緑化工事
長島ウインドヒル株式会社 490 86.0 風力発電による電力の販売
株式会社福岡エネルギーサービス 490 80.0 熱供給事業
九電テクノシステムズ株式会社 327 85.2 電気機械器具の製造、販売及び電気計測機器の整備、保守管理
株式会社九電ハイテック 200 100.0 電力設備の保守及び補修
西日本空輸株式会社 360 54.7 航空機による貨物の輸送
西日本プラント工業株式会社 150 85.0 発電所の建設及び保修工事
九州高圧コンクリート工業株式会社 240 51.3 コンクリートポールの生産及び販売
九電産業株式会社 117 100.0 発電所の環境保全関連業務
みやざきバイオマスリサイクル株式会社 100 42.0 鶏糞を燃料とした発電事業
西日本技術開発株式会社 40 100.0 土木・建築工事の調査及び設計
光洋電器工業株式会社 20 97.3 高低圧碍子等の製造及び販売
西技工業株式会社 20 74.0 水力発電所の水路保守
下関バイオマスエナジー合同会社 1 100.0 バイオマス発電による電力の販売

海外におけるエネルギー事業
株式会社キューデン・インターナショナル 23,150 100.0 海外電気・ガスその他のエネルギー事業を営む会社の

有価証券取得及び保有

キュウシュウ・エレクトリック・オーストラリア社 214
百万米ドル 100.0 キュウシュウ・エレクトリック・ウィートストーン社の株

式保有、管理（資金、税務、会計等）

キュウシュウ・エレクトリック・ウィートストーン社 201
百万米ドル 100.0 ウィートストーンLNGプロジェクトの鉱区権益・資産保有、

生産物引取・販売

キューデン・サルーラ 166
百万シンガポールドル 100.0 地熱発電事業

キューデン・インターナショナル・ネザランド 6,545 100.0 海外電気事業会社の有価証券の取得及び保有

九電新桃投資股份有限公司 2,400
百万台湾ドル 100.0 新桃IPP事業会社への出資

キューデン・バースボロー 1
米ドル 100.0 海外電気事業会社への出資、及び有価証券の取得並びに保有

キューデン・インターナショナル・クリーン ー 100.0 海外電気事業会社への出資
キューデン・インターナショナル・サウスフィールド・エナジー ー 100.0 海外電気事業会社への出資

情報通信事業
株式会社QTnet 22,020 100.0 電気通信回線の提供
株式会社キューデンインフォコム 480 100.0 IT企画・コンサルティング及びデータセンター事業
ニシム電子工業株式会社 300 100.0 電気通信機器製造販売、工事及び保守
九電ビジネスソリューションズ株式会社 100 100.0 情報システム開発、運用及び保守
株式会社アール・ケー・ケー・コンピューター・サービス 100 61.3 コンピューターソフトウェアの開発及び販売

生活サービス事業
株式会社電気ビル 3,395 91.9 不動産の管理及び賃貸
株式会社キューデン・グッドライフ 300 100.0 有料老人ホーム経営及び介護サービス事業
株式会社キャピタル・キューデン 285 100.0 有価証券の取得、保有及び事業資金の貸付
株式会社キューデン・グッドライフ熊本 200 100.0 有料老人ホーム経営及び介護サービス事業
株式会社九電ビジネスフロント 100 100.0 人材派遣及び有料職業紹介事業
株式会社キューデン・グッドライフ福岡浄水 100 100.0 有料老人ホーム経営及び介護サービス事業
株式会社キューデン・グッドライフ鹿児島 100 90.0 有料老人ホーム経営及び介護サービス事業
株式会社キューデン・グッドライフ東福岡 100 70.0 有料老人ホーム経営及び介護サービス事業
九電不動産株式会社 32 98.4 不動産の賃貸及び用地業務の受託
株式会社九電ビジネスパートナー 30 100.0 事務業務の受託及びコンサルティング
九州メンテナンス株式会社 10 82.0 不動産の清掃、保守

（2019年3月31日現在）
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持分法適用非連結子会社及び持分法適用関連会社（28社）

会社名 資本金
（百万円）

議決権の
所有割合
（％）

主な事業内容

九州におけるエネルギー事業
戸畑共同火力株式会社 9,000 50.0 火力発電事業
株式会社九電工 12,561 22.7 電気工事
株式会社福岡クリーンエナジー 5,000 49.0 廃棄物の処理及び電気・熱の供給
大分共同火力株式会社 4,000 50.0 火力発電事業
九州冷熱株式会社 450 50.0 液化酸素、液化窒素及び液化アルゴンの製造販売
株式会社キューヘン 225 35.9 電気機械器具の製造及び販売
誠新産業株式会社 200 27.3 電気機械器具の販売
株式会社プラズワイヤー 50 100.0 溶射（塗装）工事
西九州共同港湾株式会社 50 50.0 揚運炭設備の維持管理及び運転業務
株式会社九建 100 15.2 送電線路の建設及び保修工事
西日本電気鉄工株式会社 30 33.5 鉄塔・鉄構類の設計、製作及び販売
鷲尾岳風力発電株式会社 10 100.0 風力発電による電力の販売
西技測量設計株式会社 10 100.0 土木建築の調査、測量、設計、製図、工事管理
宗像アスティ太陽光発電株式会社 10 100.0 太陽光発電による電力の販売
奄美大島風力発電株式会社 10 75.0 風力発電による電力の販売

海外におけるエネルギー事業
キューデン・イリハン・ホールディング・コーポレーション 3

百万米ドル 100.0 イリハンIPP事業会社への出資

ライオン・パワー（2008） 1,161
百万シンガポールドル 21.4 海外電気事業会社への出資

エレクトリシダ・アギラ・デ・トゥクスパン社 641
百万メキシコペソ 50.0 天然ガスを燃料とした発電事業

キュウシュウ・トウホク・エンリッチメント・インベスティング社 62
百万ユーロ 50.0 ウラン濃縮事業への投資

エレクトリシダ・ソル・デ・トゥクスパン社 493
百万メキシコペソ 50.0 天然ガスを燃料とした発電事業

生活サービス事業
九州高原開発株式会社 300 100.0 ゴルフ場の経営
九州住宅保証株式会社 272 33.3 建物に関する性能についての審査、評価及び保証業務
株式会社九州字幕放送共同制作センター 60 78.3 字幕など映像用データの企画、制作及び情報提供サービス
福岡エアポートホールディングス株式会社 100 27.7 空港運営事業への投資
株式会社オークパートナーズ 3 100.0 不動産の受託管理

情報通信事業
株式会社RKKCSソフト 10 100.0 コンピューターソフトウェアの開発及び販売

環境・リサイクル事業
株式会社ジェイ・リライツ 100 100.0 使用済蛍光管等のリサイクル事業
記録情報マネジメント株式会社 80 98.1 機密文書のリサイクル事業

関
係
会
社
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会社名：  九州電力株式会社
本店：  福岡市中央区渡辺通二丁目1番82号
 電話番号　092-761-3031
東京支社： 東京都千代田区有楽町一丁目7番1号 
 電話番号　03-3281-4931

設立年月日： 1951年5月1日
資本金： 2,373億円
従業員：  12,947人

発行可能株式総数： 1,000,000,000株
 普通株式 1,000,000,000株
 Ａ種優先株式 1,000株
発行済株式総数：  普通株式 474,183,951株
 Ａ種優先株式 1,000株
株主総数： 普通株式 136,683人
 Ａ種優先株式　　1人

定時株主総会： 6月
事業年度： 4月1日から翌年3月31日まで
上場証券取引所： 東京、福岡（証券コード9508）
株主名簿管理人： 東京都千代田区丸の内
 一丁目4番1号
 三井住友信託銀行株式会社
会計監査人：  有限責任監査法人トーマツ

会社概要

株式情報

 株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 31,439 6.63
明治安田生命保険相互会社 22,882 4.83
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 18,988 4.01
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 13,106 2.77
日本生命保険相互会社  11,810 2.49
九栄会  10,677 2.25
株式会社みずほ銀行

※

  9,669 2.04
株式会社福岡銀行  8,669 1.83
株式会社三井住友銀行 8,474 1.79
高知信用金庫  8,282 1.75
※九栄会は、当社の従業員持株会

※2019年6月28日に以下のとおり内容見直しを実施

●Ａ種優先株式

 株主名 持株数（株）  持株比率（%）

 400 40.00

大株主

株価・出来高
の推移

金融機関
45.7%

証券会社
1.6%

その他国内法人
4.6%

1～99株
26.9%

100～499株
32.4%

500～999株
12.7%

1,000～4,999株
24.3%

5,000株以上
3.7%

外国人
19.0%

個人・その他
28.2%

政府・地方公共団体
0.9%

株式分布（所有者別）
●普通株式

株式分布（所有株数別）

（千株） （円）

株式会社みずほ銀行

 株主名 持株数（株）  持株比率（%）

 1,000 100.00株式会社日本政策投資銀行

株式会社日本政策投資銀行 400 40.00
株式会社三菱UFJ銀行 200 20.00

2019
3株価（右軸） 出来高（左軸）

20182016201520142013 2017

（2019年3月31日現在）
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